
りそな銀行
ディスクロージャー誌 2004



りそなグループ経営理念

りそなグループは、創造性に富んだ金融サービス企業を目指し、

お客さまの信頼に応えます。

変革に挑戦します。

透明な経営に努めます。

地域社会とともに発展します。

りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）

「りそな」はお客さまとの信頼関係を大切にします

お客さまからの信頼を全てに優先し、お客さまの喜ぶ顔や幸せのために、
誠実で心のこもったサービスを提供します。
お客さまのニーズに応え、質の高いサービスを提供します。
常に感謝の気持ちで接します。

お客さまと

「りそな」

「りそな」は株主との関係を大切にします

長期的な視点に立った健全な経営を行い、企業価値の向上に努めます。
健全な利益の適正な還元を目指します。
何事も先送りせず、透明な経営に徹し、企業情報を公正かつ積極的に伝えます。

株主と

「りそな」

「りそな」は社会とのつながりを大切にします

「りそな」が存在する意義を多くの人々に認めていただけるよう努力します。
広く社会のルールを遵守します。
良き企業市民として地域社会に貢献します。

社会と

「りそな」

「りそな」は従業員の人間性を大切にします

「りそな」の一員であることに誇りを持って働ける職場を創ります。
創造性や変革に挑戦する姿勢を重んじます。
従業員一人ひとりの人間性を尊重し、能力や成果を公正に評価します。

従業員と

「りそな」
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りそなの目指す姿
まず何より、お客さま第一の気持ちに徹すること。

りそなの取り組みは、このサービス業の“原点”に

立ち返ることからスタートしました。

りそなグループは、こうしたチャレンジを通じ、

独自の事業モデル構築を目指していきます。
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お客さまの声をもっと身近に感じ取るため、
営業現場がより動きやすい体制に変わりました。
地域にしっかりと軸足を据え、地域に根ざした金融機関としての地位を固めるには、

どのようにすればよいか。

「地域密着」、あるいは「リレーションシップバンキング」という言葉をかけ声に終わらせないために、

私たちは「地域運営」という仕組みを取り入れました。

これは、お店をエリアごとにくくり分け、地域を統括する責任者に本部の権限を移譲することで、

地域やお客さまの近くで迅速な意思決定を行っていこうというものです。

これにより、今まで以上にお客さまの声やご要望を反映したきめ細かなサービスを、

よりスピーディにご提供していきたいと考えています。

私たちは、平成１６年４月から全国３０の地域でこの取り組みをスタートさせています。
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● 身近で相談しやすく、親身になって答えるようにしてほしい

● 地域に密着し、地域の活性化に役立つことをしてほしい

● 担保主義にならず、会社の将来性を見てほしい

● 今まで以上に、顧客の要望に対応していってほしい

お客さまから
寄せられた声
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当たり前のことを当たり前に実行する。
これが、目指す姿への第一歩です。
私たちが目指す姿は、金融サービス業です。

このように申し上げるのは、今まで“サービス業”という意識が希薄だった、

と改めて思うからにほかなりません。

この“当たり前”への取り組みに、「待ち時間ゼロ」運動や窓口営業時間の延長、

ＡＴＭ時間外手数料無料時間帯の拡大があります。

私たちの取り組みはまだスタートしたばかりですが、「待ち時間ゼロ」運動をきっかけに、

各社独自の取り組みや社員一人ひとりの意識に変化が起こっています。

そして、お客さまから見て「変わったな」と認めていただける取り組みを重ねることで、

地域ごとに特色ある「りそなブランド」を生み出していきたいと考えています。

● お店の人はたくさんいるのに、待たされることが多い

● ＡＴＭの時間外手数料が高い

● 相談したくても、空いている時間に行けないことが多い

● 土曜日や日曜日に相談できる窓口を増やしてほしい

お客さまから
寄せられた声
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タイムリーに、
そして的確にサービスを提供すること。
新しい銀行をつくる気概をもって
チャレンジします。
中小企業のお客さまとの取引は、私たちにとって非常に重要な意味を持ちます。

まず、法人のお客さまのニーズをしっかりと受け止めるため、

現場に近いところの権限を拡充し、すばやく意思決定できるようにしました。

新たな発想で、企業向け貸出における代表者個人保証免除の取り扱いをスタートさせました。

さらにプラスアルファのサービスができる提案力、ソリューション力を高めるため、

専任の組織を拡充し、グループを挙げたノウハウの提供に努めています。
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● 迅速な対応をしてほしい

● 独自の商品を開発して企業向け商品のバラエティを増やしてほしい

● 中小企業へハートのこもった金融サービスを提供してほしい

● ネットワークを生かした経営情報やマッチング情報を充実してほしい

お客さまから
寄せられた声
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りそなホールディングス 会長メッセージ

平素より、りそなグループをお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。

昨年の公的資金による資本増強から約１年が経過いたしましたが、この間、多くの方々の温かい励ましと

ご支援のおかげで、「りそな再生」に向けた歩みを着実に進めてくることができました。

会長就任以来、「量から質への転換」「透明性のあるスピード経営の実践」「銀行業から金融サービス業への

進化」という３つのテーマを掲げ、まずは平成１５年９月中間期決算において、過大リスクを排除し、将来コス

トを先取りする抜本的な「財務改革」を断行いたしました。この結果、平成１５年度決算は大幅な赤字を計上

いたしました。これに伴い、配当につきましては昨年度に引き続き、普通株式に加え、優先株式につきま

しても無配とさせていただきました。株主の皆さまのご期待に沿うことができず、経営者として忸怩たる

思いであり、深くお詫び申し上げます。

しかしながら、中間期での思い切った処理により、持続的な黒字経営への体質転換に向けた一歩を踏み

出すことができたものと認識しております。

あわせて、経営の透明性を高めるため、邦銀初となる委員会等設置会社への移行

によるコーポレート・ガバナンスの強化や、社外人材の積極登用等による組織

風土改革にも取り組んでまいりました。

りそな再生の第二局面ともいえる平成１６年度は、①好感度ナンバーワンへ

の挑戦、②ソリューション力の向上、③ローコストオペレーションの徹底、によ

り「銀行業から金融サービス業への進化」を推し進めるとともに、これを通じ

た収益力の向上に取り組んでまいります。

このように、企業価値の最大化に努めることが、総額約３兆円の公的

資金で支えられている私どもりそなグループに課せられた使

命であると考えております。

本誌では、平成１５年度の業績や「りそな再生」に向けたこ

れまでの取り組みを詳細にご説明しております。本誌がりそ

なグループに対するご理解を深めていただくための一助にな

れば幸いです。

最後に、今後とも皆さま方の一層のご支援、ご鞭撻を賜

りますようお願い申し上げます。

平成１６年７月

株式会社りそなホールディングス

取締役兼代表執行役会長
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りそな銀行 社長メッセージ

皆さまには、平素よりりそな銀行をお引き立ていただきまして誠にありがとうございます。

昨年の公的資金注入以降、当社はグループの中核銀行として「りそな再生」に取り組んでまいりました。

再生にあたり私どもは、サービス業の原点に立ち返り、お客さまにとって真に価値のあるサービスを提供

できる「金融サービス業」に進化することを目標に掲げ、全社員がお客さまの視点でものを考え行動する、

お客さま重視の姿勢を徹底いたしました。

これと並行して、金融サービス業に進化するためには、可能な限りお客さまとの接点を拡大して利便性向

上を図り、品質の高い商品・サービスを、スピード感をもって提供していかなければならないと考え、これま

でさまざまな施策を実施してまいりました。

具体的には、お客さまの目線に立ち、一部店舗での試験的なスタンディングオペレーション、全店規模で

の「待ち時間ゼロ運動」、「営業時間の延長」などを開始いたしました。また、軽量化店舗（りそなパーソナル

ステーション）の設置や、中小企業サポートセンター・住宅ローンセンターなどの専門チャネルの充実によ

り、お客さまの利便性向上に取り組んでおります。

さらに、お客さまの声を商品・サービスの開発・改善に反映する仕組みをつく

り、また、外部との連携によりソリューション力を高め、お客さまから選択

される商品・サービスの提供に努めております。

本年４月からは、全国を３０の地域に分け、地域の責任者に権限と責任を

大幅に委譲する「地域運営」を開始しており、これにより、現場主義を徹底

し、地域の特性に応じたサービスをスピーディに提供することができるよ

うになると考えております。

お客さまからの信頼を回復し、地域に根ざした金融

機関として、この１年で「りそな再生」について確固たる

道筋を見い出せるよう挑戦を続けてまいりますので、

引き続き皆さまの一層のご愛顧、ご支援を賜りますよ

うお願い申し上げます。

平成１６年７月

株式会社りそな銀行

取締役兼代表執行役社長
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お客さまとのリレーションシップ強化に向けた取り組み ～新しい事業モデルへの挑戦

りそな銀行は、「金融サービス業」への進化を目指し、次のような取り組みを行っています。

１. お客さまの利便性の向上

チャネル改革

当社では、お客さまとの接点を大切にし、サービスを向上するため、次のようなチャネルの拡充に努めています。

●りそなパーソナルステーションの開設

りそなパーソナルステーションは、個人のお客さま

を対象にした、基本的な銀行機能を備えた有人軽量

化店舗です。店内は、内装に工夫を凝らしフレンド

リーで温かみのある空間となっています。従来の店

舗に比べて事務の効率化等を進め、運営コストを大

幅に削減しています。店舗面積は小さいものの、有

人店舗とすることで個人のお客さまとのリレーショ

ンシップを大切にし、ＡＴＭでは十分ご対応できない各種ご相談にも

お応えできる店舗としています。

平成１６年２月の「りそなパーソナルステーション南茨木」のオープン

をはじめとして、現在までに関東地区３カ店、関西地区３カ店の合計６

カ店が新規オープンしています。今後も地域のお客さまの利便性を高

めるため、より専門性の高いサービスを伴った店舗を増やし、有人店

舗ネットワークを充実させていきます。

●中小企業サポートセンターの拡充

中小企業の皆さまの多様化する資金ニーズに対してきめ細かな対応を目指す営業体制づくりとして、資金調達専

門の相談窓口「中小企業サポートセンター」の機能充実と増設を実施しました。信用保証協会保証付借入の相談

を主としてきた従来の機能を全面的に見直し、新型ビジネスローンなどの取り扱い商品拡大や「融資の相談・申

し込み・契約から融資後のバックアップ」等、お客さまのあらゆる相談に対応する拠点としての試行を開始しまし

た（平成１６年４月）。大阪府・東京都において１１拠点を増設し、中小企業サポートセンターの拠点数は１９拠点とな

りました。さらに、中小企業サポートセンターを支援する専門部署を設置し、当社の金融サービスをリアルタイ

ムに提供できる体制としています。今後もお客さまとの接点を重視した営業体制で、中小企業の皆さまを応援し

ていきます。

●ビジネスソリューションプラザ開設

当社では、中堅・中小企業の皆さまの経営戦略等、さまざまなニーズに応じたご提案、サービスを提供するため、

東京大手町に「大手町ビジネスソリューションプラザ」、大阪御堂筋に「御堂筋ビジネスソリューションプラザ」を

それぞれリニューアルオープンし、本部専門スタッフと現場が一体化してソリューション業務を展開しています

（平成１６年３月）。

両プラザにおいては、Ｍ＆Ａ業務やビジネスマッチング業務をはじめとして、経営課題や経営戦略についての

アドバイス、株式公開や設備投資、海外進出等といった内容の実現化に向けたアドバイスを行っています。さら

に、今後はビジネス情報の発信のほか、ビジネスや経営に関するセミナー・勉強会の開催、ニュービジネスの組

成にかかわる研究会などを開催していきます。
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店頭改革

当社では、「お客さまの視点によるお客さまのための店舗づくり」を目指し、さまざまな店頭改革に取り組んでい

ます。

●パイロット店舗の設置

平成１６年２月より、店質の異なる６カ店（首都圏３カ店：九段支

店・西葛西支店・たまプラーザ支店、関西圏３カ店：玉造支店・茨

木西支店・くずは支店）をパイロット店舗に選定し、「スタンディ

ングオペレーション」の実施や「総合受付カウンター」の設置、

「お客さまアドバイザー」の導入など、今までにないアイデア・

施策を試行的に実施しています。

なかでも、窓口において社員が立ったままお客さまの応対を

行う「スタンディングオペレーション」は、多くのお客さまから「目線が同じで話しやすい」などご好評をいただい

ております。

今後、これらの施策の効果やお客さまの声などを多角的に分析し、より良い店舗づくりを進めていくとともに、

さらなる新しい取り組みにもチャレンジしていきます。

●お客さまの「待ち時間ゼロ」を目指す取り組み開始

サービスに対するお客さまのアンケートや、日々、多くのお客さまから寄せられるさま

ざまなご意見のなかで、特にご要望が多いのが待ち時間の改善です。金融サービス業

の原点に立ち返り、こうしたお客さまの声に応えるため、「サービスの改革」の一環とし

て「待ち時間ゼロ※」を目指す取り組みを平成１６年１月よりスタートしました。

この結果、平成１５年３月には平均約６.０分であった当社の全店平均待ち時間が、平成

１６年３月には平均約１.４分に短縮し、お客さまからのご好評をいただいております。

※「待ち時間」とは、お客さまが受付カードをお取りになってから窓口で受付するまでの時間です。

営業時間

●窓口営業時間の拡大

お客さまとの接点を拡大し、さらなる利便性の向上を図るため、平成１６年４月より全店

規模で平日の窓口営業時間を午後５時まで延長しました。これにより、平日は支店・有

人出張所約３００拠点および住宅ローンセンター４５拠点において、窓口営業時間が午前

９時から午後５時までとなりました。また、金曜日は約２６０拠点で午後５時から午後７時

まで、一部の支店においては月曜日から金曜日の午後５時から午後７時まで、土曜日の

午前１０時から午後５時まで相談業務を中心とした営業を実施しています。加えて、一部

の住宅ローンセンターでは、月曜日から金曜日の午後５時から午後７時まで、土曜日の

午前１０時から午後５時まで、ならびに日曜日の午前１０時から午後５時までの営業を実施

しています。

営業時間の延長により、平日の午前９時から午後３時までにご来店いただくことが難

しいお客さまにも、お勤め帰りや休日にご来店いただけるようになるとともに、お客さまがゆっくりと資産運用

やローンについてご相談いただけるようになりました。
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２. 商品・サービスの拡充

個人のお客さま向け商品・サービス

●通帳不発行型の総合口座「ＴＩＭＯ」（ティモ）発売

平成１６年３月１日より、お客さまの目線に立ったサービス向上の一環として、通

帳不発行型の特典付総合口座「ＴＩＭＯ」（ティモ）※を発売しました。

「ＴＩＭＯ」は、ＷＥＢ上に通帳機能・インターネットバンキング機能を持たせる

ことにより、通帳保管・記帳の手間がかからず、いつでも自由に取引状況の確

認やほとんどの銀行取引が可能となるほか、「ＡＴＭ時間外手数料無料」「クレジットカードの年会費無料」「キャッ

シュカード盗難保険」等の各種特典が付いたパッケージ商品です。

本商品は、第一ステップとして平成１６年３月にリリースしましたが、今後もお客さまの声を吸収しながらサービ

ス内容の改善を図り、お客さまとともに進化・成長し続ける商品とする予定です。

※「ＴＩＭＯ」（ティモ）：「Ｔｉｍｅ（時間）」と「Ｍｏｖｅ（動く）」との造語で、「時間を有効に使え、行動的な次世代の暮らしに合った口座」を意味しています。

●ＡＴＭご利用手数料無料時間帯などを拡大

平成１６年２月より、当社ＡＴＭで当社キャッシュカードを利用する場合のＡＴＭご利用手数料無料時間帯を、平日は

午後７時まで、土曜日は午後６時まで延長しました。このＡＴＭご利用手数料無料時間帯の拡大とともに、ＡＴＭ入

金可能時間帯を平日午後７時まで拡大し、土曜窓口営業店では新たに土曜日午前９時から午後６時まで、ＡＴＭ入

金の取り扱いを開始しました。また、平成１６年６月１９日より、土日祝日におけるＡＴＭ入金の取り扱いを全拠点

（有人拠点および無人拠点）に拡大し、入金可能時間帯も午後７時まで拡大しました。今後ともお客さまの声を

サービス改善に反映させ、ＡＴＭの利便性向上を進めていきます。

法人のお客さま向け商品・サービス

●新型ビジネスローンの取り扱い開始

平成１６年１月より、新型ビジネスローン「スーパーリテール」の取り扱いを開始しました。商品開発にあたって

は、より多くの中小企業の皆さまに真にご利用いただけるよう、従来のビジネスローンの課題を抽出し、問題解

決に向けた協議を重ね、これまでに蓄積してきたオートスコアリング審査のノウハウに基づく新たなスコアリン

グモデルを構築するなど全社一丸となって取り組みました。さらに、ご相談窓口を営業店だけでなく「中小企業

サポートセンター」にも拡大し、よりきめ細かな対応を目指しています。

●企業向け融資における代表者個人の保証免除の取り扱い

中小企業の皆さまの資金ニーズに対し、より積極的にお応えすることを狙いとして、平成１５年１１月より、企業向

け融資における代表者個人の保証免除の取り扱いを開始しました。経営者への過度の負担や開業率低下など、

代表者個人保証徴求への批判が根強くあるなか、従来の銀行業から真の「金融サービス業」への進化を目指す当

社は、旧来の企業向け融資の慣行を見直し、貸出金利に一定のリスクプレミアムを付加することにより保証人を

免除した企業向け融資を取り扱うことにしました。
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アライアンスを通じた商品・サービスの拡充

●松井証券の証券取引口座開設申込書の受付開始

平成１６年５月より、営業店窓口において松井証券株式会社の証券取引口座開設申込書の受付業務を新たに開始

しました。今回の業務提携により、日頃ご利用いただいているりそなグループの銀行窓口にて、気軽に松井証券

の証券取引口座開設申し込みができるようになりました。たとえば、個別株式への投資にご興味のあるお客さま

や、株式取引はしたいけれどもお近くに証券会社店舗がないお客さまなどのニーズにお応えします。

●アートコーポレーションとの広告に関する業務提携

平成１６年５月、当社で住宅ローンをご利用されるお客さまにより良いサービスを提供するため、引越業界最大手

であるアートコーポレーション株式会社と広告に関する提携を開始しました。

住宅ローンをご利用されるお客さまの多くが「お引越し」をされることに着目し、アートコーポレーションの引

越サービスに関する内容を掲載した住宅ローンの案内チラシを住宅ローン申込書セットに同封してお渡しします。

お客さまがこの案内チラシによりアートコーポレーションにお引越しのお申し込みをされると、料金割引等の

さまざまなサービスが受けられるほか、お引越代金のお支払いに「りそな諸費用ローン」を利用された場合には、

金利優遇が受けられます。

●積水ハウスとのコンサルティング提携「Ｗｉｎｎｅｒ'ｓＳｔａｇｅ」

平成１５年１１月、積水ハウス株式会社と提携し、資産活用コンサルティングサービス「Ｗｉｎｎｅｒ'ｓＳｔａｇｅ」の取り扱

いを開始しました。本サービスは、お客さまの多様な資産活用ニーズにお応えするため、「トータルソリューショ

ン＆フルサポート」を目指し、当社の「相続コンサルティング・資金相談・不動産活用コンサルティング」と積水ハ

ウスの｢立地無料診断・有効活用提案・一括借上システム｣という両社のソリューション機能を最大限に活用しま

す。お客さまのご意見やお考えをじっくりとお伺いし、専門スタッフが総力を合わせてお客さま一人ひとりのベ

ストプランをご提案するコンサルティングサービスです。

●美術品市場のシンワアートオークションと提携

当社は、プライベートバンキング業務の一環として、国内最大手の美術品オークション運営会社であるシンワアー

トオークション株式会社と業務提携しました。

当社は本提携により、絵画等の美術品の売却を希望されるお客さまに、美術資産売却の有効な手段の１つとし

て、シンワアートオークションを紹介させていただきます。オークションにより売買が成立した場合には、シンワ

オークションの売却に関する手数料が優遇されます。

また、シンワアートオークションのお客さまで相続相談を希望される方は、同社からの紹介により当社が相続

相談を受け付け、必要に応じて遺言信託や遺産整理業務サービスを手数料優遇のうえ提供します。

●クレディセゾンと資本・業務提携

当グループは、クレジットカード事業の強化のため、株式会社クレディセゾンと資本・業務提携しました。平成

１６年７月に当グループ傘下のあさひカード株式会社、株式会社大和銀カード、株式会社大阪カードサービスの

３社が合併し、合併後の新会社りそなカード株式会社にクレディセゾンが資本参加します。

業務提携の効果を早期に実現するため、積極的に人材交流を行い、平成１６年秋には、生活密着型のサービスを

取り入れた《セゾン》マーク付の新カードの発行を予定しています。
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●Ｍ&Ａ業務に関してみずほ証券と業務提携

当社は、「中小企業ソリューションＮｏ.１銀行」を目指し、Ｍ＆Ａ業務を強化すべき分野の１つと位置づけています。

最適なソリューションをスピーディにご提供するため、平成１６年３月、みずほ証券株式会社とＭ＆Ａ業務に関する

業務提携契約を締結しました。本提携により、事業承継や事業再編など高度化・多様化するお客さまのニーズに

対する対応力を高め、ビジネス機会の拡大に努めていきます。

３. 地域運営の本格展開

りそな銀行が目指す「地域運営」

当社では平成１６年４月より、お客さまに近い存在である地域の責任者に本部の権限を大幅に委譲する新しいビジ

ネスモデル「地域運営」を本格展開しています。当社の全国にある営業店を３０の地域に分け、地域の統括責任者

として各地域に「地域ＣＥＯ」を配置しました。

「地域ＣＥＯ」は、地域の営業施策の決定、社員の人事、予算配分、店舗展開の権限や地域のお客さまのお取引に

関する各種権限を有し、地域全体の収益および管理運営全般について責任を持ちます。地域ＣＥＯには補佐として、

事務管理・融資運営・推進企画を行う専任スタッフ（オフィサー）が付き、意思決定が迅速になされる体制をとって

います。また、営業店では、組織のフラット化を進めるため副支店長ポストを廃止しました。併せて本部は可能な

限りスリム化し、地域のサポート役となる体制をつくります。

なお、異業種のノウハウ吸収や社内の活性化を目的として、地域ＣＥＯには公募を含めた４名の社外人材を登

用しています。

「地域運営」体制への移行により、地域の特性に応じたサービスをスピーディに提供することが可能になりまし

た。今後はより一層、お客さま第一主義を徹底し、地域に根ざした営業活動を展開していきます。

従来の体制 平成１６年４月以降

支店長 支店長

副支店長 副支店長

起
案
申
請
・
決
裁

起
案
申
請
・
決
裁

起
案
申
請
・
決
裁

起
案
申
請
・
決
裁

営業現場 営業現場

本　部

決　裁 決　裁 地域内支店長 地域内支店長

決　裁 決　裁

本
　
部

地域CEO
オペレーションオフィサー（事務管理）

クレジットオフィサー（融資運営）

プロモーションオフィサー（推進企画）

協議

＜専任スタッフ＞
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地域に関するトピックス

地域限定サービス商品・サービス（百天満天百・福来定期）

当社では、本年４月より全国３０地域のエリアで構成する地域運営を開

始し、地域に密着した業務運営を展開しています。これに先駆ける形で、

本年３月よりＮＰＯ法人 天神天満町街トラスト、大阪市立大学商学部と

共同で天神橋筋商店街まちおこしを企画し、商店街に隣接するりそな

グループ３支店（りそな銀行 南森町支店・天六支店、近畿大阪銀行 天神

橋筋支店）で地域色を出した天神橋筋商店街定期預金『百天満天百（ひゃ

くてんまんてんひゃく）』の取り扱いを開始するとともに、地域情報誌『Ｒｅｅｎａｌ（リーナル）【天神橋筋商店

街版】』を創刊しました。

また、地域運営開始後の取り組みとしては、神戸の南京町商店街振興組合と提携し神戸支店・三宮支店

で企画した、中華レストランのお食事券等が当たる懸賞付定期預金『福来（ふくらい）定期』を本年４月から

期間限定で取り扱いました。

ＲＥＳＯＮＡＲＴ（りそなーと）

当社では、関西在住のアーティストによるオリジナルデザインのキャッシュ

カードを限定発行しました。これは、キャッシュカード券面スペースを作

品発表の場として提供し、若い有望なアーティストを応援する取り組みで

す。デザインは、関西で幅広いリスナー層から支持を得ているFM局「ＦＭ８０２」

が主催している、アートプロジェクト「digmeouｔ（ディグミーアウト）」に

参加しているアーティストによるオリジナルとなっています。

カードは近畿２府４県の店舗で取り扱っており、第１弾・第２弾は限定で

５,０００枚を発行し、第３弾については好評につき発行枚数を増やしました。

第４弾以降は３カ月間の期間限定での取り扱いとしています。そのほか、Media Mix（メディアミックス）

をキーワードとして若手エディター起用による情報誌『Reenal（リーナル）digmeout edition（ディグ

ミーアウトエディション）』の発行、大阪本店ビル１階ロビーにおいて若手ミュージシャンのコンサート

開催などにより、放送・キャッシュカード券面・ポスター・紙媒体・イベントを通じたプロモーションを展

開し、さまざまな分野の若手アーティストを応援しています。

「タリーズコーヒー」とのコラボレーション店舗

地域のお客さまの憩いの場として、平成１６年３月、成瀬支店内に当社としては初めて米国シアトル系コーヒー

ショップ「タリーズコーヒー」をオープンしました。コーヒーショップが銀行ロビーの隣りにできたことによ

り、銀行のお客さまがお手続きの間でもコーヒーを飲みながらゆっくりとお過ごしいただけるようになり

ました。４月には、オープンを記念して店内で、読売日本交響楽団のメンバーによるコンサートを開催しま

した。当日は約１００人の地域住民の皆さまがご来店され、弦楽四重奏の美しい調べに耳を傾けました。今

後もＪＲ成瀬駅前という好立地条件を生かし、地域の情報発信基地としてイベント開催等にスペースを開放

し、地域の発展に貢献していきます。
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コーポレート・ガバナンス体制について

当社は、責任ある経営体制の確立ならびに経営に対する監視・監督機能の強化に向け、平成１５年６月２５日の

定時株主総会の承認を経て、邦銀初の委員会等設置会社に移行しました。併せて、経営の透明性向上に向け、

グループ外より代表執行役会長と社外取締役６名を招聘し、指名・報酬・監査の各委員会のみならず、取締役

会構成員も社外取締役が過半数を占める経営体制を構築しています。取締役会は、法令上必要最低限の重要

事項に係る意思決定と、執行役の業務執行状況報告を行う場として、実質的な議論が最大限に可能となるよ

うな運営を行っています。これらによって、重要事項の意思決定と業務執行の監督は取締役会が、業務執行

は執行役が行う役割分担を明確化し、取締役会の監督機能の強化と、業務執行の迅速性向上に努めています。

また、当社はグループの一員として「グループ経営管理規程」等に基づき、りそなホールディングスの経営管

理を受けることで、グループ一体となった企業価値の向上と透明性の高い経営を目指して取り組んでいます。

■コーポレート・ガバナンス体制

株 主 総 会

取締役の選任・解任

協議
報告

指導
管理

持
株
会
社

（
り
そ
な
ホ
ー
ル
デ
ィ
ン
グ
ス
）

取 締 役 会

選任・解任 報告

指名委員会

構成員(○は委員長)
○林野　宏(社外)
渡邉正太郎(社外)
細谷英二

報告選任・解任

報酬委員会

構成員(○は委員長)
○小池俊二(社外)
渡邉正太郎(社外)
細谷英二

報告選任・解任

監査委員会

構成員(○は委員長)
○箭内　昇(社外)
荒川洋二(社外)
井上輝一(社外)
井関博文

報告

適法性・
妥当性監査

適法性・
妥当性監査

選任・解任

執 行 役
経営会議 融資会議

りそな銀行

取り組み状況等について

（取締役会）

取締役会は、経営上重要な事項の意思決定と執行役の業務執行の監督を行っています。構成員１１名のうち社

外取締役が６名を占めており、経営の透明性を確保するとともに、幅広い見地からの活発な議論により議事の

活性化を図っています。また、取締役会における決議事項は法令上必要な事項に可能な限り限定する一方、

取締役会の監督機能強化のため、執行役による報告事項を充実させる運営を行っています。委員会等設置会

社移行後、平成１６年３月までに２２回開催しており、このほかにも必要に応じ取締役によるミーティング等を適

宜開催しています。

（指名委員会）

指名委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名、委員長は社外取締役）により構成され、株主総会に上程する

取締役の選解任議案の内容等を決定しています。委員会等設置会社移行後、平成１６年３月までに５回開催して

おり、取締役の選解任議案のほか、当社役員に求められる具体的人材像等を協議・決定しています。

（報酬委員会）

報酬委員会は、取締役３名（うち社外取締役２名、委員長は社外取締役）により構成され、取締役および執行役が

受ける個人別の報酬の内容の決定に関する方針、ならびに個人別の報酬を決定しています。委員会等設置会

社移行後、平成１６年３月までに３回開催し、個人別の報酬額、新役員報酬制度等を協議・決定しています。
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内部監査体制について

内部監査とは、業務運営管理の適切性および有効性等を検証・評価し、改善に向けた提言を行うことをいい

ます。

当社では、業務執行体制内において自ら客観的な内部監査を実施するため、内部監査部を設置しています。

内部監査部は、取締役会が定めた「内部監査規程」等に基づき、専任執行役の指揮下でリスクの種類・程度に

応じて客観的で実効性の高い監査を実施しています。

内部監査部内には、内部監査の企画・運営を担当するグループと内部監査を実施するグループを置き、さ

らに内部監査を実施するグループを営業店監査、本部業務監査、資産監査等のチームに分け、専門性を発揮

できる体制としています。内部監査の結果は経営会議とは異なるルート、すなわち代表執行役、内部監査部

担当執行役、内部監査部長をメンバーとする内部監査協議会を経由して取締役会に報告し、問題の所在や改

善に向けた施策等について踏み込んだ議論を行っています。また、改善状況については、内部監査部がモニ

タリングやフォローアップ監査等によりフォローしています。

■内部監査体制

取 締 役 会

○企画グループ
○営業店監査グループ
○本部業務監査グループ
○資産監査グループ

代表執行役

監査委員会

監査委員会事務局

担当執行役

組
　
織

○内部監査に関する企画立案、運営、管理
○内部監査に関する事項
○資産監査に関する事項
○その他

役

割

営
業
店
・
本
部
各
部（
被
監
査
部
署
）

内部監査部（内部監査実施部署）

経営会議

執行役

内部監査協議会

【監査の実施】

○部門別監査
○テーマ監査
○資産監査
○その他

（監査委員会）

監査委員会は、取締役４名（うち社外取締役３名、委員長は社外取締役）により構成され、取締役および執行役

の職務執行の監査、ならびに会計監査人の選解任議案の決定等を行います。委員会等設置会社移行後、平成

１６年３月までに１０回開催しています。

（経営会議、融資会議）

取締役会に付議する事項および執行役が行う決定のうち重要事項については、原則、経営会議または融資会

議で協議することとしています。経営会議および融資会議は執行役により構成され、各執行役の担当業務を

踏まえた議論を積極的に行い、重要事項の決定に係る意思決定プロセスの透明性を確保しています。

【報告】

【付議・報告】

【協議・報告】
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リスク管理体制について

リスク管理の基本的な考え方

昨年５月に公的資金の申請を行ってから約１年間が経過しました。その間、当社では、この事実を厳粛に受け

止め、リスク管理の重要性を改めて認識するとともに、これを風化させることのないようリスク管理重視の企

業風土の確立、総合的なリスク管理体制の整備を進めています。当社では、グループとして掲げる「経営体力

を超えたリスクテイクを行わない」「顕在化した損失もしくは顕在化が予見される損失は、先送りせずに早期

処理を行う」「収益に見あったリスクテイクを行う」という基本的な考え方に基づきリスク管理を行っていま

す。リスク管理にあたっては、個別のリスクごとにリスク管理部署を設置し管理を行うとともに、リスク統括

部署を設置し、銀行全体のリスクの状況を的確かつ一元的に把握・管理する体制としています。また、各リス

クについて経営に対する影響度を評価したうえで、リスクのコントロールを実施しています。

統合リスク管理

当社では、リスクの一元的な管理を目的として統合リスク管理を行っています。 統合リスク管理とは、銀行

が抱えている各種のリスクを共通の枠組みで定量的に把握・合算し、許容できる範囲に制御することをいい

ます。

当社では、計量化手法を活用しリスクの総量を経営体力の範囲内にとどめるとともに、通常起こり得る損

失を期間収益の範囲内に抑制することで経営の健全性の確保を目指しています。さらに、リスク対比の収益

性・効率性の把握を目的とした指標を用いリスク・リターンの状況をモニタリングしています。当社では、こ

れらの制度・指標を活用し、リスクに見あった収益の確保や適正な経営資源の配分を目指しています。

管理対象リスク リスクの定義

■リスクの種類とその管理部署

信用リスク

市場リスク

流動性リスク

オペレーショナルリスク

事務リスク

システムリスク

法務リスク

信託財産の運用リスク

レピュテーショナルリスク

経
営
に
よ
る
リ
ス
ク
管
理

リ
ス
ク
統
括
部
署（
リ
ス
ク
統
括
部
）

内
部
監
査
部
署（
内
部
監
査
部
）

経営によるリスク管理
リスク統括部署
リスク管理部署

●融資企画部

●リスク統括部

●リスク統括部

●リスク統括部

●業務サービス部

●システム部

●コンプライアンス統括部

●信託業務部

●企画部

長短金利、債券・株式、外国為替等の相場変動から、保有する
資産の価値が変動することにより損失を被るリスクです。市場
の混乱等により取引ができなかったり、通常より著しく不利な
価格での取引を余儀なくされることにより損失を被るリスク
（市場流動性リスク）は市場リスクに含めます。

財務内容の悪化等により必要な資金が確保できなくなり、資
金繰りがつかなくなる場合や、資金の確保に通常よりも著しく
高い金利の支払いを余儀なくされることにより損失を被るリ
スクです。

内部プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しないこと、
または外部要因により生ずる損失に関するリスク（以下の事
務・システム・法務リスクを含む広義の概念）です。

役員および従業員が正確な事務を怠る、あるいは事故・不正等
を起こすことにより損失を被るリスクです。

コンピュータシステムのダウンまたは誤作動等、システムの不
備等に伴い損失を被るリスク、さらにコンピュータが不正に使
用されることにより損失を被るリスクです。

法令や契約に違反すること、不適切な契約を締結すること、
その他法的原因により損失を被るリスクです。

信託財産の運用において、本来果たすべき忠実義務・善管注意
義務等の受託者としての責任を怠ったことに起因して発生す
る事象により、現在および将来においてその責任を問われ損
失を被る、または得べかりし利益を喪失するリスクです。

マスコミ報道、評判・風説・風評等がきっかけとなり損失を被
るリスクです。

与信先の財務状況の悪化等から、資産の価値が減少ないしは
消失することにより損失を被るリスクです。

取
締
役
会
に
よ
る
監
視
・
監
督
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トレーディング取引のVaR実績値
［平成１５年４月～平成１６年３月］（単位：百万円）

最大値

５２３

最小値

８５

平均値

２２６

SA
A
B
C
D
E
F

■信用格付制度と自己査定、償却・引当との関係
格付・自己査定の結果に基づき、信用リスクの程度に応じた償却・引当を実施しています。

G

H

I

J

格　付

正常先

要注意先

破綻懸念先
実質破綻先
破綻先

債務者区分

Ⅰ
（非）

分　類

予想損失率に基づき引当を実施

予想損失率に基づき引当を実施※

保全不足部分について必要額を引当※

保全不足部分について
償却または引当を実施

償却・引当

Ⅱ

Ⅲ

※一部大口先については、DCF（ディスカウント・キャッシュ・フロー）法による引当を実施しています。

Ⅳ

要管理先

-300

-200

-100

0

100

200

300

15/4　15/5　15/6　15/7　15/8　15/9　15/10　15/11　15/12　16/1　16/2　16/3

 （百万円） 

損益 

VaR

■トレーディング取引のVaRと損益の推移
［平成１５年４月～平成１６年３月］

・ＶａＲは保有期間１日、信頼区間９９％

［当社のVaRの定量基準］

①信頼区間　　　　　　　　片側９９％

②保有期間　　　　　　　 １０営業日

③市場データの観測期間　 １年

信用リスク管理

信用リスクとは、取引先の財務状況の悪化などにより、貸出金等の回収が困難あるいは不能となるリスクの

ことです。当社では、信用リスク管理を経営の最重要課題の１つと位置づけ、業務推進部署から独立した本部

審査体制の整備、信用格付制度および自己査定制度による客観的な信用リスクの把握、信用リスクに見あっ

た適正な収益の確保、ポートフォリオ管理に基づくリスク分散などを通じて、信用リスク管理の高度化に努め

ています。また、信用リスク管理の基本原則等を定めたクレジットポリシーを制定し、全従業員へ徹底するな

どにより、信用リスク管理のレベルアップに努めています。

市場リスク管理

市場リスクとは、「長短金利、債券・株式、外国為替等の相場変動から、保有する資産の価値が変動することに

より損失を被るリスク」をいいます。当社では、市場リスクが瞬時にして多大な損失を被る可能性を内在して

いるとの認識のもと、管理体制の向上に努めています。具体的には、まずフロント（取引実施部署）とバック（事

務管理部署）、ミドル（リスク管理部署）の組織的な分離を行い、相互に牽制が働く体制を整えています。また、

市場リスクに対し、半期ごとにバリュー・アット・リスク（ＶａＲ）によるリスク限度と損失限度を設定し、相場変

動に伴う損失を一定範囲内にとどめる体制を敷いています。リスク量の実績（ＶａＲ）・損益は、日々ミドルが計

測し、リスク限度・損失限度の遵守状況を管理するとともに、日次および月次で経営陣に報告を実施していま

す。また、市場環境の急変等によりリスク限度を超過する恐れがある場合の対応についても規程に明確に定

めています。
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流動性リスク管理

流動性リスク管理にあたっては、経営システム全体にとって最も基本的かつ重要なリスクであるとの認識の

もと、すべての経営戦略に先立って安定的な資金繰りを達成することを目的として管理しています。

当社では、運用・調達構造を定期的に点検するとともに、短期調達への過度な依存の抑制、調達期日集中の

抑制等のため、流動性リスク管理上の重要な指標にガイドラインを設定して管理しています。

流動性リスクに関する各種情報は、資金繰り管理部署からリスク管理部署へ集中する体制を構築していま

す。また、資金繰りの状況について、日次で把握して経営陣に報告しています。

さらに、市場調達環境の急変などにより流動性リスクが顕在化した場合に備え、緊急度合いに応じ機動的

な対応が図れるよう、緊急時フェーズ別の対応策をあらかじめ策定しています。

オペレーショナルリスク管理

オペレーショナルリスクとは、内部プロセス・人・システムが不適切あるいは機能しないこと、または外部要

因により生ずる損失に関するリスクであり、事務・システム・法務リスクを含む広義の概念です。当社では、こ

れらのリスクを統括的に把握・管理する体制を整備していくとともに、リスクの計量化を含めたオペレーショ

ナルリスク管理の高度化に積極的に取り組んでいます。また、オペレーショナルリスクを構成する各リスクカ

テゴリーにおいては、それぞれのリスクカテゴリーの特性を踏まえ、リスクの所在の把握、分析、重要性を踏

まえた業務プロセスの改善、万一の事故発生における業務継続・復旧策の策定等により、リスク顕在化の防

止や影響の極小化に努めています。

●事務リスク管理

事務リスクとは、事務処理面における事故や不正にかかわるリスクを指しますが、正確かつ迅速な事務処理

は銀行にとって信頼の基礎というべきものであり、銀行業務が多様化するなかで、こうした事務リスクの軽

減・極小化に向けた適切な管理は欠かすことができません。

当社では、業務サービス部が事務リスクの管理部署として関係部署と連携し、事務手続きの整備やシステ

ム面の改善を行うとともに、効率的な事務運営が行えるよう事務プロセスの見直しおよび事務処理の集中化

に積極的に取り組んでいます。また、内部牽制機能として本部各部および各営業店では定期的に自ら事務検

証を行うほか、業務サービス部員が各営業店を訪問し、業務運営や事故防止についての助言等を行っています。

●システムリスク管理

システムリスクとは、コンピュータシステムのダウンまたは誤作動など、システムの不備等に伴い損失を被る

リスク、さらにコンピュータが不正に使用されることにより損失を被るリスクです。当社は、システムリスク

を単に技術的な問題としてとらえるのではなく、社会的に影響を与え経営を揺るがしかねないリスクとして

認識し、適切な管理に努めています。

具体的には、システムリスク管理に係る基準を定め、システムリスクの管理部署が管理状況をモニタリン

グするなどの体制を整備し、リスクの顕在化の未然防止に努めています。また、システムへの不正侵入防止

策を講じるなど、情報の機密性に応じた対策を実施し、顧客情報等の保護に努めています。
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さらに、システム障害等に備えたコンティンジェンシープランを整備し、未然防止と併せて両面からシステ

ムリスクの軽減を図っています。

●法務リスク管理

法務リスクとは、銀行が法令や契約に違反すること、不適切な契約を締結すること、その他法的原因により損

失を被るリスクです。

当社では、法令・諸規程を遵守した厳正な業務運営を実施するとともに、コンプライアンス統括部等によ

るコンプライアンス・チェックの実施、計画的な法務研修の実施ならびに助言等を通じて法務リスクの現実化

の回避および再発防止を図っています。

また、コンプライアンス統括部が訴訟等の情報を一元管理することにより法務リスクの状況を的確に把握

し、管理体制の強化に努めていきます。

信託財産の運用リスク管理

信託財産の運用リスクとは、信託財産の運用において、本来果たすべき忠実義務・善管注意義務等の受託者

としての責任を怠ったことに起因して発生する事象により、現在および将来においてその責任を問われ損失

を被る、または得べかりし利益を喪失するリスクです。当社では、忠実義務・善管注意義務等の厳正な受託者

責任を全うし、もって受益者の利益に資するよう、運用の適正性を確保するとともにリスクを適切に管理すべ

く、管理体制を整備しています。リスク管理体制は、リスク管理部署が運用部署から運用状況を日次で報告を

受け、リスクの状況を定期的にモニタリングしたうえで、必要に応じて経営会議に報告する体制となってい

ます。

レピュテーショナルリスク管理

レピュテーショナルリスクは、マスコミ報道、評判・風説・風評等がきっかけとなり、損失を被るリスクをいい

ます。レピュテーショナルリスクは、流動性リスク等各種リスクとの連鎖性を有していることから対応次第で

予想を超えた不利益となるおそれがあり、経営上重要なリスクと位置づけて管理しています。広報・ＩＲ活動を

通じて、当グループに対する社会、顧客、株主等の理解と信頼を得ることにより、レピュテーショナルリスク

の顕在化を防止します。また、レピュテーショナルリスクにつながる誤報、風説等の情報を早期に入手し、速

やかに対策がとれるよう、報告体制の整備を行っています。なお、情報の不統一を防止する観点から、対外的

な問い合わせおよび公表窓口は、りそなホールディングスに一元化しています。
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コンプライアンス体制について

運営体制

当社では、コンプライアンスの統括部署としてコンプライアンス統括部を設置し、各部店に配置したコンプ

ライアンス責任者との連携による本部営業店一体となった取り組みを行っています。

コンプライアンス態勢の再構築

りそなグループでは、平成１５年６月の公的資金注入や過去の反省を踏まえ、りそなホールディングスの指導

のもとにグループ一体となったコンプライアンス態勢の見直しと再構築を行っています。具体的には、規範

体系の再構築、従業員からの相談・報告制度の見直し、コンプライアンス・プログラムの策定方法の見直しな

どを実施しています。

規範体系の再構築

りそなグループの再生には、判断・行動の基準を見直すとともに、根づかせることが必要不可欠であるとの

認識のもと、「りそなグループ経営理念」「りそなＷＡＹ（りそなグループ行動宣言）」「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ（り

そなグループ行動指針）」を制定しました。社内への周知徹底のため、これらを記載した冊子、およびチェック

ポイント形式に簡略化した携帯用冊子を作成、全役員・従業員に配付し、各職場内などにて研修を実施してい

ます。

また、「コンプライアンス基本方針」を大幅に改定し、役員・従業員の役割や組織体制など基本的な枠組み

を明確にし、コンプライアンス態勢の強化を図っています。

コンプライアンス・プログラムの見直し

平成１６年度より「コンプライアンス・プログラム」（コンプライアンスを実現するための実践計画）の策定方法

を見直し、特定の部署だけではなくすべての営業店、本部各部が主体となって取り組む方針をより一層明確

にしました。

コンプライアンス・ホットライン制度の見直し

コンプライアンスの浸透には、従業員一人ひとりの問題意識と透明なコミュニケーションが重要であるとの

認識のもと、平成１５年１２月、従業員からのコンプライアンスに関する相談・報告制度を大幅に見直しました。

具体的には、社外弁護士あて相談窓口の創設、フリーダイヤルの設置、専用メールアドレスの開設、匿名で

の相談を可とするなど利用しやすい制度とし、広く従業員の意見を聞く姿勢を示すとともに、各種社内研修

や上記「りそなＳＴＡＮＤＡＲＤ」の冊子に掲載するなどにより、周知徹底を図っています。

■コンプライアンス運営体制

報告統括

りそなホールディングス

グループ・コンプライアンス委員会コンプライアンス統括部

りそな銀行

取締役会 コンプライアンス委員会

コンプライアンス統括部 本 部 各 部

取締役会 監査委員会
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平成１６年３月期の業績について

財政状態

（連結ベース）

総資産は３１兆８,８９９億円と前連結会計年度末比３兆３２８億円減少いたしました。

運用面では、貸出金が前連結会計年度末比２兆７,４５７億円減少し、１８兆６,９８５億円となった一方、有価証券が前連

結会計年度末比３,０４９億円増加し、５兆４,１９６億円となっております。

調達面につきましては、預金と譲渡性預金を合わせた資金量は２１兆６６０億円と前連結会計年度末比１兆７,０２９億

円減少いたしました。これは、預金が前連結会計年度末比２兆６５０億円減少したことによるものです。なお、定期預

金は前連結会計年度末比５,３９９億円減少し、７兆２,１８９億円となっております。

資本勘定は前連結会計年度末比７,４５５億円増加し、８,３０８億円となりました。これは、公的資金による資本増強を

受けたことや、株式相場の回復によりその他有価証券評価差額金が増加したことなどによるものです。また、１株当

たり純資産額は△５３円４３銭となっております。

なお、連結自己資本比率（国内基準）は、７.１４％となりました。

経営成績

（連結ベース）

経営成績につきましては、経常収益は８,８１０億円となりました。内訳をみますと、貸出金利息を中心とした資金運用

収益が４,５０８億円、役務取引等収益が１,６１７億円などとなっております。

経常費用は、１兆８,１５２億円となりました。これは、総額１兆１,０００億円強にのぼる抜本的な不良債権処理を行った

ことによるものです。このほか、システムのアウトソーシング、店舗統廃合や希望退職制度実施等に対する事業再構

築に係る損失６００億円および事業再構築引当金の繰入１２７億円、退職給付会計適用に伴う会計基準変更時差異の一

括費用処理額５４８億円、固定資産の減損に係る会計基準の早期適用に伴う減損損失１５５億円等を特別損失に計上し、

当社が早期に再生するために必要な財務上の手当を行いました。

また、繰延税金資産の保守的な見積りを行った結果、法人税等調整額は２,８５２億円を計上いたしました。

以上の結果、連結経常損失は９,３４２億円、連結当期純損失は１兆３,７９１億円となりました。また、１株当たり当期純

損失は５６円６１銭となっております。

（単体ベース）

平成１６年３月期の株式会社りそな銀行の単体損益は、信託勘定不良債権処理額および一般貸倒引当金繰入額を控除

前の実勢業務純益で１,７２３臆円、業務純益で１,９５３億円となりました。

臨時収支につきましては、保有株式の積極的な売却を実施したことから、株式等売却益として１,２７７億円を計上す

る一方、株式等売却損として３３５億円、さらに関連ノンバンク等の処理にあたり子会社等株式の償却を併せて実施し

たことを主因として９１７億円の株式等償却を実施した結果、株式関係損益は１０７億円の損失となりました。さらに、

自己査定を厳格に実施し、抜本的な償却・引当の強化を実施したことから、不良債権処理額は１兆１,１２７億円となっ

ています。

以上から経常損益は９,７７９億円の損失を計上しております。

また、前述した事業再構築関連損失７０１億円に加え、「固定資産の減損に係る会計基準」を早期適用したことに伴

う損失を１５４億円計上したことなどにより、特別損益は１,５２５億円の損失、さらに、前期に引き続き大幅な繰延税金

資産の減額を実施したことから、当期純損失は１兆４,１５７億円となりました。
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りそな銀行の平成１６年３月期単体損益の状況

（単位：億円）

りそな銀行 りそな銀行＋埼玉りそな銀行（参考）
平成１６年３月期 平成１６年３月期 平成１５年３月期比 平成１５年３月期

業務粗利益 ４,４５０ ５,５７５ △８０７ ６,３８２
国内業務粗利益 ４,１８８ ５,２８４ △８７０ ６,１５５
資金利益 ３,８０７ ４,７７７ △２２８ ５,００６
信託報酬（償却後） ４６ ４６ △３１ ７８
（信託勘定不良債権処理額）（△） ４４ ４４ ２２ ２２
役務取引等利益 ５１６ ６５２ ９１ ５６１
特定取引利益 ７ ７ △２ １０
その他業務利益 △１８８ △１９９ △６９８ ４９９
国際業務粗利益 ２６２ ２９０ ６２ ２２７
資金利益 △５６ △５４ △２１ △３２
役務取引等利益 ３２ ３４ １ ３２
特定取引利益 ２１０ ２１０ １１ １９９
その他業務利益 ７５ ９９ ７１ ２８

経費（除く臨時処理分）（△） ２,７７２ ３,４９７ △２９３ ３,７９１
人件費（△） ７７５ ９７７ △２６０ １,２３８
物件費（△） １,８１９ ２,２９７ △５７ ２,３５４
うち預金保険料 １８０ ２５１ １２ ２３８
税金（△） １７７ ２２２ ２３ １９８
一般貸倒引当金繰入額（△） △２７５ △２３６ △１,３８８ １,１５２
実勢業務純益 １,７２３ ２,１２１ △４９２ ２,６１４
コア業務純益 １,９０５ ２,３０７ ５３ ２,２５４
業務純益 １,９５３ ２,３１３ ８７３ １,４３９
臨時収支 △１１,７３３ △１１,９８９ △５,９３６ △６,０５３
うち株式関係損益 △１０７ △８７ ２,９６３ △３,０５１
株式等売却益 １,２７７ １,２９８ １,０５１ ２４７
株式等売却損（△） ３３５ ３３６ ９７ ２３８
株式等償却（△） ９１７ ９１８ △２,１４１ ３,０６０
投資損失引当金繰入額（△） １３１ １３１ １３１

うち不良債権処理額（△） １１,１２７ １１,３７３ ８,４１２ ２,９６０
貸出金償却（△） ３,５５３ ３,６２７ １,５８０ ２,０４７
個別貸倒引当金純繰入額（△） ３,５８４ ３,７２１ ３,３４９ ３７２
債権売却損失引当金繰入額（△） △０ △０ △２ ２
特定債務者支援損失引当金繰入額（△） １９ １９ １９
買取機構宛債権売却損（△） ０ ０ △５０ ５０
特定海外債権引当勘定繰入額（△） △３ △３ ７ △１０
その他不良債権処理額（△） ３,９７３ ４,００８ ３,５０９ ４９８

うち東京都・大阪府外形標準事業税（△） ２３ ２３ △３３ ５６
経常利益 △９,７７９ △９,６７６ △５,０６２ △４,６１４
特別損益 △１,５２５ △１,５５１ △１,４３１ △１２０
うち動産不動産処分損益 △９３ △１０２ ６４ △１６７

動産不動産処分益 ３６ ３７ ３１ ５
動産不動産処分損（△） １３０ １３９ △３３ １７３

税引前当期純利益 △１１,３０４ △１１,２２８ △６,４９３ △４,７３４
法人税、住民税及び事業税（△） ６ ８ △１６ ２４
法人税等調整額（△） ２,８４６ ２,８７９ ２７０ ２,６０８
当期純利益 △１４,１５７ △１４,１１５ △６,７４７ △７,３６８

（注）１. 実勢業務純益：信託勘定不良債権処理額、一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益
２. コア業務純益：債券関係損益、信託勘定不良債権処理額、一般貸倒引当金繰入額を除いた業務純益
３. りそな銀行の平成１６年３月期計数は、前年度において分割・合併による再編を実施していることから、前年度計数との単純比較ができません。
前年度計数との比較を行うため、上表では【りそな銀行＋埼玉りそな銀行】（平成１５年３月期計数は旧あさひ銀行の合併前計数を含む）の２行合算ベースの計数を併せて記載
しております。

ー

ー
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平成１６年３月期の不良債権処理について

■不良債権処理の内訳 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
不良債権処理額 ２,９４５ １１,１２７
貸出金償却 ２,０３５ ３,５５３
個別貸倒引当金純繰入額 ３６８ ３,５８４
債権売却損失引当金繰入額 ２ △０
債権放棄 ２１５ ２,２０１
買取機構宛債権売却損 ５０ ０
特定海外債権引当勘定繰入額 △１０ △３
その他債権売却損等 ２８３ １,７９０

（注）平成１５年３月期の計数は旧あさひ銀行の合併前（平成１４年４月１日～平成１５年２月２８日）の計数を合算して表示しています。

■金融再生法基準による開示債権の状況（銀行勘定と元本補てん契約のある信託勘定の合算） （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

単　体 連　結 単　体 連　結
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ２,６７９ ３,３３６ １,２８５ １,５８９
危険債権 ５,５７４ ６,８４２ ６,１７６ ６,５５７
要管理債権 １４,８８１ １５,５６１ ７,４２５ ７,４５８
小　計 ２３,１３４ ２５,７４０ １４,８８６ １５,６０４
正常債権 ２０８,４７２ ２３５,８７８ １８６,４３９ ２１７,４２４
合　計 ２３１,６０７ ２６１,６１９ ２０１,３２６ ２３３,０２９

■リスク管理債権情報（銀行勘定と元本補てん契約のある信託勘定の合算） （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

単　体 連　結 単　体 連　結
破綻先債権 １,１３５ １,１９７ ２６２ ２７６
延滞債権 ６,９６０ ７,６４８ ７,０５０ ７,０８９
３カ月以上延滞債権 ３９８ ５３４ ２９９ ３１７
貸出条件緩和債権 １４,４８２ １５,０２６ ７,１２５ ７,１４０
リスク管理債権合計 ２２,９７７ ２４,４０７ １４,７３７ １４,８２４

■引当の状況 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

単　体 連　結 単　体 連　結
貸倒引当金 ６,０３５ ６,６６３ ７,９０２ ８,４６３
一般貸倒引当金 ４,０２２ ４,２８４ ３,７４７ ４,０３６
個別貸倒引当金 ２,００２ ２,３７４ ４,１４８ ４,４２４
特定海外債権引当金勘定 ９ ５ ６ ２
特定債務者支援引当金 １９ １９
債権売却損失引当金 ４２ ４２
（信託）債権償却準備金 ８ ８ ７ ７
引当金総額 ６,０８６ ６,７１４ ７,９２８ ８,４９０

ーー
ーー
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■債務者区分ごとの償却および引当の概要
自己査定の債務者区分 償却および引当の概要（銀行勘定）

正常先

要注意先

要注意先
（要管理先）

破綻懸念先

実質破綻先
破綻先

■金融再生法上の債権区分の説明
金融再生法による債権区分 各債権区分の説明

正常債権

要管理債権

危険債権 破綻懸念先に対する債権
破産更生債権および

実質破綻先に対する債権および破綻先に対する債権
これらに準ずる債権

過去の一定期間における貸倒実績により算定された予想損失率に基づき、今後１年
分の予想損失額を一般貸倒引当金として計上しています。

与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収および利息の受取りに
係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、キャッシュ・
フロー見積法（ＤＣＦ法）により算定された額を一般貸倒引当金として計上しています。
キャッシュ･フロー見積法を適用しない債務者に係る債権については、過去の一定期
間における貸倒実績により算定された予想損失率に基づき、今後３年分の予想損失
額を一般貸倒引当金として計上しています。

債権金額から担保および保証による回収見込額を控除した残額を個別債権ごとに
償却するか、個別貸倒引当金を計上しています。

正常先に対する債権および要注意先に対する債権のうち要管理債権に該当する債
権以外の債権
要注意先に対する債権のうちの「３カ月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」
に該当する貸出債権

与信額が一定額以上の大口債務者のうち、債権の元本の回収および利息の受取りに
係るキャッシュ･フローを合理的に見積もることができる債権については、キャッシュ･
フロー見積法（ＤＣＦ法）により算定された額を個別貸倒引当金として計上しています。
キャッシュ･フロー見積法を適用しない債務者に係る債権については、債権額から、
担保の処分可能額および保証による回収可能見込額を控除し、その残高のうち、債
務者の支払能力を総合的に判断し必要と認められる額を個別貸倒引当金として計
上しています。
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■オフバランス化の実績

危険債権以下（金融再生法基準）の債権残高（元本補てん契約のある信託勘定含む） （単位：億円）

平成１２年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１５年度 進捗率
上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末 上期末 下期末 （％）

平成１２年度上期以前発生分 １３,５９２ ９,４０９ ７,３３４ ４,９４４ ４,２３４ １,５９９ １,１３０ ３５５ ９７.３％
破産更生等債権 ３,４６５ ３,０９０ ２,３７９ １,９１０ １,５６６ ９１２ ８８６ ２１３ ―
危険債権 １０,１２７ ６,３１９ ４,９５５ ３,０３４ ２,６６８ ６８６ ２４３ １４１ ―

平成１２年度下期発生分 ４,１４３ ３,５７５ ２,９９８ １,６３０ １,０４３ ７２４ １２０ ９７.０％
破産更生等債権 ４０１ ２７２ ３０９ ４４７ ３０５ １２０ ４５
危険債権 ３,７４１ ３,３０２ ２,６８９ １,１８２ ７３８ ６０４ ７５

平成１３年度上期発生分 １,５８４ ９４７ ７２５ ４１４ ２８９ １４４ ９０.８％
破産更生等債権 ４２０ ２８０ ２１８ １６６ １１９ ２９
危険債権 １,１６３ ６６６ ５０７ ２４７ １６９ １１５

平成１３年度下期発生分 ９,５６８ ６,８２２ ２,８４８ １,６３０ ６９９ ９２.６％
破産更生等債権 １,０４１ ８３６ ７３６ ７７５ ３８５
危険債権 ８,５２７ ５,９８５ ２,１１１ ８５５ ３１３

平成１４年度上期発生分 １,２４７ ７４１ ４５２ １９６ ８４.２％
破産更生等債権 ３５８ ２２０ １５６ ６０
危険債権 ８８８ ５２１ ２９６ １３５

平成１４年度下期発生分 １,６０６ ８８２ ４４０ ７２.５％
破産更生等債権 ３３７ ２１９ １１９
危険債権 １,２６８ ６６２ ３２０

平成１５年度上期発生分 ９,７４６ ３,６１５ ６２.９％
破産更生等債権 ２,５６４ ２６１
危険債権 ７,１８１ ３,３５３

平成１５年度下期発生分 １,８９０
破産更生等債権 １６９
危険債権 １,７２０

合　計 １３,５９２ １３,５５２ １２,４９４ １８,４５９ １４,６５９ ８,２５３ １４,８５７ ７,４６１
（注）オフバランス化の進捗率は発生期末および平成１５年度下期末時点の債権残高により算出しています。

ー
ー
ー
ー
ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー

ー
ー
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自 己 査 定  
分類債権 

債務者区分 

金融再生法の 
開示基準 

非分類 Ⅱ分類 Ⅲ分類 Ⅳ分類 保全状況 金融再生法に 
基づく保全率 

（単位：億円）

破綻先／ 
実質破綻先 

（合計 １,２８５） 

破綻懸念先 

（合計 ６,１７６） 

要管理先 

（合計 ８,９１０） 

その他の 
要注意先 

（合計 １７,４７７） 

正常先 

（合計 １６７,４７６） 

合計 

２０１,３２６ 

合計 

２０１,３２６ 

要
　
注
　
意
　
先 

破産更生債権 
及びこれらに 
準ずる債権 

１,２８５ 

危険債権 

６,１７６ 
危険債権 

９１.８１％ 

要管理債権 

６７.１４％ 

全体の保全率 

８０.２１％ 

要管理債権 

７,４２５ 

小計 
１４,８８６ 

正常債権 

１８６,４３９ 

銀） ４０８ 

信） ０ 

計） ４０９ 

銀） ８６３ 

信） １２ 

計） ８７５ 

銀） ４,４９１ 

信） ３１ 

計） ４,５２２ 

銀） １,１０７ 

信） ４１ 

計） １,１４８ 

銀） ５０４ 

信） １ 

計） ５０５ 

銀） ６６１ 

信） １ 

計） ６６２ 

銀） ７,９７０ 

信） ２７７ 

計） ８,２４８ 

銀） １,４７３ 

信） ４ 

計） １,４７８ 

銀）１６５,６３０ 

信） １,８４６ 

計） １６７,４７６ 

銀） １５,９２２ 

信） ７６ 

計） １５,９９９ 

要管理債権 

銀） ７,１８７ 

信） ２３７ 

計） ７,４２５ 

引当率 

１００％ 
直接償却 

引当金 
（８８） 
 

担保／保証 
（１,１９６） 

破産更生債権 
及びこれらに 
準ずる債権 

 １００.００％ 

引当金 
（３,８８１） 

 
担保／保証 
（１,７８９） 

引当金 
（２,３１２） 

 
担保／保証 
（２,６７３） 

引当率 

８８.４７％ 

非分類 

１７４,５４８ 

Ⅱ分類 

２６,２７２ 

Ⅲ分類 

５０５ 

Ⅳ分類 

－ 

■自己査定の状況（単体）
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主要な経営指標等の推移（連結情報）

■最近５連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：億円）

連結会計年度

連結経常収益
連結経常利益（△は連結経常損失）
連結当期純利益（△は連結当期純損失）
連結純資産額
連結総資産額
１株当たり純資産額（円）
１株当たり当期純利益（円）
（△は１株当たり当期純損失）
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益（円）
連結自己資本比率（％）

連結自己資本利益率（％）
連結株価収益率（倍）
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の期末残高
従業員数（人）
[外、平均臨時従業員数]
信託財産額

平成１２年３月期
（大和銀行）

７,７９４
６２５
２９６
８,５２８

１５３,５４８
２１１.２０
１２.５８

７.１０

１１.８４
（国内基準）

３.５２
２４.１６
△４９３
１,７１３
△６３８
４,６９９
９,９６１
［３,５７９］
２０４,６１９

平成１３年３月期
（大和銀行）

５,３１８
△１３８
△２３４
８,１３３

１５５,２２１
１９２.１０
△１２.５６

１１.３３
（国内基準）

１,７１２
△２,７６５
△１３６
３,５１５
９,６９８
［４,５１３］
２２２,８７３

ー
ー

ー

平成１４年３月期
（大和銀行）

４,８４６
△４,４９５
△３,３６６
３,９８０

１４７,４６２
△１０.１７
△１６３.９７

８.３５
（国内基準）

７,３３６
５８０
△５５

１１,１４９
８,４１５
［５,０６４］
１１,４５５

／
ー

ー

平成１５年３月期
（りそな銀行）

４,４１７
△３,１２３
△５,８０６
８５２

３４９,２２７
△１５０.３４
△２５３.１６

２.０７
（国内基準）

△７,８０１
４,３３８
△７５４
１６,１１０
１６,３８６
［６,２６０］
１７,２９３

／
ー

ー

平成１６年３月期
（りそな銀行）

８,８１０
△９,３４２
△１３,７９１
８,３０８

３１８,８９９
△５３.４３
△５６.６１

７.１４
（国内基準）

△１４,７７８
３１２

１９,１６４
２０,８０６
１１,９２４
[７,８１３]
１７,３８７

／
ー

ー

（注）１. 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２. 平成１４年３月期以前の１株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数(｢自己株式｣及び｢子会社
の所有する親会社株式｣を除く）で除して算出しております。

３. 平成１４年３月期以前の１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結当期純利益（又は連結当期純損失）から該当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発
行済普通株式数（｢自己株式｣及び｢子会社の所有する親会社株式｣を除く）で除して算出しております。

４. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損失が計上されている連結会計年度については算出しておりません。
５. 平成１５年３月期から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」（以下、「１株当たり情報」という。）の算定
に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を
適用しております。

６. 連結自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき算出しております。なお、当社は国内基準を採用しております。
７. 連結自己資本利益率は、当期純損失が計上されている連結会計年度については算出しておりません。
８. 平成１３年１２月１２日に株式移転により完全親会社「株式会社大和銀ホールディングス」を設立したことに伴い、当社株式は平成１３年１２月５日に上場廃止になったため、連結株
価収益率を表示しておりません。

９. 信託財産額は、「金融機関の信託業務の兼営等に関する法律」に基づく信託業務に係るものを記載しております。
なお、該当する信託業務を含む会社は当社１社です。

１０.従業員数は、就業人員数を表示しております。
１１.当社は、平成１５年３月１日に株式会社あさひ銀行と合併し、商号を株式会社りそな銀行に変更いたしました。
なお、平成１２年３月期から平成１４年３月期の計数につきましては株式会社大和銀行の計数を記載いたしております。
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連結会計年度
連結経常収益
連結経常利益（△は連結経常損失）
連結当期純利益（△は連結当期純損失）
連結純資産額
連結総資産額
１株当たり純資産額（円）
１株当たり当期純利益（円）
（△は１株当たり当期純損失）
潜在株式調整後１株当たり
当期純利益（円）
連結自己資本比率（％）
連結自己資本利益率（％）
連結株価収益率（倍）
営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の期末残高
従業員数（人）
[外、平均臨時従業員数]

平成１２年３月期
１１,６０２
９４０
３１４

１３,８８１
２８７,８８１
３４７.９５
９.３９

８.６９

１１.８０
２.７２
６１.１９
△１,１３０
２,６８９
△４６１
７,１２１
１４,１９５
［５,９４２］

平成１３年３月期
９,４３７
△１１７
△７８

１３,５８７
３１１,８７６
３３７.９５
△４.５３

１１.１４

８１８
△２,６５０
△１,０７８
４,２１２
１３,９４８
［６,０７１］

ー
ー

ー

平成１４年３月期
７,３０６

△７,１４７
△５,９２２
７,４７４

２５６,９０３
１２２.４２

△２０９.３２

８.７１

６,５３２
５,５８２

△１,２０５
１５,１２２
１２,１４３
［６,３８８］

ー
ー

ー

（注）１. 当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主として税抜方式によっております。
２. １株当たり純資産額は、期末連結純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数（「自己株式」及び「子会社の所有する親会社株
式」を除く）で除して算出しております。

３. １株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、連結当期純利益（又は連結当期純損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数（「自己株
式」及び「子会社の所有する親会社株式」を除く）で除して算出しております。

４. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、平成１３年３月期及び平成１４年３月期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。
５. 連結自己資本比率は、平成１３年３月期までは、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき国際統一基準で算出しておりましたが、平成１４年３月
期から国内基準により算出しております。

６. 連結自己資本利益率及び連結株価収益率については、平成１３年３月期及び平成１４年３月期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。

（単位：億円）

＜ご参考＞
株式会社あさひ銀行の主要な経営指標等の推移（連結情報）は次のとおりであります。
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主要な経営指標等の推移（単体情報）

（注）１. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２. 平成１４年３月期以前の１株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除して算出しております。
３. 平成１４年３月期以前の１株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、当期純利益（又は当期純損失）から該当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株
式数で除して算出しております。

４. 平成１４年３月期から自己株式について資本に対する控除項目とされたことから、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益については、それぞれ発行済株式数から自己株
式数を控除して計算しております。

５. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当期純損失が計上されている事業年度については算出しておりません。
６. 平成１５年３月期から、「１株当たり純資産額」、「１株当たり当期純利益（又は当期純損失）」及び「潜在株式調整後１株当たり当期純利益」（以下、「１株当たり情報」という。）の算定
に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を
適用しております。

７. 自己資本利益率、株価収益率及び配当性向は、当期純損失が計上されている事業年度については算出しておりません。
８. 平成１３年１２月１２日に株式移転により完全親会社「株式会社大和銀ホールディングス」を設立したことに伴い、当社株式は平成１３年１２月５日に上場廃止になったため、株価収
益率を表示しておりません。

９. 従業員数は、就業人員数を表示しております。
１０.当社は、平成１５年３月１日に株式会社あさひ銀行と合併し、商号を株式会社りそな銀行に変更しております。このため、平成１４年３月期までは株式会社大和銀行の計数を記載
しており、平成１５年３月期については、平成１５年２月２８日までが株式会社大和銀行、平成１５年３月１日以降は株式会社りそな銀行からなる計数を記載しております。

■最近５事業年度に係る主要な経営指標等の推移 （単位：億円）

決算年月

経常収益
業務純益
経常利益（△は経常損失）
当期純利益（△は当期純損失）
資本金
発行済株式総数（千株）
普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
１株当たり純資産額（円）
１株当たり配当額（円）
普通株式
甲種第一回優先株式
乙種第一回優先株式
丁種第一回優先株式
戊種第一回優先株式
己種第一回優先株式
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式
第３種第一回優先株式

１株当たり当期純利益（円）
（△は１株当たり当期純損失）
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益（円）
配当性向（％）
従業員数（人）
[外、平均臨時従業員数]
単体自己資本比率（％）

自己資本利益率（％）
株価収益率（倍）
信託報酬
信託勘定貸出金残高
信託勘定有価証券残高
信託財産額
うち年金信託残高

平成１２年３月期
（大和銀行）

６,６８１
７５７
３７６
１８１
４,６５１

２,７３８,６４８
２,０４５,７６８
１２,８８０
６８０,０００

９,４７２
１５３,１９２
９９,９８２
９９,７９６
２５,３５０
２５７.３０

３.００
２４.７５
６.３６

６.６８

４.２７

４５.４８
６,４０５
［７６４］
１２.７０

（国内基準）

１.９２
４５.５０
５５３
７,５５０

１２２,６５１
２０４,６１９
６１,１１７

／
／
／
／
／
／

／
／
／
／
／
／

平成１３年３月期
（大和銀行）

４,３５０
１,０９５
△４８
△１０９
４,６５１

２,７４３,８３７
２,０５２,８６７
１０,９７０
６８０,０００

９,２６５
１５５,１８５
９４,５８７
１０２,０５７
３１,４２１
２４７.２７

１.５０
２４.７５
６.３６

△７.６０

６,１５２
［８８６］
１２.００

（国内基準）

５４８
５,６０１
１３,０５３
２２２,８７３
６３,５９２

ー
ー

ー

ー

／
／
／
／
／
／

／
／
／
／
／
／

平成１４年３月期
（大和銀行）

３,９０７
３２５

△５,４５９
△４,３４６
４,４３１

２,７４３,８３７
２,０５２,８６７
１０,９７０
６８０,０００

４,１８０
１４７,２３９
１０９,６３０
９６,１２７
２７,２６０
△０.４６

△２１１.７２

５,３４１
［２,７５４］
８.２４

（国内基準）

４２２
４,７５８
１,６７０
１１,４５５

ー

／
ー

ー

ー

／
／
／
／
／
／
ー
ー
ー

／
／
／
／
／
／

平成１５年３月期
（りそな銀行）

３,７１２
４０２

△３,１６４
△５,８３０
４,４３１

５,８９６,１１３
４,８８４,８０３
１０,９７０
６８０,０００
３４０

２４０,０００
８０,０００

１,１８１
３１７,５０７
２２３,５６１
２１４,１２７
５２,６７２
△１４３.６０

△２５４.２３

９,９３０
［３,１０６］
２.２７

（国内基準）

７８
３,２６０
１,２７３
１７,２９３

ー

／
ー

ー

ー

／
／
／
ー
ー
ー
ー
ー
ー

／
／
／

平成１６年３月期
（りそな銀行）

７,４３５
１,９５３
△９,７７９
△１４,１５７
２,７９９

６９,６３３,９３９
３０,８１９,５９５

５,９７０
６８０,０００
１５６

２４０,０００
８０,０００

１２,５００,０００
１２,８０８,２１７
１２,５００,０００

８,１８７
２８６,１２５
２０３,２８８
１８５,９０５
５５,０１４
△５３.８３

△５８.１２

８,４８１
[５,５３７]
７.５７

（国内基準）

４６
２,３５０
１,０２５
１７,３８７

ー

／
ー

ー

ー

ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー
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（注）１. 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
２. １株当たり純資産額は、期末純資産額から「期末発行済優先株式数×発行価額」を控除した金額を、期末発行済普通株式数で除して算出しております。
３. １株当たり当期純利益（又は当期純損失）は、当期純利益（又は当期純損失）から当期の優先株式配当金総額を控除した金額を、期中平均発行済普通株式数で除して算出しております。
４. 単体自己資本比率は、平成１２年３月期及び平成１３年３月期は国際統一基準により算出しておりましたが、平成１４年３月期は国内基準により算出しております。
５. 配当性向については、平成１３年３月期及び平成１４年３月期は、当期純損失が計上されているため、記載しておりません。
６. 従業員数については、当社から他社への出向者は除き、他社から当社への出向者及び海外の現地採用者を含めております。
７. 平成１４年３月期から自己株式について資本に対する控除項目とされたことから、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益については、それぞれ発行済株式数から自己株式数を控
除して計算しております。

（単位：億円）

経常収益
業務純益
経常利益（△は経常損失）
当期純利益（△は当期純損失）
資本金

普通株式 普通株式 普通株式

発行済株式総数（千株）
第１回優先株式 第１回優先株式 第１回優先株式
第１回第２種優先株式 第１回第２種優先株式 第１回第２種優先株式
第２回第２種優先株式 第２回第２種優先株式 第２回第２種優先株式

純資産額
総資産額
預金残高
貸出金残高
有価証券残高
１株当たり純資産額（円）

普通株式 普通株式 普通株式
第１回優先株式 第１回優先株式 第１回優先株式
第１回第２種優先株式 第１回第２種優先株式 第１回第２種優先株式
第２回第２種優先株式 第２回第２種優先株式 第２回第２種優先株式
普通株式 普通株式 普通株式

第１回優先株式 第１回優先株式 第１回優先株式
第１回第２種優先株式 第１回第２種優先株式 第１回第２種優先株式
第２回第２種優先株式 第２回第２種優先株式 第２回第２種優先株式

１株当たり当期純利益（円）
（△は１株当たり当期純損失）
配当性向（％）
従業員数（人）
単体自己資本比率（％）

平成１２年３月期

１０,８３０
１,５５４
８８０
３１５
６,０５３

２,８１７,３５４
３,９１０

２４０,０００
８０,０００
１３,９０４
２８１,０２６
２０１,４６２
２０５,４７４
３６,１９９
３４８.７６
６.００
１０.００
１４.３８
１８.５０
３.００
５.００
７.１９
９.２５

９.４５
６３.５５
１０,４４８
１１.９７

（国際統一基準）

平成１３年３月期

８,７２０
１,６６７
△１３１
△９８
６,０５３

２,８２５,１４５
１,９７６

２４０,０００
８０,０００
１３,５９４
３０２,６４７
２０４,４４８
２０３,２７３
４２,１６０
３３８.２２
３.００
１０.００
１４.３８
１８.５０
３.００
５.００
７.１９
９.２５

△５.２４

９,９６７
１１.４１

（国際統一基準）

ー

平成１４年３月期

６,６４５
１,５８５
△６,９４３
△５,８４６
６,０５３

２,８３１,５４９
３８６

２４０,０００
８０,０００
７,５１９

２５０,３９２
１８９,４９７
１７１,４８７
３４,０３５
１２４.０１
０.００
０.００
０.００
０.００
０.００
０.００
０.００
０.００

△２０６.６４

８,１７６
８.９５

（国内基準）

ー

＜ご参考＞
株式会社あさひ銀行の主要な経営指標等の推移（単体情報）は次のとおりであります。

1株当たり配当金（円）

（うち1株当たり中間配当額）（円）
（ ）
（ ）

（ ）（ ）
（ ）
（ ）

（ ）
（ ）
（ ）

（ ） （ ）（ ）
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連結財務諸表

■連結貸借対照表 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金※８
コールローン及び買入手形
債券貸借取引支払保証金
買入金銭債権
特定取引資産※８
金銭の信託
有価証券※１、２、８
貸出金※３、４、５、６、７、８、９
外国為替※７
その他資産※８
動産不動産※８、１１、１２
繰延税金資産
連結調整勘定
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

負債の部 預　金
譲渡性預金
コールマネー及び売渡手形※８
売現先勘定※８
債券貸借取引受入担保金※８
コマーシャル・ペーパー
特定取引負債
借用金※８、１３
外国為替
社　債※１４
信託勘定借
その他負債※８、１０
賞与引当金
退職給付引当金
債権売却損失引当金
特定債務者支援引当金
事業再構築引当金
特別法上の引当金
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債※１１
連結調整勘定
支払承諾
負債の部合計

少数株主持分 少数株主持分
資本の部 資本金※１６

資本剰余金※１５
利益剰余金
土地再評価差額金※１１
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
資本の部合計
負債、少数株主持分
及び資本の部合計

２,２３０,８５６
１６６,２６５
１２,２８０

５５３,０９７
７０,５００

５,４１９,６７２
１８,６９８,５１４
８５,３３６
７９８,９２７
３６９,９５３
１６,９０２

４,３２７,８６０
△８４６,３９１
△１３,８７１

３１,８８９,９０４
２０,２８８,９８８
７７７,０７６
３,１３８,７６６
３２３,０８５
３,１０９

４６,１１３
４３３,１７５
２２,１３３
３７４,１５９
４０３,８４９
５８１,９０６

９５７

１,９２５
１２,７２７
３２７
３１２

４５,０８８
１６９

４,３２７,８６０
３０,７８１,７３１
２７７,３１８
２７９,９２８
１,８０４,０７１
△１,４３８,９０８

６５,９１２
１２１,９４０
△２,０８９
８３０,８５４

３１,８８９,９０４

ー

ー

ー

ー

ー

１,７０３,５８２
１０８,１０９
６,３４９
１０,００６
５１１,９９８
７０,４５０

５,１１４,７２４
２１,４４４,２６９
１６４,２１５
９７２,２６０
６４６,５６７
４０１,１８５
２,９３９

４,４３２,４６２
△６６６,３９６

３４,９２２,７２３
２２,３５４,０６４
４１４,９２６
５,０２５,２０９
２８３,９９１

６,０００
４４,６４１
５４４,７１８
２４,７０９
３９２,５５０
２６７,６００
６９６,５０２
５,７４２
２,９２０
４,２０１

１２
６００

５５,８４２

４,４３２,４６２
３４,５５６,６９８
２８０,７６３
４４３,１５８
２０６,５１６
△６０１,３９１
８２,２１１
△３５,７０２
△９,５３１
８５,２６２

３４,９２２,７２３

ー

ー
ー

ー

ー

当社は、連結財務諸表すなわち連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書及び連結キャッシュ・フロー計算書について、証券取引法第１９３条の２
の規定に基づき新日本監査法人の監査証明を受けております。
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■連結損益計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

経常収益
資金運用収益
貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息及び買入手形利息
買現先利息
債券貸借取引受入利息
預け金利息
その他の受入利息

信託報酬
役務取引等収益
特定取引収益
その他業務収益
その他経常収益※１

経常費用
資金調達費用
預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息及び売渡手形利息
売現先利息
債券貸借取引支払利息
コマーシャル・ペーパー利息
借用金利息
社債利息
その他の支払利息

役務取引等費用
特定取引費用
その他業務費用
営業経費
その他経常費用
貸倒引当金繰入額
その他の経常費用※２

経常損失
特別利益
動産不動産処分益
償却債権取立益
金融先物取引責任準備金取崩額
証券取引責任準備金取崩額
その他の特別利益※３

特別損失
動産不動産処分損
減損損失※５
証券取引責任準備金繰入額
その他の特別損失※４

税金等調整前当期純損失
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
少数株主利益（△は少数株主損失）
当期純損失

４４１,７３７
２３２,４４４
２０２,６３４
２１,７１４
６８８

３
２,７１０
４,６９３
７,８０９
８４,２０１
１６,２１９
４８,０１１
５３,０５１
７５４,１０５
３８,８５５
２０,０３６
２７１
４３１
９
３７
０

８,０６４
５,１１８
４,８８６
２８,７６１
５１

８,９７９
２３０,２６０
４４７,１９６
８３,６０５
３６３,５９０
３１２,３６７
５,００９
１９１
４,６９５
０

１２２

３,６６０
１,８７２

１,７８８
３１１,０１８
１,８６９

２６８,７３０
△９９４

５８０,６２４

ー
ー

ー

ー

８８１,０５７
４５０,８６３
４０３,６０１
３７,９６４
５８１
０
３

２,０１６
６,６９６
４,６１９

１６１,７６８
２５,７０３
６１,２７２
１７６,８３０
１,８１５,２８９
５５,２０６
２４,０５４
３６２
２,５４２
３３
５０１
０

１４,４３１
４,８６８
８,４０９
４５,３２４
２０

３８,７７４
３９５,４６０
１,２８０,５０３
３６１,１６７
９１９,３３６
９３４,２３１
２９,８６９
３,７１０
７,７４７

１８,４１１
１８５,４８５
１４,６１４
１５,５９３
３１５

１５４,９６２
１,０８９,８４８
２,０７４

２８５,２１２
１,９９５

１,３７９,１３０

ー
ー
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■連結剰余金計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

（資本剰余金の部）
資本剰余金期首残高 ４０４,４４９ ２０６,５１６
資本剰余金増加高 ２０６,５１６ １,７５１,８７１
増資による資本剰余金増加高 ９８０,０００
減資による資本剰余金増加高 ７７１,８７１
合併に伴う資本剰余金増加高 ２０６,５１６

資本剰余金減少高 ４０４,４４９ １５４,３１６
欠損てん補による資本準備金取崩 ４０４,４４９ １５４,３１６

資本剰余金期末残高 ２０６,５１６ １,８０４,０７１
（利益剰余金の部）
利益剰余金期首残高 △３９０,５４１ △６０１,３９１
利益剰余金増加高 ４０４,６９１ ５４１,８６６
減資による欠損てん補 ３７１,３５９
欠損てん補による資本準備金取崩 ４０４,４４９ １５４,３１６
連結子会社の減少に伴う利益剰余金増加高 ７７
連結子会社の合併に伴う利益剰余金増加高 ３
土地再評価差額金取崩 ２４１ １６,１１０

利益剰余金減少高 ６１５,５４１ １,３７９,３８３
当期純損失 ５８０,６２４ １,３７９,１３０
連結子会社の減少に伴う利益剰余金減少高 ２５２
合併に伴う利益剰余金減少高 ３４,９１７

利益剰余金期末残高 △６０１,３９１ △１,４３８,９０８
ー

ー

ー
ー

ー

ー
ー
ー
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■連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益（△は税金等調整前当期純損失） △３１１,０１８ △１,０８９,８４８
減価償却費 ３８,０９１ ６５,８６２
減損損失 １５,５９３
連結調整勘定償却額 △３３９ ３,１２１
持分法による投資損益（△） △３５８ △３６３
貸倒引当金の増加額 △１３５,１４８ １９３,２４９
投資損失引当金の増加額 △４５ １４,１０７
債権売却損失引当金の増加額 △３,９１８ △４,２０１
特定債務者支援引当金の増加額 １,９２５
事業再構築引当金の増加額 １２,７２７
賞与引当金の増加額 ３１５ △５,７４６
退職給付引当金の増加額 △５１０ △８２
資金運用収益 △２３２,４４４ △４５０,８６３
資金調達費用 ３８,８５５ ５５,２０６
有価証券関係損益（△） １８２,５８６ △５７,２７９
金銭の信託の運用損益（△） ２４５ △４０６
為替差損益（△） △２８０ １３,０２０
動産不動産処分損益（△） １,６８０ １０,９０４
特定取引資産の純増（△）減 １８７,１８０ △４０,７３４
特定取引負債の純増減（△） △１６４,２８８ ８,８９１
貸出金の純増（△）減 △２８３,０４２ ２,６６４,９０６
預金の純増減（△） ８２９,２０６ △２,０６５,０７６
譲渡性預金の純増減（△） △３３０,０１２ ３６２,１４９
借用金（劣後特約付借入金を除く）の純増減（△） △１１,０７５ ８９,２９６
預け金（日銀預け金を除く）の純増（△）減 ２２４,６３５ △６４,０２６
コールローン等の純増（△）減 △９８,１４７ △４８,１４９
債券貸借取引支払保証金の純増（△）減 ２,７７７ △５,９３１
コールマネー等の純増減（△） △５８２,７５５ △１,８４７,３４８
コマーシャル・ペーパーの純増減（△） △４,０００ △６,０００
債券貸借取引受入担保金の純増減（△） △４９３,６８９ ３,１０９
外国為替（資産）の純増（△）減 ２７,９１９ ７８,８７８
外国為替（負債）の純増減（△） ６,６６７ △２,５７５
信託勘定借の純増減（△） ７３,３１５ １３６,２４８
資金運用による収入 ２４９,４４０ ４４５,７１７
資金調達による支出 △５０,６６９ △５８,４８８
その他 ６０,４１３ ９９,６３５
小　計 △７７８,４１０ △１,４７２,５７０
法人税等の支払額 △１,７２８ △５,２８３
営業活動によるキャッシュ・フロー △７８０,１３９ △１,４７７,８５３

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △５,４０３,８１９ △８,０４９,１１１
有価証券の売却による収入 ５,６７４,４７７ ７,８５１,９１４
有価証券の償還による収入 ２２６,４４２ ２５５,９６２
金銭の信託の増加による支出 △３２,０００ △８１,４８６
金銭の信託の減少による収入 ４,０２４ ８１,８４２
動産不動産の取得による支出 △４２,５２１ △７７,９６３
動産不動産の売却による収入 ７,２８５ ４１,２９６
連結範囲の変動を伴う子会社株式の取得による支出 △１８５
連結範囲の変動を伴う子会社株式の売却による収入 ８,９５５
投資活動によるキャッシュ・フロー ４３３,８８７ ３１,２２４

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
劣後特約付借入による収入 １９,０００
劣後特約付借入金の返済による支出 △１３０,５００ △２７,０００
劣後特約付社債の償還による支出 △１４２,５３９ △１６,２００
株式の発行による収入 １,９６０,０００
優先出資証券の発行による収入 １７８,８５０
少数株主への配当金支払額 △２９０ △３７４
財務活動によるキャッシュ・フロー △７５,４７９ １,９１６,４２５

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ９６２ △２１６
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △４２０,７６８ ４６９,５７９
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 １,１１４,９３５ １,６１１,０７４
Ⅶ 合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ９１６,９０７
Ⅷ 子会社の合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 ０
Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 １,６１１,０７４ ２,０８０,６５３

ー
ー

ー
ー

ー

ー
ー

ー
ー

ー
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■連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 （平成１６年３月期）

１. 連結の範囲に関する事項
(１) 連結子会社 ３４社

主要な連結子会社名は、「第１企業の概況 ４関係会社の状況」に記
載しているため省略しました。
なお、株式会社大阪カードサービスは、株式の取得により当連結会
計年度から連結しております。
大和モーゲージ株式会社は、連結子会社である共同抵当証券株式
会社と合併いたしました。
共に連結子会社である大和銀企業投資株式会社及びあさひ銀事業
投資株式会社は合併し、社名をりそなキャピタル株式会社といたし
ました。
共に連結子会社である株式会社大和銀総合研究所及び株式会社あ
さひ銀総合研究所は、株式会社近畿大阪中小企業研究所と合併し、
社名をりそな総合研究所株式会社といたしました。
共に連結子会社である大和オフィスサービス株式会社、大和銀厚生
サービス株式会社及びあさひ銀キャリアサービス株式会社は合併
し、社名をりそな人事サポート株式会社といたしました。
大和ファクター・リース株式会社、あさひ銀リース株式会社、りそな
アセットマネジメント株式会社他５社は、売却により当連結会計年度
から連結の範囲より除外しております。
WSR Servicing Company, Inc.は、清算により当連結会計年度か
ら連結の範囲より除外しております。

(２) 非連結子会社　主要な会社名
ＡｓａｈｉServicos e RepresentacoesＬｔｄａ.
非連結子会社は、その資産、経常収益、当期純損益（持分に見合う
額)及び利益剰余金（持分に見合う額)等からみて、連結の範囲から
除いても企業集団の財政状態及び経営成績に関する合理的な判断
を妨げない程度に重要性が乏しいため、連結の範囲から除外してお
ります。

２. 持分法の適用に関する事項
(１) 持分法適用の非連結子会社 ０社
(２) 持分法適用の関連会社 ２社
会社名
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社
日本トラスティ情報システム株式会社
なお、あさひリテール証券株式会社は、売却により当連結会計年度
から持分法適用の対象から除外しております。

(３) 持分法非適用の非連結子会社
主要な会社名ＡｓａｈｉServicos e RepresentacoesＬｔｄａ.

(４) 持分法非適用の関連会社　　
該当ありません。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
(１) 連結子会社の決算日は次のとおりであります。
１２月末日 ７社
３月末日 ２７社

(２) 上記の子会社については、それぞれの決算日の財務諸表により連結
しております。
連結決算日と上記の決算日との間に生じた重要な取引については、
必要な調整を行っております。

４. 会計処理基準に関する事項
(１) 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る
短期的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以
下「特定取引目的｣）の取引については、取引の約定時点を基準とし、
連結貸借対照表上「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上する
とともに、当該取引からの損益を中間連結損益計算書上「特定取引
収益」及び「特定取引費用」に計上しております。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権
等については連結決算日の時価により、スワップ・先物・オプショ
ン取引等の派生商品については連結決算日において決済したもの
とみなした額により行っております。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当連結会計年
度中の受払利息等に、有価証券、金銭債権等については前連結会計
年度末と当連結会計年度末における評価損益の増減額を、派生商
品については前連結会計年度末と当連結会計年度末におけるみな
し決済からの損益相当額の増減額を加えております。

(２) 有価証券の評価基準及び評価方法
（イ）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法

による償却原価法（定額法）、持分法非適用の非連結子会社株式
及び関連会社株式については移動平均法による原価法、その他
有価証券で時価のあるもののうち株式については主として連結
決算日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に基
づく時価法、また、それ以外については連結決算日の市場価格
等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価の
ないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法
により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法
により処理しております。

（ロ）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において
信託財産として運用されている有価証券の評価は、時価法に
より行っております。

（３）デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法に
より行っております。

（４）減価償却の方法
① 動産不動産
当社の動産不動産は、建物については定額法を、動産について
は定率法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　物：２年～５０年
動　産：２年～２０年
連結子会社の動産不動産については、資産の見積耐用年数に基
づき、主として定額法により償却しております。

② ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、当社及び連結子会社で定
める利用可能期間（主として５年）に基づく定額法により償却し
ております。

（５）貸倒引当金の計上基準
当社の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次の
とおり計上しております。
破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以
下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務
者（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減
額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可
能見込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性
が大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）及び貸出
条件緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務
者のうち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・
フローを合理的に見積もることができる債権については、当該キャッ
シュ・フローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と
債権の帳簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー
見積法）により引き当てております。
なお、破綻懸念先のうち、キャッシュ・フロー見積法を適用しない債
務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及
び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の
支払能力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績か
ら算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因し
て生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しており
ます。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資
産査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果
を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っており
ます。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ
る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額し
ており、その金額は８６５,１５０百万円であります。
連結子会社の貸倒引当金は、主として、一般債権については過去の
貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の
債権については、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額をそ
れぞれ引き当てております。

（６）投資損失引当金の計上基準
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券発行
会社の財政状態を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（７）退職給付引当金の計上基準
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年
度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要
額を計上しております。
また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方法は、以下のと
おりであります。
・過去勤務債務：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定
の年数（１年～８年）による定額法により損益処理
・数理計算上の差異：各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存
勤務期間内の一定の年数（５年～１０年）による定額法により按分し
た額を、それぞれ発生の翌連結会計年度から損益処理

（会計方針の変更）
当社の会計基準変更時差異については、従来、１０年による按分額
を費用処理することとしておりましたが、退職給付会計の適用初年
度期首における退職給付債務の構成内容が、従業員数及び給与等
の削減により大きく変化したため、当中間連結会計期間末におけ
る未認識会計基準変更時差異残高が実態に合致しなくなりました
ので、当中間連結会計期間末における残額を一括費用処理いたし
ました。この費用処理に伴い、「その他資産」は５０,５９５百万円減少
し、「税金等調整前当期純損失」は５０,５９５百万円増加しております。
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（追加情報）
当社は確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部
分について、平成１５年８月２９日に厚生労働大臣から将来分支給義
務免除の認可を受けております。
当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会
計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７-２項に定める経過措置
を適用し、当該将来分返上認可の日において代行部分に係る退職
給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しており
ます。この処理に伴い、「税金等調整前当期純損失」は２６,１４４百万
円増加し、また、当連結会計年度末現在において測定された返還
相当額（最低責任準備金）は、１１１,９６１百万円であります。

（８）特定債務者支援引当金の計上基準
特定債務者支援引当金は、再建支援を行っている特定の債務者に対
し、将来発生する支援額を合理的に見積もり、必要と認められる額
を計上しております。

（９）事業再構築引当金の計上基準
事業再構築引当金は、集中再生期間における資産・収益構造改革の
ためのシステム更改に伴う除却、店舗統廃合及び元本補てん契約の
ある金銭信託における有価証券の含み損処理等に伴い、今後発生
が見込まれる損失について合理的に見積もることができる金額を
計上しております。

（１０）特別法上の引当金の計上基準
特別法上の引当金は、次のとおり計上しております。
証券取引責任準備金 ３２７百万円
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てる
ため､当社は証券取引法第６５条の２第７項において準用する同法第
５１条及び金融機関の証券業務に関する内閣府令第３２条に定めると
ころにより、国内の証券業を営む連結子会社は証券取引法第５１条
及び証券会社に関する内閣府令第３５条に基づき、それぞれ算出し
た額を計上しております。

（１１）外貨建資産・負債の換算基準
当社の外貨建資産・負債は、取得時の為替相場による円換算額を付
す関連会社株式を除き、主として連結決算日の為替相場による円換
算額を付しております。
（会計方針の変更）
外貨建取引等の会計処理につきましては、前連結会計年度は「銀行
業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の
取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。以下
「業種別監査委員会報告第２５号」という。）による経過措置を適用し
ておりましたが、当連結会計年度からは、同報告の本則規定に基づ
き資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的
で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッ
ジ会計を適用しております。なお、当該ヘッジ会計の概要につきま
しては、「(１３)重要なヘッジ会計の方法」に記載しております。
この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び
為替スワップ取引等を時価評価し、正味の債権及び債務を連結貸借
対照表に計上したため、従来の方法によった場合と比較して、「特定
取引資産」は２,４５０百万円、「特定取引負債」は１３,１４３百万円、「その
他資産」は５,４５６百万円増加し、「その他負債」は５,２３６百万円減少し
ております。なお、この変更に伴う損益への影響はありません。
また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、
相殺のうえ「その他資産」中のその他の資産又は「その他負債」中の
その他の負債で純額表示しておりましたが、当連結会計年度からは、
業種別監査委員会報告第２５号に基づき総額で表示するとともに、
「その他資産」及び「その他負債」中の金融派生商品に含めて計上し
ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、
「その他資産」及び「その他負債」はそれぞれ６,８４２百万円増加してお
ります。
連結子会社の外貨建資産・負債については、それぞれの決算日等の
為替相場により換算しております。

（１２）リース取引の処理方法
当社及び国内連結子会社のリース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通
常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。

（１３）重要なヘッジ会計の方法
（イ）金利リスクヘッジ
（追加情報）
当社の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の
方法は、繰延ヘッジによっております。前連結会計年度は「銀行業に
おける金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」
（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別
監査委員会報告第２４号」という。）に規定する経過措置に基づき、多
数の貸出金・預金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用
いて総体で管理する「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、当連
結会計年度からは、同報告の本則規定に基づき処理しております。
ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジに
ついて、ヘッジ対象となる預金・貸出金とヘッジ手段である金利ス
ワップ取引を一定の残存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価し
ております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、
ヘッジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有
効性の評価をしております。

また、当連結会計年度末の連結貸借対照表に計上している繰延ヘッ
ジ損益のうち、従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、
「マクロヘッジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定
元本金額に応じ当連結会計年度から、資金調達費用又は資金運用収
益として期間配分しております。
なお、当連結会計年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッ
ジ損失は４４,１４７百万円、繰延ヘッジ利益は６１,８１３百万円であります。
（ロ）為替変動リスクヘッジ
当社の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッ
ジ会計の方法は、繰延ヘッジによっております。前連結会計年度は
業種別監査委員会報告第２５号による経過措置を適用しておりました
が、当連結会計年度からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通
貨（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨ス
ワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用
しております。
これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で
行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段とし、
ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨
ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジの有
効性を評価するものであります。
また、外貨建その他有価証券（債券以外）の為替変動リスクをヘッジ
するため、事前にヘッジ対象となる外貨建有価証券の銘柄を特定
し、当該外貨建有価証券について外貨ベースで取得原価以上の直
先負債が生じていること等を条件に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及
び時価ヘッジを適用しております。
（ハ）連結会社間取引等
デリバティブ取引のうち連結会社間及び特定取引勘定とそれ以外の
勘定との間又は内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段とし
て指定している金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、
業種別監査委員会報告第２４号及び同第２５号に基づき、恣意性を排
除し厳格なヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準
に準拠した運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨
スワップ取引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又
は繰延処理を行っております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジあるいは金利スワッ
プの特例処理を行っております。
一部の連結子会社につきましては、繰延ヘッジを行っております。

（１４）消費税等の会計処理
当社及び国内連結子会社の消費税及び地方消費税の会計処理は、主
として税抜方式によっております。

５. 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項
連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法を
採用しております。

６. 連結調整勘定の償却に関する事項
連結調整勘定の償却については、主として５年間の均等償却を行っ
ております。

７. 利益処分項目の取扱い等に関する事項
連結剰余金計算書は連結会計期間において確定した利益処分に基
づいて作成しております。

８. 連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲
連結キャッシュ･フロー計算書における資金の範囲は、連結貸借対
照表上の「現金預け金」のうち現金及び日本銀行への預け金であり
ます。

■連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更（平成１６年３月期）

（固定資産の減損に係る会計基準）
固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準
の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固
定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針
第６号平成１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日から平成１７年３月３０
日までに終了する連結会計年度に係る連結財務諸表について適用
することを妨げないこととされたことに伴い、同会計基準及び同適
用指針を適用しております。これにより「税金等調整前当期純損失」
は、１５,５９３百万円増加しております。
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■注記事項 （平成１６年３月期）

（連結貸借対照表関係）
※１. 有価証券には、非連結子会社及び関連会社の株式１７,８８２百万円及

び出資金１２百万円が含まれております。
※２. 無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価

証券が、「有価証券」中の国債に３６,２２３百万円含まれております。
無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により借り入れている有価
証券及び現先取引並びに現金担保付債券貸借取引により受け入れ
ている有価証券のうち、売却又は（再）担保という方法で自由に処分
できる権利を有する有価証券で、（再）担保に差し入れている有価証
券は４,１００百万円であります。

※３. 貸出金のうち、破綻先債権額は２７,３１０百万円、延滞債権額は７００,６７５
百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償
却を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のう
ち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイ
からホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じてい
る貸出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権
及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払
を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※４. 貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は３０,８９３百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日
の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権
に該当しないものであります。

※５. 貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６９１,１２４百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図るこ
とを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債
権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻
先債権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであり
ます。

※６. 破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩
和債権額の合計額は１,４５０,００３百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額で
あります。

※７． 手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計
上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報
告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受
け入れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替
は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有して
おりますが、その額面金額は３３１,５９１百万円であります。

※８. 担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 ３１８,８０５百万円
有価証券 ３,０４１,２０６百万円
貸出金 ４０７,７２９百万円

担保資産に対応する債務
コールマネー及び売渡手形 ４６３,０００百万円
売現先勘定 ３１３,０８７百万円
債券貸借取引受入担保金 ３,１０９百万円
借用金 ９,６２５百万円
その他負債 ３１,１８４百万円

上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取
引証拠金等の代用として、現金預け金１,１２７百万円、有価証券５３７,１３１
百万円、その他資産２７,７９１百万円を差し入れております。
また、動産不動産のうち保証金権利金は３１,８８３百万円、その他資産
のうち先物取引差入証拠金は４３８百万円であります。

※９． 当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客
からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件
について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けること
を約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
６,７７４,０３８百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの
（又は任意の時期に無条件で取消可能なもの）が６,７０７,２２３百万円あ
ります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであ
るため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社及び連結子会社の
将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。こ
れらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当
の事由があるときは、当社及び連結子会社が実行申し込みを受けた
融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が
付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・
有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めてい
る手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直
し、与信保全上の措置等を講じております。

※１０. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益とし
て「その他負債」に含めて計上しております。なお、上記相殺前の
繰延ヘッジ損失の総額は４７,７３８百万円、繰延ヘッジ利益の総額は
５９,２０２百万円であります。

※１１. 株式会社あさひ銀行より継承した事業用の土地については、土地の
再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、
再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当
額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを
控除した金額を「土地再評価差額金」として資本の部に計上しており
ます。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第
１１９号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平
成１０年１月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理
的な調整を行って算出しております。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当連結会計年
度末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価
額の合計額との差額 ４１,９９５百万円

※１２. 動産不動産の減価償却累計額 １４６,９７６百万円
※１３. 借用金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が

付された劣後特約付借入金２８６,２５０百万円が含まれております。
※１４. 社債には、劣後特約付社債３０５,４５９百万円が含まれております。
※１５. 当社は、商法第２８９条第２項及び銀行法第１８条第２項の規定に基づ

き、当連結会計年度中に資本準備金を取り崩しております。この取
り崩しに伴う資本剰余金への影響はありません。

※１６. 当社の発行済株式の総数
普通株式 ３０,８１９,５９５千株
甲種第一回優先株式 ５,９７０千株
乙種第一回優先株式 ６８０,０００千株
丁種第一回優先株式 １５６千株
戊種第一回優先株式 ２４０,０００千株
己種第一回優先株式 ８０,０００千株
第１種第一回優先株式 １２,５００,０００千株
第２種第一回優先株式 １２,８０８,２１７千株
第３種第一回優先株式 １２,５００,０００千株

１７. 当社の受託する元本補てん契約のある信託の元本残高は、金銭信託
５６９,０５７百万円であります。

（連結損益計算書関係）
※１. 「その他経常収益」には、株式等売却益１３３,６３９百万円を含んでおり

ます。
※２. 「その他の経常費用」には、貸出金償却３６０,００４百万円、投資損失引

当金繰入額１３,８７１百万円、株式等売却損３４,２３６百万円、株式等償
却１８,６４４百万円、債権放棄損１１９,９７８百万円、債権売却損３０４,７６８
百万円を含んでおります。

※３. 「その他の特別利益」には、東京都外形標準課税訴訟の訴訟上の和解
により、東京都から還付された事業税及び加算金１３,１２７百万円、賞
与引当金戻入益５,２８３百万円を含んでおります。

※４. 「その他の特別損失」には、事業再構築引当金繰入額１２,７２７百万円、
事業再構築に係る損失（集中再生期間における資産・収益構造改革
のためのアウトソーシング、店舗統廃合、希望退職制度の実施に伴
うもの等）６０,０９７百万円、退職給付会計適用に伴う会計基準変更時
差異の一括費用処理額５４,８１１百万円、厚生年金基金代行部分返上
に伴う損失２６,１４４百万円、元本補てん契約のある信託財産に対する
損失１,１８０百万円を含んでおります。

※５. 投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、稼動資産のうちの一
部の営業用店舗等について６２７百万円、廃止予定店舗や遊休施設等
について１４,９６５百万円の減損損失を計上しております。
上記減損損失の合計のうち、土地は１０,６３２百万円、建物は４,４９２百
万円、動産は３０７百万円、保証金権利金は１３７百万円、その他資産は
２３百万円であります。
稼動資産については、主として営業用店舗を基礎とし、キャッシュ・
フローの相互補完性に基づいた一定の地域等をグルーピングの単
位としております。廃止予定店舗や遊休施設等については、各々独
立した単位として取り扱っております。
回収可能価額の算定は、原則として正味売却価額によっており、主
として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定してお
ります。
なお、一部の営業用店舗については、使用価値により測定しており、
将来キャッシュ・フローを５.７％で割り引いて算定しております。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）
(１) 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている

科目の金額との関係
(単位：百万円)

平成１６年３月３１日現在
現金預け金勘定 ２,２３０,８５６
日本銀行以外への預け金 △１５０,２０３
現金及び現金同等物 ２,０８０,６５３

(２) 合併及び株式の取得により移動した資産及び負債の主な内訳
株式の売却により当連結会計年度から連結の範囲より除外した、大和
ファクター・リース株式会社、あさひ銀リース株式会社、りそなアセッ
トマネジメント株式会社他５社の資産及び負債の主な内訳は、次のと
おりであります。

(単位：百万円)
資　産 ２６３,１５４
（うち動産不動産 １７９,７６３）
（うち貸出金 １８,２９９）
負　債 △２７４,３３２
（うち借用金 △１７６,３４３）

(３) 重要な非資金取引の内容は、次のとおりであります。
デット・エクイティ・スワップによる有価証券の取得金額
５５,３３１百万円

（リース取引関係）
（借主側）
１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
･リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び年度末残高
相当額
取得価額相当額

動　産 ２７,５７２百万円
その他 １,７２９百万円
合　計 ２９,３０２百万円

減価償却累計額相当額
動　産 １８,３２７百万円
その他 ８１１百万円
合　計 １９,１３９百万円

年度末残高相当額
動　産 ９,２４４百万円
その他 ９１７百万円
合　計 １０,１６２百万円

･未経過リース料年度末残高相当額
１年内 ４,２３９百万円
１年超 ６,７０２百万円
合　計 １０,９４１百万円

･支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ５,５０４百万円
減価償却費相当額 ５,２２５百万円
支払利息相当額 ２４２百万円

･減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっており
ます。
･利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額と
し、各連結会計年度への配分方法については、利息法によっております。

２. オペレーティング・リース取引
未経過リース料

１年内 ２６百万円
１年超 １７百万円
合　計 ４４百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記載は
省略しております。

（貸主側）
１. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引
･受取リース料、減価償却費及び受取利息相当額

受取リース料 ３４,４７９百万円
減価償却費 ３０,７０１百万円
受取利息相当額 ３,１３８百万円

･利息相当額の算定方法
リース料総額と見積残存価額の合計額からリース物件の購入価額を控
除した額を利息相当額とし、各連結会計年度への配分方法については、
利息法によっております。

あさひ銀リース株式会社、大和ファクター・リース株式会社は当連結
会計年度末に連結の範囲から除いたため、リース物件の取得価額、減
価償却累計額及び年度末残高はございません。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 △５３.４３円
１株当たり当期純損失 ５６.６１円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ー円
(注）１．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当期純損失 １,３７９,１３０百万円
普通株主に帰属しない金額 ー百万円
普通株式に係る当期純損失 １,３７９,１３０百万円
普通株式の期中平均株式数 ２４,３５８,４５３千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式 優先株式 ８銘柄
調整後１株当たり当期純利益の算定に （発行済株式総数
含めなかった潜在株式の概要 ３８,８１４,３４３千株）

(注）２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、純損失が
計上されているので、記載しておりません。

（重要な後発事象）
Ｐ５７の単体の注記事項中の重要な後発事象に記載しております。
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連結セグメント情報
■事業の種類別セグメント情報

平成１５年３月期 （単位：億円）

Ⅰ　経常収益及び経常損益
経常収益
（１）外部顧客に対する経常収益
（２）セグメント間の内部経常収益

計
経常費用
経常損失

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出
資　産
減価償却費
資本的支出

（注）１. 各業務区分の主な内容は次のとおりであります。
（１）銀行信託業務 銀行業、信託業、信用保証業、銀行システム開発
（２）証券業務 証券業
（３）金融関連業務 クレジットカード、リース業、融資、ベンチャーキャピタル
２. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
３. 資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。

平成１６年３月期 （単位：億円）

Ⅰ　経常収益及び経常利益
経常収益
（１）外部顧客に対する経常収益
（２）セグメント間の内部経常収益

計
経常費用
経常利益（△は経常損失）

Ⅱ　資産、減価償却費、減損損失及び資本的支出
資　産
減価償却費
減損損失
資本的支出

（注）１. 各業務区分の主な内容は次のとおりであります。
（１）銀行信託業務 銀行業、信託業、信用保証業、銀行システム開発
（２）証券業務 証券業
（３）金融関連業務 クレジットカード、リース業、融資、ベンチャーキャピタル
２. 一般企業の売上高及び営業利益に代えて、それぞれ経常収益及び経常利益を記載しております。
３. 資本的支出にはシステム関連投資等を含んでおります。
４. 固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第６号平成１５年１０月３１日）が平成１６年３月３１日から平成１７年３月３０日までに終了する事業年度に係る財務諸表について適用することを妨げないこ
ととされたことに伴い、同会計基準及び同適用指針を適用しております。この結果、「銀行信託業務」について１５,５９２百万円、「金融関連業務」については０百万円の減損損失を
計上しております。なお、経常損失に与える影響はございません。

５. 外貨建取引等の会計処理につきましては、前連結会計年度は「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査
委員会報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告第２５号」という。）による経過措置を適用しておりましたが、当連結会計年度からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨
（邦貨）を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しております。また、上記以外の先物外国為
替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺のうえ純額表示しておりましたが、当連結会計年度からは、業種別監査委員会報告第２５号に基づき総額で表示する方法に変更して
おります。この結果、従来の方法によった場合と比較して、「銀行信託業務」については資産が１４,７５０百万円増加しております。なお、経常損失に与える影響はございません。

６. 当社の会計基準変更時差異については、従来、１０年による按分額を費用処理することとしておりましたが、退職給付会計の適用初年度期首における退職給付債務の構成内容
が、従業員数及び給与等の削減により大きく変化したため、当中間連結会計期間末における未認識会計基準変更時差異残高が実態に合致しなくなりましたので、当中間連結
会計期間末における残額を一括費用処理いたしました。
この結果、従来の方法によった場合と比較して、「銀行信託業務」については資産が５０,５９５百万円、経常損失が４,２１６百万円減少しております。

■所在地別セグメント情報

平成１５年３月期及び平成１６年３月期については、全セグメントの経常収益の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める本邦
の割合がいずれも９０％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

■海外経常収益

平成１５年３月期及び平成１６年３月期については、海外経常収益が連結経常収益の１０％未満のため、海外経常収益の記載を省略してお
ります。
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主要な業務の状況を示す指標（連結情報）

■ 部門別損益の内訳 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

資金利益 １,９１８ ４５ ２６ １,９３６ ３,８６４ １５７ ６６ ３,９５６
資金運用収益 ２,３２４ ８７ ８７ ２,３２４ ４,５５１ ２２８ ２７０ ４,５０８
資金調達費用 ４０５ ４２ ６０ ３８７ ６８６ ７０ ２０４ ５５１
信託報酬 ７８ ７８ ４６ ４６
役務取引等収支 ５５１ ４ １ ５５４ １,１６０ ４ １,１６４
役務取引等収益 ８３８ ５ ２ ８４２ １,６１４ ４ １ １,６１７
役務取引等費用 ２８７ １ ０ ２８７ ４５３ ０ １ ４５３
特定取引収支 １６１ １６１ ２５６ ２５６
特定取引収益 １６２ １６２ ２５７ ２５７
特定取引費用 ０ ０ ０ ０
その他業務収支 ３８５ ４ ３９０ ２２０ ４ ２２４
その他業務収益 ４７９ １３ １２ ４８０ ６０７ ４ ６１２
その他業務費用 ９４ ８ １２ ８９ ３８７ ３８７

（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。
また、「海外」とは、海外連結子会社であります。

２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。
３. 資金調達費用は、金銭の信託運用見合額の利息を控除しております。
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平成１５年３月期 （単位：億円、％）

国　内 海　外 合　計
平均残高 利　息 利回り 平均残高 利　息 利回り 利回り

資金運用勘定 １３１,８１２ ２,３２４ １.７６ １,８９９ ８７ ４.６２ １.７６
うち貸出金 １０２,２５６ ２,００８ １.９６ １,４０２ ５６ ４.０４ １.９７

有価証券 ２６,３５９ ２４３ ０.９２ ３７４ ２２ ５.９２ ０.８４
コールローン及び買入手形 ７０３ １ ０.１７ ４６ ５ １２.４２ ０.９２
買現先勘定
債券貸借取引支払保証金 ７０ ０ ０.０４ ０.０４
預け金 １,５６２ ２４ １.５８ ６７ ２ ３.４６ １.６６

資金調達勘定 １４０,３５９ ４０５ ０.２８ １,３９２ ４２ ３.０６ ０.２７
うち預金 １１６,５６８ １９６ ０.１６ １９５ ３ ２.００ ０.１７

譲渡性預金 ２,９８４ ２ ０.０９ ０.０９
コールマネー及び売渡手形 １０,６９７ ４ ０.０４ ８ ０ １.９２ ０.０４
売現先勘定 １,０６９ ０ ０.００ ０.００
債券貸借取引受入担保金 １,７９７ ０ ０.０２ ０.０２
コマーシャル・ペーパー ４ ０ ０.０３ ０.０３
借用金 ４,２７１ １１３ ２.６４ １２６ ２ １.７５ ２.５０

資金利益・資金粗利鞘 １,９１８ １.４８ ４５ １.５６ １.４９
（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。

２. 平均残高及び利息は、国内・海外のセグメント間相殺消去前の金額を記載しております。
３. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、一部の連結子会社については、月末毎または半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。
なお、連結会社間の内部取引平均残高は、前連結会計年度末及び当連結会計年度末の残高に基づく平均残高により、相殺消去しております。

４. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除しております。
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■資金利益（資金運用収支）の内訳
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■ 手数料収支（役務取引等収支）の内訳 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

受入手数料 ８３８ ５ ２ ８４２ １,６１４ ４ １ １,６１７
うち預金・貸出業務 ８８ ０ ８９ １９５ ０ １９５

為替業務 １６５ ３ １６８ ３１０ ２ ３１３
信託関連業務 ７５ ７５ ８２ ８２
証券関連業務 １３４ １３４ ２４８ ２４８
代理業務 ３８ ３８ ３９ ３９
保護預り・貸金庫業務 １２ １２ ２６ ２６
保証業務 ３４ ３４ １９０ ０ １９０

支払手数料 ２８７ １ ０ ２８７ ４５３ ０ １ ４５３
うち為替業務 ３９ ０ ３９ ６９ ０ ６９
手数料収支 ５５１ ４ １ ５５４ １,１６０ ４ ０ １,１６４

（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。
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■ 特定取引収益・費用の内訳 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

特定取引収益 １６２ １６２ ２５７ ２５７
うち商品有価証券収益 ３０ ３０ ４５ ４５
特定取引有価証券収益 ０ ０
特定金融派生商品収益 １３０ １３０ ２１０ ２１０
その他の特定取引収益 １ １ ０ ０

特定取引費用 ０ ０ ０ ０
うち商品有価証券費用
特定取引有価証券費用 ０ ０
特定金融派生商品費用
その他の特定取引費用 ０ ０ ０ ０

（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。
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平成１６年３月期 （単位：億円、％）

国　内 海　外 合　計
平均残高 利　息 利回り 平均残高 利　息 利回り 利回り

資金運用勘定 ２５７,６１８ ４,５５１ １.７６ ５,５４８ ２２８ ４.１１ １.７４
うち貸出金 ２００,０９３ ４,０２０ ２.００ ２,８３６ ８０ ２.８２ ２.０１

有価証券 ５２,７３１ ４４５ ０.８４ ２,５６１ １４０ ５.４７ ０.７２
コールローン及び買入手形 ２,０５９ １ ０.０５ ６０ ４ ８.１２ ０.２７
買現先勘定 ０ ０ ０.００ ０.００
債券貸借取引支払保証金 １３５ ０ ０.０２ ０.０２
預け金 １,５９１ １７ １.１２ ７４ ２ ３.１４ １.２１

資金調達勘定 ２６８,４８２ ６８６ ０.２５ ２,８０５ ７０ ２.５０ ０.２０
うち預金 ２００,８９０ ２３７ ０.１１ １７９ ３ １.８６ ０.１１

譲渡性預金 ６,７３４ ３ ０.０５ ０.０５
コールマネー及び売渡手形 ４１,２６６ ２５ ０.０６ １７ ０ １.４６ ０.０６
売現先勘定 ３,４４０ ０ ０.００ ０.００
債券貸借取引受入担保金 １,８８７ ５ ０.２６ ０.２６
コマーシャル・ペーパー ８ ０ ０.０４ ０.０４
借用金 ７,０８９ １８７ ２.６５ １５５ ３ ２.３４ ３.０７

資金利益・資金粗利鞘 ３,８６４ １.５１ １５７ １.６１ １.５４
（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。「海外」とは、海外連結子会社であります。

２. 平均残高及び利息は、国内・海外のセグメント間相殺消去前の金額を記載しております。
３. 平均残高は、原則として日々の残高の平均に基づいて算出しておりますが、一部の連結子会社については、月末毎または半年毎の残高に基づく平均残高を利用しております。
なお、連結会社間の内部取引平均残高は、前連結会計年度末及び当連結会計年度末の残高に基づく平均残高により、相殺消去しております。

４. 資金運用勘定は、無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は、金銭の信託運用見合額の平均残高及び利息をそれぞれ控除しております。
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■ 特定取引資産・負債の期末残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

特定取引資産 ５,１１９ ５,１１９ ５,５３０ ５,５３０
うち商品有価証券 ８８ ８８ １１１ １１１
商品有価証券派生商品 ０ ０ ０ ０
特定取引有価証券
特定取引有価証券派生商品 ０ ０
特定金融派生商品 ６１８ ６１８ ５６６ ５６６
その他の特定取引資産 ４,４１２ ４,４１２ ４,８５２ ４,８５２

特定取引負債 ４４６ ４４６ ４６１ ４６１
うち売付商品債券 ８ ８ ８１ ８１
商品有価証券派生商品 ０ ０ ０ ０
特定取引売付債券
特定取引有価証券派生商品 ０ ０
特定金融派生商品 ４３８ ４３８ ３７９ ３７９
その他の特定取引負債 ０ ０

（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

ーーーーーー
ーーーー

ーーーーーー
ーーーーーーーー

ーーーー
ーーーー
ーーーー
ーーーー
ーーーー
ーーーーーー

ーーーーーーーー
ーーーー
ーーーー
ーーーー

有価証券に関する指標（連結情報）

預金・貸出金に関する指標（連結情報）

■ 預金の種類別期末残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

流動性預金 １３７,７２９ １１７ １ １３７,８４４ １２６,９４９ １０７ ２ １２７,０５３
定期性預金 ７７,５２０ ６７ ７７,５８８ ７２,１２８ ６０ ７２,１８９
その他 ８,１０７ ２ ２ ８,１０８ ３,６４５ １ ３,６４６
小　計 ２２３,３５７ １８７ ４ ２２３,５４０ ２０２,７２３ １６８ ２ ２０２,８８９
譲渡性預金 ４,１４９ ４,１４９ ７,７７０ ７,７７０
合　計 ２２７,５０６ １８７ ４ ２２７,６８９ ２１０,４９４ １６８ ２ ２１０,６６０

（注）１. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
定期性預金＝定期預金＋定期積金

２.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
３.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

ーーーー

ー
ーー

■有価証券期末残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
相殺消去額 相殺消去額

国　内 海　外 （△） 合　計 国　内 海　外 （△） 合　計

国　債 ３０,７５９ ３０,７５９ ３２,１１５ ３２,１１５
地方債 １,００７ １,００７ １,６３７ １,６３７
社　債 ４,５２８ ４,５２８ ７,６５９ ７,６５９
株　式 １３,１０４ １３,１０４ ９,５８１ ９,５８１
その他の証券 １,９９５ １５ ２６３ １,７４６ ３,３３３ ０ １３３ ３,２０１
合　計 ５１,３９５ １５ ２６３ ５１,１４７ ５４,３２９ ０ １３３ ５４,１９６

（注）１.「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。
２.「その他の証券」には、外国債券及び外国株式を含んでおります。
３.「相殺消去額」は、連結会社間の取引その他連結上の調整であります。

ーーーー
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■貸出金の業種別内訳 （単位：億円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
国内（除く特別国際金融取引勘定分） ２１３,７２２ （１００.００) １８６,５０２ （１００.００）
製造業 ３０,９２８ （１４.４７) ２４,３６０ （１３.０６）
農　業 ２００ （０.０９) １３９ （０.０７）
林　業 ３３ （０.０２) ３３ （０.０２）
漁　業 ４７ （０.０２) ３１ （０.０２）
鉱　業 ２６３ （０.１２) ２２６ （０.１２）
建設業 １０,４９２ （４.９１) ７,８０１ （４.１８）
電気･ガス･熱供給･水道業 ８２８ （０.３９) ７００ （０.３７）
情報通信業 ３,８０１ （１.７８) ３,０１５ （１.６２）
運輸業 ７,３９０ （３.４６) ６,４７７ （３.４７）
卸売･小売業 ３１,６８４ （１４.８３) ２４,３５５ （１３.０６）
金融･保険業 ９,９８９ （４.６７) １２,１９１ （６.５４）
不動産業 ３２,５１８ （１５.２２) ２２,８４４ （１２.２５）
各種サービス業 ２４,８８４ （１１.６４) １９,０７８ （１０.２３）
地方公共団体 ３,１４６ （１.４７) ３,４８１ （１.８７）
その他 ５７,５１２ （２６.９１) ６１,７６５ （３３.１２）

海外及び特別国際金融取引勘定分 ７２０ （１００.００) ４８２ （１００.００）
政府等 ７３ （１０.１７) ６３ （１３.２２）
金融機関 ６５ （９.１３) ２８７ （５９.５６）
その他 ５８１ （８０.７０) １３１ （２７.２２）

合　計 ２１４,４４２ (／) １８６,９８５ （／）
（注）「国内」とは、当社及び国内連結子会社であります。また、「海外」とは、海外連結子会社であります。

■ 外国政府等向け債権残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
インドネシア ５９５ ４２９
アルジェリア ０ ０
アルゼンチン ０ ０
エクアドル ０ ０
ロシア連邦 ０ ０
合　計 ５９５ ４３０
（資産の総額に対する割合） (０.１７) (０.１３)

（注）「外国政府等」とは、外国政府、中央銀行、地方公共団体、政府関係機関又は国営企業及びこれらの所在する国の民間企業等であり、日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報
告第４号に規定する特定海外債権引当勘定を計上している国の外国政府等の債権残高を掲げております。

■ リスク管理債権 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
破綻先債権 １,１７８ ２７３
延滞債権 ７,５６９ ７,００６
３ヵ月以上延滞債権 ５３１ ３０８
貸出条件緩和債権 １４,７９７ ６,９１１
合　計 ２４,０７６ １４,５００
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退職給付関係情報（連結情報）

■退職給付債務に関する事項 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
退職給付債務 （Ａ） △６,８５７ △４,８６７
年金資産 （Ｂ） ５,１５９ ５,０１９
未積立退職給付債務 （Ｃ）＝（Ａ）＋（Ｂ） △１,６９８ １５２
未認識年金資産 （Ｄ） △１８３
会計基準変更時差異の未処理額 （Ｅ） ８９４
未認識数理計算上の差異 （Ｆ） ３,０９８ １,４２２
未認識過去勤務債務 （Ｇ） ２２ １９
連結貸借対照表計上額純額 （Ｈ）＝（Ｃ）＋（Ｄ）＋（Ｅ）＋（Ｆ）＋（Ｇ） ２,３１７ １,４１０
前払年金費用 （Ｉ） ２,３４６ １,４２０
退職給付引当金 （Ｈ）－（Ｉ） △２９ △９

（注）１. 平成１５年３月末分は厚生年金基金の代行部分を含めて記載しております。
２. 臨時に支払う割増退職金は含めておりません。
３. 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。
４. 上記のほか、自社の拠出に対応する年金資産の額を合理的に計算することができない複数事業主制度に係る年金資産（時価）が前連結会計年度においては、２,８６７百万円で
あります。

５. 当社は厚生年金基金の代行部分返上に関し、「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７-２項に定める経過措置を
適用し、当該将来分返上認可の日において代行部分に係る退職給付債務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しております。
なお、当連結会計年度末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は、１１１,９６１百万円であります。

ー
ー

■ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

平成１５年３月期 平成１６年３月期

（１）割引率

（２）期待運用収益率

（３）退職給付見込額の期間配分方法

（４）過去勤務債務の額の処理年数

（５）数理計算上の差異の処理年数

（６）会計基準変更時差異の処理年数

■ 退職給付費用に関する事項 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
勤務費用（注）１、２ ６６ １４４
利息費用 ９２ １３９
期待運用収益 △６６ △７５
過去勤務債務の費用処理額 △８５ ３
数理計算上の差異の費用処理額 ６４ ２６８
会計基準変更時差異の費用処理額 ８１ ６０
退職給付費用 １５３ ５４１
厚生年金基金の代行部分返上損 ２６１
会計基準変更時差異の一括費用処理額 ５４８
計 １５３ １,３５０

（注）１. 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。
２. 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、一括して「勤務費用」に含めて計上しております。

ー
ー

２.５％

３.５％

期間定額基準

１年～８年

その発生時の従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数による定額法による。

５年～１０年

各連結会計年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとして

いる。

・主として１０年

２.０％

２.５％

期間定額基準

１年～８年

その発生時の従業員の平均残存勤務期間

内の一定の年数による定額法による。

５年～１０年

各連結会計年度の発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数による定額

法により按分した額を、それぞれ発生の翌

連結会計年度から費用処理することとして

いる。

退職給付会計の適用初年度期首における

退職給付債務の構成内容が、従業員数及

び給与等の削減により大きく変化したた

め、当中間連結会計期間末における未認

識会計基準変更時差異残高が実態に合致

しなくなりましたので、当中間連結会計期

間末における残額を一括費用処理いたし

ました。
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単体財務諸表
当行は、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書又は損失処理計算書について、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき監査法人の監査証明を受けており
ます。
また、銀行法第２０条第１項の規定により作成した書類については、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律（昭和４９年法律第２２号）による会計監
査人の監査を受けております。

■貸借対照表 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在）

資産の部 現金預け金※８
現　金　
預け金

コールローン
債券貸借取引支払保証金
買入金銭債権
特定取引資産※８
商品有価証券
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品
その他の特定取引資産

金銭の信託
有価証券※８
国　債※２
地方債
社　債
株　式※１、２
その他の証券

貸出金※３、４、５、６、８、９
割引手形※７
手形貸付
証書貸付
当座貸越

外国為替
外国他店預け
外国他店貸
買入外国為替※７
取立外国為替

その他資産
未決済為替貸
前払費用
未収収益
先物取引差入証拠金
先物取引差金勘定
保管有価証券等
金融派生商品
その他の資産※８

動産不動産※１１、１２、１３
土地建物動産
建設仮払金
保証金権利金

繰延税金資産
支払承諾見返
貸倒引当金
投資損失引当金
資産の部合計

２,２１６,７６１
４８１,６２１
１,７３５,１４０
１６０,７０２
４,６５１
１６,２９５
５４４,３４０
４,２３９
０

５６,６２０
４８３,４７９

５,５０１,４１２
３,２１１,５８０
１６３,７５３
７６４,４０７
１,０２８,３２４
３３３,３４６

１８,５９０,５７５
２９７,４１１
１,９９２,６６１
１３,５８４,８３４
２,７１５,６６８
８４,００４
１６,２９１

０
３３,３４２
３４,３６９
５７５,２８４
１１６
２,９０７
５０,２５７
２８８
１１

４,５９５
１２６,５６３
３９０,５４３
３６０,２４９
３２９,８５７
７３６

２９,６５５
１３,４６６

１,３４８,１２０
△７９０,２４３
△１３,１１８
２８,６１２,５０４

ー

１,６８２,４４４
５０５,７００
１,１７６,７４４
１０４,９３４

５０４,２１４
１,１５３

６１,８８７
４４１,１７３
７０,４４９

５,２６７,２１０
３,０７３,８１７
１００,７６９
４５０,６３９
１,４４３,５２６
１９８,４５７

２１,４１２,７６６
４２９,９８２
２,８６０,５１２
１４,０１１,７６１
４,１１０,５１０
１６２,９２４
７８,０１３
２０

４３,３１５
４１,５７５
７２５,８４７
５４４
３,１３７
４８,３０６
１６６
８

１０６,９５１
５６６,７３２
４５０,６６８
３４９,３４４
１,５１５
９９,８０８
３９１,６４３
１,５８１,１３６
△６０３,５３３

３１,７５０,７０７
ー

ー

ー

ー
ー
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（単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１５年３月３１日現在） （平成１６年３月３１日現在）

負債の部 預　金
当座預金
普通預金
貯蓄預金
通知預金
定期預金
その他の預金

譲渡性預金
コールマネー※８
売現先勘定※８
債券貸借取引受入担保金※８
売渡手形※８
コマーシャル・ペーパー
特定取引負債
売付商品債券
商品有価証券派生商品
特定取引有価証券派生商品
特定金融派生商品

借用金
借入金※１４

外国為替
外国他店預り
売渡外国為替
未払外国為替

社　債※１５
信託勘定借
その他負債
未決済為替借
未払法人税等
未払費用
前受収益
先物取引差金勘定
借入商品債券
金融派生商品
繰延ヘッジ利益※１０
その他の負債

賞与引当金
債権売却損失引当金
特定債務者支援引当金
事業再構築引当金
特別法上の引当金
証券取引責任準備金

再評価に係る繰延税金負債※１１
支払承諾
負債の部合計

資本の部 資本金※１７
資本剰余金
資本準備金※１８、１９
その他資本剰余金

利益剰余金
利益準備金※１８
当期未処理損失

土地再評価差額金※１１
その他有価証券評価差額金
資本の部合計
負債及び資本の部合計

２０,３２８,８９８
１,５２５,１９１
１０,３３９,８５７
３１９,８７４
１７０,４８９
７,２１３,４９１
７５９,９９３
８４７,０７６
３,１１０,７６６
３２３,０８５
３,１０９
２８,０００

４２,５３４
４,５９５
１０

３７,９２７
６０５,８９９
６０５,８９９
２２,２８６
１８,０８５
３,３５２
８４８

３９４,０６０
４０３,８４９
２７６,２９２
３７６
３,１５０
６１,６７１
１７,３１２

４
４,５９５

１０５,７４８
１１,４６５
７１,９６９

１,９２５
１２,７２７

０
０

４５,０８８
１,３４８,１２０
２７,７９３,７２１
２７９,９２８
１,７５１,８７１
２７９,９２８
１,４７１,９４２
△１,３９９,６６２

１,３９９,６６２
６５,９１２
１２０,７３２
８１８,７８２

２８,６１２,５０４

ー

ー
ー

ー

ー

２２,３５６,１１８
２,２５９,７１６
１０,９１８,３５７
３９０,２８４
２２３,９３７
７,７５２,８１１
８１１,００９
５３５,９２６
３,８４７,５０９
２８３,９９１

１,１７７,７００
６,０００
４３,８１５

０
４３,８１４
６５２,７８５
６５２,７８５
２５,０４７
２１,２２１
２,７３６
１,０８９

３９４,０６０
２６７,６００
３９６,７８０
１,７０７
６,６４８
５５,２６４
２３,５５３

３

８９,９２１
１７,５１６
２０２,１６５
４,０４４
４,２０１

０
０

５５,８４２
１,５８１,１３６
３１,６３２,５６０
４４３,１５８
１５４,３１６
１５４,３１６

△５２５,６７６
５７,０８７
５８２,７６３
８２,２１１
△３５,８６４
１１８,１４６

３１,７５０,７０７

ー

ー
ー

ー

ー
ー

ー
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■損益計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

経常収益
資金運用収益
貸出金利息
有価証券利息配当金
コールローン利息
買現先利息
債券貸借取引受入利息
買入手形利息
預け金利息
その他の受入利息

信託報酬
役務取引等収益
受入為替手数料
その他の役務収益

特定取引収益
商品有価証券収益
特定取引有価証券収益
特定金融派生商品収益
その他の特定取引収益

その他業務収益
外国為替売買益
国債等債券売却益
国債等債券償還益
金融派生商品収益
その他の業務収益

その他経常収益
株式等売却益
金銭の信託運用益
その他の経常収益

経常費用
資金調達費用
預金利息
譲渡性預金利息
コールマネー利息
売現先利息
債券貸借取引支払利息
売渡手形利息
コマーシャル・ペーパー利息
借用金利息
社債利息
金利スワップ支払利息
その他の支払利息

役務取引等費用
支払為替手数料
その他の役務費用

特定取引費用
特定取引有価証券費用

その他業務費用
外国為替売買損
国債等債券売却損
国債等債券償還損
国債等債券償却
金融派生商品費用
その他の業務費用

営業経費
その他経常費用
貸倒引当金繰入額
貸出金償却
債権売却損失引当金繰入額
特定債務者支援引当金繰入額
投資損失引当金繰入額
株式等売却損
株式等償却
金銭の信託運用損
その他の経常費用※１

（次頁へ続く）

７４３,５８４
４４１,３４３
３９０,１２８
４３,８３７
１０９
０
３
０

１,７７９
５,４８４
４,６１９

１１２,５２９
３１,０３６
８１,４９３
２１,８１９
６６６
３８

２１,０３１
８３

２２,９３６
５,１７１
１５,４８２

２,２５９
２３

１４０,３３５
１２７,７４６
４１８

１２,１６９
１,７２１,５４７
６６,３２１
２３,７３０
４２２
２,４９３
３３
４９５
４６
０

１６,９２９
１６,３０１
２,８４０
３,０２７
５７,６３１
６,９４５
５０,６８５

３４,２４４

３１,３２８

２,３５４

５６２
３１３,３５７
１,２４９,９９１
３３０,６４１
３５５,３７６
△７５
１,９２５
１３,１１８
３３,５７８
９１,７５４
３２

４２３,６４０

ー

ー

ー

ー
ー

ー

３７１,２６４
２２８,１４７
１９７,８３８
２４,０１５
１２０

３
０

２,４６７
３,７００
７,８０９
６６,４８４
１６,５５０
４９,９３３
１３,５５０
３６６

１３,０１４
１６８

２３,６１３

２３,５５１
１７

４４
３１,６５９
８,７９５
１０６

２２,７５７
６８７,６７０
３８,７４３
１９,６４５
２７１
４０４
９
３２
２６
０

９,８２４
４,０６２
１,８５２
２,６１３
３４,００８
３,９３７
３０,０７１
１３
１３

３,７５２
２,０３５
１,１７８
１

１３８
３１６
８３

１８１,３３５
４２９,８１６
８０,１５０
８９,４２７
△８４３

１６,４９０
１９３,３５９
３５１

５０,８８３

ー
ー

ー

ー

ー

ー
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（前頁より続く） （単位：百万円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
（平成１４年４月１日から平成１５年３月３１日まで） （平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで）

経常損失
特別利益
動産不動産処分益
償却債権取立益
その他の特別利益※２

特別損失
動産不動産処分損※４
減損損失
その他の特別損失※３

税引前当期純損失
法人税、住民税及び事業税
法人税等調整額
当期純損失
前期繰越損失
減資による欠損てん補額
合併による未処分利益受入額
土地再評価差額金取崩額
当期未処理損失

■損失処理計算書 （単位：百万円）

平成１５年３月期
平成１５年６月２５日

当期未処理損失 ５８２,７６３
損失処理額 ２１１,４０４
資本準備金取崩額 １５４,３１６
利益準備金取崩額 ５７,０８７

次期繰越損失 ３７１,３５９

（単位：百万円）

平成１６年３月期
（当期未処理損失の処理）
当期未処理損失 １,３９９,６６２
損失処理額 １,３９９,６６２
その他資本剰余金取崩額 １,３９９,６６２

次期繰越損失
（その他資本剰余金の処分）
その他資本剰余金 １,４７１,９４２
その他資本剰余金処分額 １,３９９,６６２
当期未処理損失の処理に充当 １,３９９,６６２

その他資本剰余金次期繰越額 ７２,２８０
（注）平成１５年３月期の日付は株主総会承認年月日であります。

ー

９７７,９６２
２８,２５３
３,６１４
７,４６７
１７,１７１
１８０,７５４
１３,０１２
１５,４４３
１５２,２９８
１,１３０,４６３

６６５
２８４,６４３
１,４１５,７７２
３７１,３５９
３７１,３５９

１６,１１０
１,３９９,６６２

ー

３１６,４０５
４,６９８
１６４
４,５３３

１,８５８
１,８５８

３１３,５６５
６３６

２６８,８６７
５８３,０６９

６３
２４１

５８２,７６３

ー
ー

ー
ー

ー
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■重要な会計方針 （平成１６年３月期）

１. 特定取引資産・負債の評価基準及び収益・費用の計上基準
金利、通貨の価格、有価証券市場における相場その他の指標に係る短期
的な変動、市場間の格差等を利用して利益を得る等の目的（以下「特定取
引目的」）の取引については、取引の約定時点を基準とし、貸借対照表上
「特定取引資産」及び「特定取引負債」に計上するとともに、当該取引から
の損益を損益計算書上「特定取引収益」及び「特定取引費用」に計上してお
ります。
特定取引資産及び特定取引負債の評価は、有価証券及び金銭債権等につ
いては決算日の時価により、スワップ・先物･オプション取引等の派生商
品については決算日において決済したものとみなした額により行ってお
ります。
また、特定取引収益及び特定取引費用の損益計上は、当期中の受払利息
等に、有価証券、金銭債権等については前期末と当期末における評価損
益の増減額を、派生商品については前期末と当期末におけるみなし決済
からの損益相当額の増減額を加えております。

２. 有価証券の評価基準及び評価方法
（１）有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法によ

る償却原価法（定額法）、子会社株式及び関連会社株式については移
動平均法による原価法、その他有価証券で時価のあるもののうち株式
については期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に
基づく時価法、また、それ以外については期末日の市場価格等に基づ
く時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについ
ては移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
なお、その他有価証券の評価差額については、全部資本直入法により
処理しております。

（２）有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財
産として運用されている有価証券の評価は、時価法により行っており
ます。

３. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
デリバティブ取引（特定取引目的の取引を除く）の評価は、時価法により
行っております。

４. 固定資産の減価償却の方法
（１）動産不動産

動産不動産の減価償却は、建物については定額法、動産については
定率法をそれぞれ採用しております。
なお、耐用年数は次のとおりであります。
建　物：２年～５０年
動　産：２年～２０年

（２）ソフトウェア
自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づく定額法により償却しております。

５. 繰延資産の処理方法
社債発行費は、支出時に全額費用として処理しております。

６. 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建資産・負債については、取得時の為替相場による円換算額を付す
子会社株式及び関連会社株式を除き、主として決算日の為替相場による
円換算額を付しております。
（会計方針の変更）
外貨建取引等の会計処理につきましては、前事業年度は「銀行業における
外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。以下「業種別監査委員会報告
第２５号」という。）による経過措置を適用しておりましたが、当事業年度か
らは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）を資金運用通貨（外
貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等
については、ヘッジ会計を適用しております。なお、当該ヘッジ会計の概
要につきましては、「９ ヘッジ会計の方法」に記載しております。
この結果、従来、期間損益計算していた当該通貨スワップ取引及び為替ス
ワップ取引等を時価評価し、正味の債権及び債務を貸借対照表に計上し
たため、従来の方法によった場合と比較して、「未収収益」は１１２百万円減
少、「未払費用」は１９１百万円減少、「その他の負債」は７,５６１百万円減少し、
特定取引資産中の「特定金融派生商品」は２,４５０百万円増加、特定取引負
債中の「特定金融派生商品」は１３,１４３百万円増加、その他資産中の「金融
派生商品」は５,５６９百万円増加、その他負債中の「金融派生商品」は２,４８７
百万円増加、「繰延ヘッジ利益」は２９百万円増加しております。なお、この
変更に伴う損益への影響はありません。

また、上記以外の先物外国為替取引等に係る円換算差金は、従来、相殺
のうえ「その他の資産」又は「その他の負債」で純額表示しておりましたが、
当事業年度からは、業種別監査委員会報告第２５号に基づき総額で表示す
るとともに、その他資産及びその他負債中の「金融派生商品」に含めて計
上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合と比較して、
「その他の負債」は１,３６９百万円減少し、その他資産中の「金融派生商品」
は６,８４２百万円増加、その他負債中の「金融派生商品」は８,２１２百万円増加
しております。
７. 引当金の計上基準
（１）貸倒引当金

貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上
しております。
破綻、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以
下「破綻先」という。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者
（以下「実質破綻先」という。）に係る債権については、下記直接減額後
の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見
込額を控除し、その残額を計上しております。
また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が
大きいと認められる債務者（以下「破綻懸念先」という。）及び貸出条件
緩和債権等を有する債務者で与信額が一定額以上の大口債務者のう
ち、債権の元本の回収及び利息の受取りに係るキャッシュ・フローを
合理的に見積もることができる債権については、当該キャッシュ・フ
ローを貸出条件緩和実施前の約定利子率で割引いた金額と債権の帳
簿価額との差額を貸倒引当金とする方法（キャッシュ・フロー見積法）
により引き当てております。
なお、破綻懸念先のうち、キャッシュ・フロー見積法を適用しない債務
者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能
力を総合的に判断し必要と認められる額を計上しております。
上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から
算出した貸倒実績率等に基づき計上しております。
また、特定海外債権については、対象国の政治経済情勢等に起因して
生ずる損失見込額を特定海外債権引当勘定として計上しております。
すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産
査定を実施し、当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監
査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。
なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等について
は、債権額から担保の評価額及び保証による回収が可能と認められ
る額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額して
おり、その金額は７９８,６６７百万円であります。

（２）投資損失引当金
投資損失引当金は、投資に対する損失に備えるため、有価証券の発行
会社の財政状態を勘案して必要と認められる額を計上しております。

（３）退職給付引当金
退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末
における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計
上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の処理方
法は、以下のとおりであります。
過去勤務債務
その発生年度に一括して損益処理
数理計算上の差異
各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）
による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら損益処理

（会計方針の変更）
会計基準変更時差異については、従来、１０年による按分額を費用処
理することとしておりましたが、退職給付会計の適用初年度期首にお
ける退職給付債務の構成内容が、従業員数及び給与等の削減により
大きく変化したため、当中間会計期間末における未認識会計基準変
更時差異残高が実態に合致しなくなりましたので、当中間期末におけ
る残額を一括費用処理いたしました。この費用処理に伴い、「その他
の資産」は５０,５９５百万円減少し、「税引前当期純損失」は５０,５９５百万円
増加しております。
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（追加情報）
当社は確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分
について、平成１５年８月２９日に厚生労働大臣から将来分支給義務免
除の認可を受けております。
当社は「退職給付会計に関する実務指針（中間報告）」（日本公認会計
士協会会計制度委員会報告第１３号）第４７-２項に定める経過措置を適
用し、当該将来分返上認可の日において代行部分に係る退職給付債
務と年金資産を消滅したものとみなして会計処理しております。この
処理に伴い、「税引前当期純損失」は２６,１４４百万円増加し、また、当期
末日現在において測定された返還相当額（最低責任準備金）は、１１１,９６１
百万円であります。

（４）特定債務者支援引当金
特定債務者支援引当金は、再建支援を行っている特定の債務者に対
し、将来発生する支援額を合理的に見積もり、必要と認められる額を
計上しております。

（５）事業再構築引当金
事業再構築引当金は、集中再生期間における資産・収益構造改革のた
めのシステム更改に伴う除却、店舗統廃合及び元本補てん契約のあ
る金銭信託における有価証券の含み損処理等に伴い、今後発生が見
込まれる損失について合理的に見積もることができる金額を計上し
ております。

（６）証券取引責任準備金
証券先物取引等に関して生じた事故による損失の補てんに充てるた
め、証券取引法第６５条の２第７項において準用する同法第５１条及び金
融機関の証券業務に関する内閣府令第３２条に定めるところにより算
出した額を計上しております。

８. リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナ
ンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっ
ております。

９. ヘッジ会計の方法
（イ）金利リスク・ヘッジ
（追加情報）
金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、
繰延ヘッジによっております。前事業年度は「銀行業における金融商
品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報
告第２４号」という。）に規定する経過措置に基づき、多数の貸出金・預
金等から生じる金利リスクをデリバティブ取引を用いて総体で管理
する「マクロヘッジ」を実施しておりましたが、当事業年度からは、同
報告の本則規定に基づき処理しております。ヘッジ有効性評価の方
法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象と
なる預金・貸出金とヘッジ手段である金利スワップ取引を一定の残
存期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッ
シュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の
金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
また、当事業年度末の貸借対照表に計上している繰延ヘッジ損益の
うち、従来の「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損益は、「マクロヘッ
ジ」で指定したそれぞれのヘッジ手段の残存期間・想定元本金額に応
じ当事業年度から、資金調達費用又は資金運用収益として期間配分
しております。
なお、当事業年度末における「マクロヘッジ」に基づく繰延ヘッジ損
失は４４,１４７百万円、繰延ヘッジ利益は６１,８１３百万円であります。
（ロ）為替変動リスク・ヘッジ
外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会
計の方法は、繰延ヘッジによっております。前事業年度は業種別監
査委員会報告第２５号による経過措置を適用しておりましたが、当
事業年度からは、同報告の本則規定に基づき資金調達通貨（邦貨）
を資金運用通貨（外貨）に変換する等の目的で行う通貨スワップ取
引及び為替スワップ取引等については、ヘッジ会計を適用しており
ます。

これは、外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的
で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手段と
し、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の
外貨ポジション相当額が存在することを確認することによりヘッジ
の有効性を評価するものであります。
また、外貨建子会社・子法人株式及び外貨建その他有価証券（債券
以外）の為替変動リスクをヘッジするため、事前にヘッジ対象とな
る外貨建有価証券の銘柄を特定し、当該外貨建有価証券について
外貨ベースで取得原価以上の直先負債が生じていること等を条件
に包括ヘッジとして繰延ヘッジ及び時価ヘッジを適用しております。
（ハ）内部取引等
デリバティブ取引のうち特定取引勘定とそれ以外の勘定との間又
は内部部門間の内部取引については、ヘッジ手段として指定してい
る金利スワップ取引及び通貨スワップ取引等に対して、業種別監査
委員会報告第２４号及び同第２５号に基づき、恣意性を排除し厳格な
ヘッジ運営が可能と認められる対外カバー取引の基準に準拠した
運営を行っているため、当該金利スワップ取引及び通貨スワップ取
引等から生じる収益及び費用は消去せずに損益認識又は繰延処理
を行っております。
なお、一部の資産・負債については、繰延ヘッジあるいは金利スワッ
プの特例処理を行っております。

１０. 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。

■会計方針の変更 （平成１６年３月期）

固定資産の減損に係る会計基準（「固定資産の減損に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会平成１４年８月９日））及び「固定資産の減
損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号平成１５年１０
月３１日）が平成１６年３月３１日から平成１７年３月３０日までに終了する事業年
度に係る財務諸表について適用することを妨げないこととされたことに
伴い、同会計基準及び同適用指針を適用しております。これにより「税引
前当期純損失」は１５,４４３百万円増加しております。

■注記事項 （平成１６年３月期）

（貸借対照表関係）
※１.子会社の株式及び出資総額 ９９,８４３百万円

なお、本項の子会社は、銀行法第２条第８項に規定する子会社であり
ます。

※２.無担保の消費貸借契約（債券貸借取引）により貸し付けている有価証
券が、国債に３６,２２３百万円含まれております。

※３.貸出金のうち、破綻先債権額は２５,８８０百万円、延滞債権額は６９６,７４６
百万円であります。
なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続
していることその他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の
見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却
を行った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、
法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号のイから
ホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸
出金であります。
また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及
び債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を
猶予した貸出金以外の貸出金であります。

※４.貸出金のうち、３ヵ月以上延滞債権額は２９,０９３百万円であります。
なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の
翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻先債権及び延滞債権に該
当しないものであります。

※５.貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は６８９,６３２百万円であります。
なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ること
を目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権
放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債
権、延滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しないものであります。



り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

56

※６.破綻先債権額、延滞債権額、３ヵ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和
債権額の合計額は１,４４１,３５１百万円であります。
なお、上記３.から６.に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であ
ります。

※７.手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上
及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入
れた銀行引受手形、商業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売
却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま
すが、その額面金額は、３３０,７５４百万円であります。

※８.担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
特定取引資産 ３１６,１３９百万円
有価証券 ３,０３８,４６１百万円
貸出金 ３９５,７４０百万円
担保資産に対応する債務
コールマネー ４３５,０００百万円
売現先勘定 ３１３,０８７百万円
債券貸借取引受入担保金 ３,１０９百万円
売渡手形 ２８,０００百万円
上記のほか、為替決済、デリバティブ取引等の担保あるいは先物取引
証拠金等の代用として、現金預け金８４百万円、有価証券５３７,０２４百万
円、及びその他資産２７,７９１百万円を差し入れております。

※９.当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客か
らの融資実行の申し出を受けた場合に、契約上規定された条件につ
いて違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、６,２９７,８３７
百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の
時期に無条件で取消可能なものが６,２３１,０２１百万円あります。
なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものである
ため、融資未実行残高そのものが必ずしも当社の将来のキャッシュ・
フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くに
は、金融情勢の変化、債権の保全、その他相当の事由があるときは、
当社が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条項が付けられております。
また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求
するほか、契約後も定期的に予め定めている手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講
じております。

※１０. ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッジ利益とし
て計上しております。なお、上記相殺前の繰延ヘッジ損失の総額は
４７,７３８百万円、繰延ヘッジ利益の総額は５９,２０３百万円であります。

※１１. 株式会社あさひ銀行より継承した事業用の土地については、土地の再
評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第３４号）に基づき、再評
価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を
「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除し
た金額を｢土地再評価差額金｣として資本の部に計上しております。
再評価を行った年月日 平成１０年３月３１日
同法律第３条第３項に定める再評価の方法
土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令第１１９
号）第２条第１号に定める地価公示法により公示された価格（平成１０年
１月１日基準日）に基づいて、地点の修正、画地修正等、合理的な調整
を行って算出しております。
同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における
時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との
差額 ４１,９９５百万円

※１２. 動産不動産の減価償却累計額 １４０,４８０百万円
※１３. 動産不動産の圧縮記帳額 ４６,５３９百万円

（当期圧縮記帳額 －百万円）
※１４. 借入金には､他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付

された劣後特約付借入金５１８,４５９百万円が含まれております。
※１５. 社債には劣後特約付社債３２５,３６０百万円が含まれております。

※１６. 元本補てん契約のある信託の元本金額は、合同運用指定金銭信託
５６９,０５７百万円であります。

※１７. 会社が発行する株式の総数
普通株式 ４０５,０００,０００千株
甲種優先株式 １０,９７０千株
乙種優先株式 ６８０,０００千株
丁種優先株式 ３４０千株
戊種優先株式 ２４０,０００千株
己種優先株式 ８０,０００千株
第１種優先株式 １２,５００,０００千株
第２種優先株式 １２,８０８,２１７千株
第３種優先株式 １２,５００,０００千株

発行済株式の総数
普通株式 ３０,８１９,５９５千株
甲種優先株式 ５,９７０千株
乙種優先株式 ６８０,０００千株
丁種優先株式 １５６千株
戊種優先株式 ２４０,０００千株
己種優先株式 ８０,０００千株
第１種優先株式 １２,５００,０００千株
第２種優先株式 １２,８０８,２１７千株
第３種優先株式 １２,５００,０００千株

※１８. 資本準備金による欠損てん補
欠損てん補に充当された金額 ４０４,４４９百万円
欠損てん補を行った年月 平成１４年６月
利益準備金による欠損てん補
欠損てん補に充当された金額 ２４,３３６百万円
欠損てん補を行った年月 平成１４年６月
資本準備金による欠損てん補
欠損てん補に充当された金額 １５４,３１６百万円
欠損てん補を行った年月 平成１５年６月
利益準備金による欠損てん補
欠損てん補に充当された金額 ５７,０８７百万円
欠損てん補を行った年月 平成１５年６月

※１９. 当社は、商法第２８９条第２項及び銀行法第１８条第２項の規定に基づき、
当事業年度中に資本準備金７００,０７１百万円を取り崩しております。こ
の取り崩しに伴い、その他資本剰余金は７００,０７１百万円増加しており
ます。

※２０. 商法施行規則第１２４条第３号に規定する時価を付したことにより増加
した純資産額は、１４９,４４７百万円であります。

※２１. 配当制限
当社の定款に定めるところにより、平成７年７月２７日発行の甲種第一
回優先株式所有の株主に対しては、甲種優先配当金（１株につき年７５
円）、平成１１年３月３１日発行の乙種第一回優先株式所有の株主に対し
ては、乙種優先配当金（１株につき年４５円）、平成１５年３月１日発行の
丁種第一回優先株式所有の株主に対しては、丁種優先配当金（１株に
つき年１５０円）、平成１５年３月１日発行の戊種第一回優先株式所有の株
主に対しては、戊種優先配当金（１株につき年９０円）、平成１５年３月１
日発行の己種第一回優先株式所有の株主に対しては、己種優先配当
金（１株につき年９０円）、平成１５年７月１日発行の第１種第一回優先株
式所有の株主に対しては、第１種優先配当金（１株につき年２０銭）、平
成１５年７月１日発行の第２種第一回優先株式所有の株主に対しては、
第２種優先配当金（１株につき年２０銭）、平成１５年７月１日発行の第３種
第一回優先株式所有の株主に対しては、第３種優先配当金（１株につ
き年２０銭）を超えて配当することはありません。



り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

57

（損益計算書関係）
※１.「その他の経常費用」には、債権放棄損２２０,１７８百万円、債権売却損
１６７,５０８百万円を含んでおります。

※２.「その他の特別利益」には、東京都外形標準課税訴訟の訴訟上の和解
により、東京都から還付された事業税及び加算金１３,１２７百万円、賞
与引当金戻入益４,０４４百万円を含んでおります。

※３.「その他の特別損失」には、事業再構築引当金繰入額１２,７２７百万円、
事業再構築に係る損失（集中再生期間における資産・収益構造改革の
ためのアウトソーシング、店舗統廃合、希望退職制度の実施に伴うも
の等）５７,４３４百万円、退職給付会計摘要に伴う会計基準変更時差異の
一括費用処理額５４,８１１百万円、厚生年金基金代行部分返上に伴う損
失２６,１４４百万円、元本補てん契約のある信託財産に対する損失１,１８０
百万円を含んでおります。

※４.投資額の回収が見込めなくなったことに伴い、稼動資産のうちの一部
の営業用店舗について６２７百万円、廃止予定店舗や遊休施設等につい
て１４,８１６百万円の減損損失を計上しております。
上記減損損失の合計のうち、土地は１０,５８４百万円、建物は４,４２７百
万円、動産は３０３百万円、保証金権利金は１２７百万円であります。
稼動資産については、営業用店舗を基礎とし、キャッシュ・フローの
相互補完性に基づいた一定の地域等をグルーピングの単位としてお
ります。
廃止予定店舗や遊休施設等については、各々独立した単位として取
扱っております。
回収可能価額の算定は、原則として正味売却価額によっており、主
として不動産鑑定評価額から処分費用見込額を控除して算定してお
ります。
なお、一部の営業用店舗については、使用価値により測定しており、
将来キャッシュ・フローを５.７％で割り引いて算定しております。

（リース取引関係）
※１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファ

イナンス･リース取引
・リース物件の取得価額相当額､減価償却累計額相当額及び期末残
高相当額
取得価額相当額

動　産 ２５,５３１百万円
その他 ２１６百万円
合　計 ２５,７４７百万円

減価償却累計額相当額
動　産 １７,２２１百万円
その他 ７７百万円
合　計 １７,２９８百万円

期末残高相当額
動　産 ８,３１０百万円
その他 １３８百万円
合　計 ８,４４８百万円

・未経過リース料期末残高相当額
１年内 ３,５４８百万円
１年超 ５,６０６百万円
合　計 ９,１５５百万円

・当期の支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ５,７９４百万円
減価償却費相当額 ５,４５８百万円
支払利息相当額 ３０３百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし､残存価額を零とする定額法によって
おります。
・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当
額とし､各期への配分方法については､利息法によっております。

※２.オペレーティング・リース取引
・未経過リース料

１年内 ２２百万円
１年超 １３百万円
合 計 ３５百万円

リース資産に配分された減損損失はありませんので、項目等の記
載は省略しております。

（有価証券関係）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

（単位：百万円）
貸借対照表計上額 時　価 差　額

子会社株式 ３１,３３５ ７２,９３１ ４１,５９５
関連会社株式 ー ー ー
合　計 ３１,３３５ ７２,９３１ ４１,５９５
（注）時価は、期末日前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された

額であります。

（税効果会計関係）
※１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
税務上の繰越欠損金 ９３０,２４０百万円
貸倒引当金損金算入限度超過額及び貸出金償却否認額 ４７７,７０７百万円
有価証券償却否認額 ２２７,７３８百万円
退職給付引当金損金算入限度超過額 ２４,７５７百万円
その他 ３５,０１３百万円
繰延税金資産小計 １,６９５,４５７百万円
評価性引当額 △１,５７３,９８６百万円
繰延税金資産合計 １２１,４７０百万円

繰延税金負債
その他有価証券評価差額金 △８２,５８９百万円
退職給付信託設定益 △２３,５７７百万円
未収配当金 △１,８３６百万円
繰延税金負債合計 △１０８,００３百万円

繰延税金資産の純額 １３,４６６百万円
※２.繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率が、

前期比０.１７％上昇しております。この影響により「繰延税金資産」は５６
百万円増加し、「法人税等調整額」は４０２百万円減少しております。ま
た、「再評価に係る繰延税金負債」は１８８百万円増加し、「土地再評価
差額金」は同額減少しております。また、「その他有価証券評価差額金」
は３４５百万円減少しております。

（１株当たり情報）
１株当たり純資産額 △５３.８３円
１株当たり当期純損失 ５８.１２円
潜在株式調整後１株当たり当期純利益 ー円
（注）１.１株当たり当期純損失の算定上の基礎は、次のとおりであります。

当期純損失 １,４１５,７２２百万円
普通株主に帰属しない金額 ー百万円
普通株式に係る当期純損失 １,４１５,７２２百万円
普通株式の期中平均株式数 ２４,３５８,４５３千株
希薄化効果を有しないため、潜在株式 優先株式　８銘柄
調整後１株当たり当期純利益の算定に　 （発行済株式総数
含めなかった潜在株式の概要 ３８,８１４,３４３千株）

２.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、純損失が
計上されているので、記載しておりません。

（重要な後発事象）
当社は、企業価値最大化の観点等からグループ事業の見直しを行い、
証券子会社であるコスモ証券株式会社の株式の一部を譲渡致しまし
た。これにより、同社は、当社の関係会社ではなくなりました。
１ 譲渡株式数 ２１０,９００千株
２ 関係会社株式売却益 ２,３１９百万円
３ 売却後の持分比率 ９.９１２％
４ 株式の譲渡先 株式会社ＣＳＫ
５ 譲渡日 平成１６年４月２２日
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主要な業務の状況を示す指標（単体情報）

■部門別損益の内訳 （単位：億円、％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
資金利益 １,８８０ ３,８０７
信託報酬 ７８ ４６
役務取引等収支 ３０６ ５１６
特定取引収支 ５ ７
その他業務収支 ２１９ △１８８
業務粗利益 ２,４９０ ４,１８８

(１.９２) (１.６７)
資金利益 １３ △５６
役務取引等収支 １７ ３２
特定取引収支 １２９ ２１０
その他業務収支 △２０ ７５
業務粗利益 １４０ ２６２

業務粗利益 (２.８２) (２.４９)
業務粗利益 ２,６３１ ４,４５０
業務粗利益 (１.９７) (１.７４)
一般貸倒引当金繰入額 ６０２ △２７５
経費（除く臨時的経費） １,６２６ ２,７７２
業務純益 ４０２ １,９５３
臨時損益 △３,５６６ △１１,７３３
経常損失 ３,１６４ ９,７７９

（注）１.（ ）内は、業務粗利益率です。

業務粗利益率＝ 業務粗利益　　 ×１００資金運用勘定平均残高
２. 国内業務部門は国内店の円建取引、国際業務部門は国内店の外貨建取引及び海外店の取引です。
但し、円建対非居住者取引、特別国際金融取引勘定分等は国際業務部門に含めています。

３. なお、資金利益は金銭の信託運用見合費用（平成１５年３月期０億円、平成１６年３月期０億円）を控除して表示しています。
金銭の信託運用見合費用については、「臨時費用」として取り扱っています。

国内業務部門

国際業務部門
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■ 資金利益（資金運用収支）の内訳 （単位：億円、％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

平均残高 利　息 利回り 平均残高 利　息 利回り
資金運用勘定 １２９,６１４ ２,１５２ １.６６ ２４９,９４６ ４,１９２ １.６７
うち貸出金 １０１,１７８ １,９４８ １.９２ １９６,０４４ ３,８５６ １.９６

有価証券 ２７,３１７ ２００ ０.７３ ５１,３７６ ３２３ ０.６２
コールローン ４１９ ０ ０.００ １,９２４ ０ ０.００
買現先勘定 ０ ０ ０.００
債券貸借取引支払保証金 ７０ ０ ０.０４ ６５ ０ ０.０５
買入手形 ２１８ ０ ０.００ ６４ ０ ０.００
預け金 ４１０ １ ０.４２ ４５５ １ ０.３７

資金調達勘定 １３５,９６５ ２７１ ０.１９ ２６２,００２ ３８５ ０.１４
うち預金 １１４,２１９ １６２ ０.１４ １９７,２６９ １９５ ０.０９

譲渡性預金 ２,９８４ ２ ０.０９ ６,７３４ ４ ０.０６
コールマネー ６,９１４ ３ ０.０４ ３７,１８４ ２０ ０.０５
売現先勘定 １,０６９ ０ ０.００ ３,４４０ ０ ０.００
債券貸借取引受入担保金 １,７７４ ０ ０.０１ １,３７７ ０ ０.０１
売渡手形 ３,７２１ ０ ０.００ ３,７０９ ０ ０.０１
コマーシャル・ペーパー ４ ０ ０.０３ ８ ０ ０.０４
借用金 ２,３６９ ６２ ２.６３ ３,７２５ １０８ ２.９２

資金利益 １,８８０ １.４７ ３,８０７ １.５３
資金運用勘定 ４,９８５ １３２ ２.６５ １０,５００ ２２５ ２.１４
うち貸出金 １,２９０ ２９ ２.２９ １,１７８ ４４ ３.８０

有価証券 ５１３ ３９ ７.６５ ２,３４１ １１４ ４.９０
コールローン ６６ １ １.７５ ７０ ０ １.３２
預け金 １,１０５ ２２ ２.０７ １,０６４ １６ １.５０

資金調達勘定 ４,９７４ １１８ ２.３８ １０,６７３ ２８１ ２.６４
うち預金 ２,４４０ ３４ １.４１ ３,９５７ ４１ １.０４

コールマネー ６２ ０ １.４２ ３７３ ４ １.２１
借用金 １,２６４ ３５ ２.８３ ２,３７９ ６０ ２.５３

資金利益 １３ ０.２７ △５６ △０.５０
合　計 １,８９４ １.４３ ３,７５０ １.４８

（注）１. 資金運用勘定は無利息預け金の平均残高を、資金調達勘定は金銭の信託運用見合額の平均残高をそれぞれ控除して表示しています。
２. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式（前月末TT仲値を当該月のノンエクスチェンジ取引に適用する方式）により算出しています。
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■資金利益の分析 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期

残高要因 利率要因 合　計 残高要因 利率要因 合　計
受取利息 ５ ３６ ４２ １,９９８ ４２ ２,０４０
うち貸出金 ９１ △２２ ６８ １,８２７ ８０ １,９０７

有価証券 △２４ △１ △２６ １７６ △５４ １２２
コールローン △０ △０ △０ ０ △０ ０
買現先勘定 △０ △０ ０ ０
債券貸借取引支払保証金 ０ ０ △０ ０ △０
買入手形 △０ △０ △０ △０ △０ △０
預け金 ０ △０ △０ ０ △０ △０

支払利息 ３２ △９８ △６５ ２５１ △１３７ １１３
うち預金 ４０ △６６ △２５ １１７ △８３ ３３

譲渡性預金 △１３ ０ △１３ ３ △１ １
コールマネー ２ △１ １ １３ ３ １７
売現先勘定 ０ △０ △０ ０ ０ ０
債券貸借取引受入担保金 ０ ０ △０ △０ △０
売渡手形 ０ △０ △０ △０ ０ ０
コマーシャル・ペーパー △０ △０ △０ ０ ０ ０
借用金 △６ ５ △０ ３５ １０ ４６

差　引 △２６ １３４ １０８ １,７４６ １７９ １,９２６
受取利息 ２７ △３９ △１２ １４６ △５３ ９３
うち貸出金 △１３ △８ △２２ △２ １７ １５

有価証券 ９ ２ １２ １４０ △６４ ７５
コールローン △０ △０ △０ ０ △０ △０
預け金 △１ △１ △２ △０ △５ △６

支払利息 ２５ △２８ △３ １３５ ２７ １６３
うち預金 １４ △３１ △１６ ２１ △１４ ６

コールマネー ０ △０ △０ ４ △０ ３
売渡手形
借用金 △７ △４ △１１ ３１ △７ ２４

差　引 １ △１１ △９ １０ △８１ △７０
合　計 △２５ １２３ ９８ １,７５７ ９８ １,８５５

（注）残高及び利率の増減要因が重なる部分については、利率による増減要因に含めて表示しています。
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■役務取引等収支の内訳 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
役務取引等収益 ６３７ １,０８０
うち預金・貸出業務 ８８ １９５

為替業務 １４１ ２７３
信託関連業務 ７５ ８２
証券関連業務 ４６ １１２
代理業務 ３８ ３８
保護預り・貸金庫業務 １２ ２６
保証業務 ５ ２３

役務取引等費用 ３３１ ５６４
うち為替業務 ３０ ５８
役務取引等収支 ３０６ ５１６
役務取引等収益 ２６ ４４
うち預金・貸出業務 ０

為替業務 ２３ ３７
保証業務 ２ ３

役務取引等費用 ９ １２
うち為替業務 ８ １１
役務取引等収支 １７ ３２

合　計 ３２４ ５４８
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■特定取引収支の内訳 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
特定取引収支 ５ ７
うち商品有価証券 ３ ６
特定取引有価証券 ０
特定金融派生商品
その他の特定取引 ２ ０

特定取引収支 １２９ ２１０
うち商品有価証券
特定取引有価証券 △０ ０
特定金融派生商品 １３０ ２１０
その他の特定取引 △０

合　計 １３５ ２１８
（注）内訳科目はそれぞれの収益と費用を相殺して表示しています。
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■その他業務収支の内訳 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
国債等債券関係損益 ２２０ △１７９
金融派生商品損益 △０ △３
その他 △０ △５
計 ２１９ △１８８
外国為替売買益 △２０ ５１
国債等債券関係損益 ２ △２
金融派生商品損益 △２ ２６
その他
計 △２０ ７５

合　計 １９８ △１１３
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■営業経費の内訳 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
経　費 １,６２６ ２,７７２
うち給料・手当 ４３０ ５９３

退職給付費用 ８７ １６６
福利厚生費 ７９ １１６
減価償却費 ８７ ３３７
土地建物機械賃借料 ２４３ ３２５
営繕費 ６ ６
消耗品費 ３２ ３４
給水光熱費 ２０ ３３
旅　費 ３ ７
通信費 ３７ ４７
広告宣伝費 １５ １５
租税公課 ７０ １７７
預金保険料 ９７ １８０
その他 ４１１ ９２９

臨時的経費 １８７ ３６１
うち退職金 ４１ ３２

退職給付費用 １４５ ３２８
合　計 １,８１３ ３,１３３

（注）損益計算書中の「営業経費」の内訳であります。
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預金に関する指標（単体情報）

■預金科目別平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 期末残高

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期
預金　流動性預金 ７０,４０５ １１９,９７１ １３７,９２２ １２３,５５４

定期性預金 ４２,２７３ ７５,５１７ ７７,５２８ ７２,１３４
その他 １,５３９ １,７８０ ３,９９６ ４,０１５
小　計 １１４,２１９ １９７,２６９ ２１９,４４７ １９９,７０４

譲渡性預金 ２,９８４ ６,７３４ ５,３５９ ８,４７０
計 １１７,２０３ ２０４,００３ ２２４,８０６ ２０８,１７５

(９８.０) (９８.１) (９８.２) (９８.３)
預金　流動性預金

定期性預金
その他 ２,４４０ ３,９５７ ４,１１４ ３,５８４
小　計 ２,４４０ ３,９５７ ４,１１４ ３,５８４

譲渡性預金
計 ２,４４０ ３,９５７ ４,１１４ ３,５８４

(２.０) (１.９) (１.８) (１.７)
合　計 １１９,６４３ ２０７,９６０ ２２８,９２０ ２１１,７５９

(１００.０) (１００.０) (１００.０) (１００.０)
（注）１.（ ）内は、構成比です。

２. 流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
３. 定期性預金＝定期預金
４. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。
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■預金者別残高 （単位：億円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
個　人 １０７,０６９ (４８.０) １０３,０１９ (５０.７)
法人その他 １１５,９１４ (５２.０) １００,２３２ (４９.３)
合　計 ２２２,９８４ (１００.０) ２０３,２５１ (１００.０)

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 譲渡性預金、海外支店分及び特別国際金融取引勘定分を含んでいません。

■定期預金の残存期間別残高 （単位：億円）

３カ月以上 ６カ月以上 １年以上 ２年以上
３カ月未満 ６カ月未満 １年未満 ２年未満 ３年未満 ３年以上 計

定期預金 ２４,６５１ １０,９４９ １７,４２０ ７,８３８ ６,４４０ １０,２１２ ７７,５１３
固定自由金利定期預金 ２４,６０３ １０,９４８ １７,４１７ ７,８３７ ６,４３６ １０,２１２ ７７,４５６
変動自由金利定期預金 １ １ ２ １ ３ ０ １０
その他 ４６ ０ ０ ０ ０ ０ ４６
定期預金 １９,４６９ １０,８７０ １６,７２４ ６,６０７ ７,１５６ １１,２９５ ７２,１２３
固定自由金利定期預金 １９,４３４ １０,８６９ １６,７２２ ６,６０４ ７,１５４ １１,２９５ ７２,０８１
変動自由金利定期預金 ０ ０ １ ３ ２ ０ ８
その他 ３３ ０ ０ ０ ０ ０ ３３

（注）積立定期預金を含んでいません。
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貸出金に関する指標（単体情報）

■ 貸出金科目別平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 期末残高

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１５年３月末 平成１６年３月末
手形貸付 １４,１９７ ２３,３３２ ２７,８０５ １９,４７６
証書貸付 ６４,４８５ １３７,０７７ １３８,９２２ １３４,６００
当座貸越 ２０,２３７ ３２,２９７ ４１,０８８ ２７,０５９
割引手形 ２,２５８ ３,３３８ ４,２９９ ２,９７４
計 １０１,１７８ １９６,０４４ ２１２,１１５ １８４,１０９

(９８.７) (９９.４) (９９.１) (９９.０)
手形貸付 ３５８ ３６６ ７９９ ４５０
証書貸付 ９０９ ７１３ １,１９５ １,２４８
当座貸越 ２２ ９８ １６ ９７
割引手形
計 １,２９０ １,１７８ ２,０１１ １,７９６

(１.３) (０.６) (０.９) (０.９)
合　計 １０２,４６９ １９７,２２２ ２１４,１２７ １８５,９０５

(１００.０) (１００.０) (１００.０) (１００.０)
（注）１.（ ）内は、構成比です。

２ 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。
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■貸出金の残存期間別残高 （単位：億円）

１年超 ３年超 ５年超 期間の定め
１年以下 ３年以下 ５年以下 ７年以下 ７年超 のないもの 合　計

貸出金 ４４,９４０ ２５,９１９ ２０,４９５ ８,５７８ ７３,１２６ ４１,０６７ ２１４,１２７
うち変動金利 １６,５４５ １２,２８６ ５,４９９ ５２,１２９ ２７,７６４

固定金利 ９,３７３ ８,２０９ ３,０７８ ２０,９９６ １３,３０３
貸出金 ３５,４０２ ２２,４７９ １９,９１１ ７,３３６ ７３,７０９ ２７,０６５ １８５,９０５
うち変動金利 １４,５６３ １３,８９７ ５,０８５ ５１,５８５ １９,１３９

固定金利 ７,９１６ ６,０１４ ２,２５１ ２２,１２４ ７,９２５
（注）残存期間１年以下の貸出金については、変動金利、固定金利の区別をしていません。
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■ 支払承諾見返の担保別内訳 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
有価証券 ３７ ３２
債　権 ５６６ １,２００
商　品 ０
不動産 ３５９ ４９９
その他 ６３ ３１
計 １,０２７ １,７６４
保　証 ４,２４１ １,５６１
信　用 １０,５４２ １０,１５４
合　計 １５,８１１ １３,４８１

ー

■ 貸出金の担保別内訳 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
有価証券 ２,０７６ ２,３７８
債　権 ５,４８０ ４,６６１
商　品 １４
不動産 ４１,００２ ３３,３０１
その他 ２,２４８ １,４９２
計 ５０,８０７ ４１,８４８
保　証 ９６,２０３ ９１,２３２
信　用 ６７,１１５ ５２,８２４
合　計 ２１４,１２７ １８５,９０５
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■ 貸出金の使途別内訳 （単位：億円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
設備資金 ８３,３２７ (３８.９) ８２,８６９ (４４.６)
運転資金 １３０,８００ (６１.１) １０３,０３６ (５５.４)
合　計 ２１４,１２７ (１００.０) １８５,９０５ (１００.０)

（注）（ ）内は、構成比です。

■ 中小企業等向け貸出 （単位：億円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
銀行勘定 総貸出金残高（Ａ） ２１３,６４９ １８５,６２５

中小企業等貸出金残高(Ｂ) １６３,５６２ １４３,０３８
割合（Ｂ）／(Ａ) ７６.５６ ７７.０５

銀行・ 総貸出金残高（Ａ） ２１６,９０９ １８７,９７６
信託勘定合算 中小企業等貸出金残高(Ｂ) １６６,０７２ １４４,９４８

割合（Ｂ）／(Ａ) ７６.５６ ７７.１０
（注）１. 本表の貸出金残高は、特別国際金融取引勘定分を含んでいません。

２. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、
サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。

■住宅ローン・消費者ローン残高（銀行・信託勘定合算） （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
住宅ローン ５２,２０９ ５７,６２８
消費者ローン ３,２３６ ２,８６７
合　計 ５５,４４６ ６０,４９６

（注）住宅ローン債権流動化後の金額です。

（参考）住宅ローン債権流動化前 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
住宅ローン ５６,５６５ ６４,３７４

■貸出金業種別内訳 （単位：億円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
国内店分（除く特別国際金融取引勘定分） ２１３,６４９ （１００.００) １８５,６２５ （１００.００)
製造業 ３０,６６２ （１４.３５) ２４,３５８ （１３.１２)
農　業 １５９ （０.０８) １３８ （０.０７)
林　業 ３３ （０.０２) ３３ （０.０２)
漁　業 ４６ （０.０２) ３１ （０.０２)
鉱　業 ２６３ （０.１２) ２２６ （０.１２)
建設業 １０,３３６ （４.８４) ７,８００ （４.２０)
電気･ガス･熱供給･水道業 ８２５ （０.３９) ７００ （０.３８)
情報通信業 ３,８４１ （１.８０) ３,０１５ （１.６２)
運輸業 ７,３１０ （３.４２) ６,４７６ （３.４９)
卸売･小売業 ３１,３２４ （１４.６６) ２４,３４８ （１３.１２)
金融･保険業 １５,４７０ （７.２４) １３,２７０ （７.１５)
不動産業 ３１,４７９ （１４.７３) ２２,８１８ （１２.２９)
各種サービス業 ２３,２０２ （１０.８６) １９,０００ （１０.２４)
地方公共団体 ３,１４６ （１.４７) ３,４８１ （１.８８)
その他 ５５,５４４ （２６.００) ５９,９２６ （３２.２８)

特別国際金融取引勘定分 ４７８ （１００.００) ２８０ （１００.００)
政府等 ７３ （１５.３１) ５６ （２０.１５)
金融機関 １７５ （３６.６５) １２８ （４５.８８)
その他 ２２９ （４８.０４) ９５ （３３.９７)

合　計 ２１４,１２７ １８５,９０５
（注）１.（ ）内は構成比であります。

２. 平成１４年３月７日付総務省告示第１３９号により「日本標準産業分類」が改定され、同年１０月１日から適用されたことに伴い、各業種別の貸出金残高および構成比は、平成１４年３
月末までは改定前の日本標準産業分類の区分にもとづき、平成１５年３月末は改定後の日本標準産業分類の区分にもとづき記載しております。

／／
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■特定海外債権残高 （単位：億円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
インドネシア ２８３ ２３５
アルジェリア ０ ０
アルゼンチン ０ ０
ロシア連邦 ０ ０
エクアドル ０ ０
合　計 ２８３ ２３６
（資産の総額に対する割合） (０.０８) (０.０８)

（注）特定海外債権は、日本公認会計士協会銀行等監査特別委員会報告第４号に規定する貸倒引当金（特定海外債権引当勘定）の引当対象とされる貸出金等です。

■リスク管理債権残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
破綻先債権 １,１１７ ２５８
延滞債権 ６,８８０ ６,９６７
３ヵ月以上延滞債権 ３９４ ２９０
貸出条件緩和債権 １４,２５３ ６,８９６
合　計 ２２,６４６ １４,４１３

■金融再生法に基づく資産査定額 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ２,６２７ １,２７２
危険債権 ５,５２７ ６,１０３
要管理債権 １４,６４８ ７,１８７
正常債権 ２０５,８８８ １８４,４７１

■貸倒引当金残高〈期中増減を含む〉 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
一般貸倒引当金 期首残高 １,４０３ ４,０２２

当期増加額 ６,０３９ ３,７４７
当期減少額 目的使用

その他 ３,４１９ ４,０２２
期末残高 ４,０２２ ３,７４７

個別貸倒引当金 期首残高 （３）２,５４６ （５）１,９９７
当期増加額（注２） （△０）３,３２３ ４,１４８
当期減少額 目的使用 ２,０７３ １,４３４

その他 １,７９３ ５６３
期末残高 ２,００２ ４,１４８

特定海外債権引当勘定 期首残高 １９ ９
当期増加額 １０ ６
当期減少額 目的使用

その他 ２０ ９
期末残高 ９ ６

期末残高合計 ６,０３５ ７,９０２
（注）１.（ ）内は為替換算差額です。

２.前期増加額には、株式会社あさひ銀行との合併に伴う増加分を含めております。その内容は以下の通りであります。一般貸倒引当金２,０１６億円、個別貸倒引当金１,３２０億円
（うち、非居住者向け債権分３４億円、同為替換算差額△０億円）、特定海外債権引当勘定０億円。

ーー
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■（株）共同債権買取機構向け貸出金および引当金 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
貸出金残高 ３４
債権売却損失引当金 ４２

（注）債権売却損失引当金の対象債権には、未収利息相当額を含みます。

ー
ー

■貸出金償却額 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
貸出金償却額 ８９４ ３,５５３

有価証券に関する指標（単体情報）

■商品有価証券売買高 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
商品国債 ８６,２９４ １７３,７２５
商品地方債 ９５６ ９１６
商品政府保証債 ３６０ ６４６
合　計 ８７,６１０ １７５,２８７

■商品有価証券平均残高 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
商品国債 ７３ ８２
商品地方債 １９ １２
商品政府保証債 ０ ２
合　計 ９３ ９８

■有価証券の平均残高・期末残高 （単位：億円、％）

平均残高 期末残高

平成１５年３月期 平成１６年３月期 平成１５年３月期 平成１６年３月期
国　債 １３,５１９ ３１,７８０ ３０,７３８ ３２,１１５
地方債 ４９９ １,４１７ １,００７ １,６３７
社　債 ２,１１２ ５,８４４ ４,５０６ ７,６４４
株　式 １１,０３４ １１,６８７ １４,４３５ １０,２８３
その他の証券 １５１ ６４７ ５９１ ７６５
計 ２７,３１７ ５１,３７６ ５１,２７９ ５２,４４６

(９８.２) (９５.６) (９７.４) (９５.３)
その他の証券 ５１３ ２,３４１ １,３９２ ２,５６８
うち外国債券 １７２ ２,０４３ １,０２９ ２,３３３
外国株式 ３４１ ２９７ ３６３ ２３５

計 ５１３ ２,３４１ １,３９２ ２,５６８
(１.８) (４.４) (２.６) (４.７)

合　計 ２７,８３０ ５３,７１７ ５２,６７２ ５５,０１４
(１００.０) (１００.０) (１００.０) (１００.０)

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 貸付有価証券は、有価証券の種類ごとに区分して記載しています。
３. 国際業務部門の国内店外貨建取引の平均残高は、月次カレント方式により算出しています。

国
際
業
務
部
門

国
内
業
務
部
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■有価証券の残存期間別残高 （単位：億円）

１年超 ５年超 期間の定め
１年以下 ５年以下 １０年以下 １０年超 のないもの 合　計

国　債 ８,６８２ １９,７２４ ２,３３０ ３０,７３８
地方債 １７ ６２５ ３６４ １,００７
社　債 ５９３ ３,７０３ ２０１ ７ ４,５０６
株　式 １４,４３５ １４,４３５
その他の証券 ８５７ １４５ ２９ １２２ ８３０ １,９８４
外国証券 ８５７ ４４ ７ １２２ ３６１ １,３９２
うち外国債券 ８５７ ４２ １２２ １,０２１
外国株式 ３６１ ３６１

その他の証券 ０ １００ ２１ ４６８ ５９１
国　債 ４,２６９ ２４,６４６ ８９６ ２,３０４ ３２,１１５
地方債 ２０ １,３５３ ２６３ １,６３７
社　債 １,１８８ ６,１６２ １９３ １００ ７,６４４
株　式 １０,６９９ １０,６９９
その他の証券 ５ ２,２１６ ４ ２１１ ８９６ ３,３３３
外国証券 ５ ２,１１５ １ ２１１ ２３５ ２,５６８
うち外国債券 ５ ２,１１５ １ ２１１ ２,３３３
外国株式 ２３５ ２３５

その他の証券 １００ ２ ６６１ ７６５ーー
／／／／

ー

／／／／

ー
ーー
ー

ー
／／／／

ーー

／／／／

ー
ーー
ーー
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１６
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末

為替業務に関する指標（単体情報）

■内国為替取扱高 （単位：千口、億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
各地へ向けた分
口　数 ６３,２８１ １０７,０４６
金　額 １,０３４,４０６ １,６３０,６４８
各地より受けた分
口　数 ３３,４６２ ６５,２５１
金　額 ８０４,６９６ １,３１０,５２４
各地へ向けた分
口　数 ２,０３９ ２,５７８
金　額 ３９,８５３ ５８,９８６
各地より受けた分
口　数 ４４２ １,０７６
金　額 ６,８８９ ２１,２５９

送
金
為
替

代
金
取
立

■外国為替取扱高 （単位：億ドル）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
仕向為替
売渡為替 １９５ １７８
買入為替 ２３ ３５
被仕向為替
支払為替 １９７ １９０
取立為替 ２０ ３０
合　計 ４３６ ４３５

（注）取扱高は、海外店分を含んでいます。
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信託業務に関する指標（単体情報）

■信託財産残高表 （単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
資　産 貸出金 ３２６,０２８ ２３５,０５５

証書貸付 ３０８,４６３ ２２８,５７９
手形貸付 １７,５４６ ６,４４１
割引手形 １８ ３５
有価証券 １２７,３０９ １０２,５００
国　債 １０
地方債
社　債
株　式 ８０,１６３ ６６,０５９
外国証券 ４６,３７６ ３６,４４１
その他の証券 ７５９
投資信託有価証券
投資信託外国投資
信託受益権 ４,６５７ ３,５０４
受託有価証券 ２５５ ２８
貸付有価証券
金銭債権 ６８９,５９１ ５８５,９６３
その他の金銭債権 ６８９,５９１ ５８５,９６３
動産不動産 ２５６,９７０ ３６５,５２７
不動産 ２５６,９７０ ３６５,５２７
土地の賃借権 １,９７７ １,９７７
その他債権 ５,２２８ １３,３４９
コールローン
銀行勘定貸 ２６７,６００ ４０３,８４９
現金預け金 ４９,７４７ ２６,９９３
現　金 ０ ０
預け金 ４９,７４６ ２６,９９３
合　計 １,７２９,３６５ １,７３８,７４９

（単位：百万円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
負　債 指定金銭信託 ７０９,６００ ７１４,３２８

特定金銭信託
年金信託
財産形成給付信託 ２,４２２ ２,１１５
投資信託
金銭信託以外の金銭の信託 ０ ０
有価証券の信託 ２５５ ２８
金銭債権の信託 ６０２,１８４ ６０７,０６６
土地およびその定着物の信託 ２１３,６８５ ２１８,６５４
土地の賃借権の信託 ４,９１３ ４,９１９
包括信託 １９６,３０４ １９１,６３７
合　計 １,７２９,３６５ １,７３８,７４９

平成１５年３月末 平成１６年３月末 （単位：百万円）

（注）１. 共同信託他社管理財産 ７８,２９４ ７６,３２９
２. 元本補てん契約のある信託の貸出金 ２９１,４７５ ２２９,３０７

うち破綻先債権額 １,８７１ ３８３
延滞債権額 ７,９４７ ８,２７３
３ヵ月以上延滞債権額 ３７３ ８４９
貸出条件緩和債権額 ２２,９１８ ２２,９３３
合　計 ３３,１１０ ３２,４３８

３.「信託受益権」に含まれている資産管理を
目的として再信託を行っている金額

ーー

ーー
ーー
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ーー
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■元本補てん契約のある信託に係る金融再生法に基づく資産査定額 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
破産更生債権及びこれらに準ずる債権 ５１ １２
危険債権 ４６ ７３
要管理債権 ２３２ ２３７
正常債権 ２,５８３ １,９６８

■元本補てん契約のある信託の有価証券評価損益 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
帳簿価額 時　価 評価損益 帳簿価額 時　価 評価損益

うち益 うち損 うち益 うち損
株　式 ８０１ ６０１ △１９９ １ ２０１ ６６０ ５６５ △９５ ６ １０１
その他 ４５８ ４０５ △５３ ５３ ３５９ ３４２ △１７ １７
合　計 １,２６０ １,００６ △２５３ １ ２５５ １,０２０ ９０７ △１１２ ６ １１８

（注）１. 上場有価証券及び非上場有価証券のうち、時価相当額として価格の算定が可能なものについて、時価を付しております。
なお、株式については市場価格の月中平均としております。

２. １.以外については、帳簿価額を時価としております。
３.信託財産運用のために再信託された信託を含み､その内訳は次のとおりであります。

（単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
帳簿価額 時　価 評価損益 帳簿価額 時　価 評価損益

うち益 うち損 うち益 うち損
株　式 ６６０ ５６５ △９５ ６ １０１
その他 ４９ ４２ △６ ６８
合　計 ７１０ ６０８ △１０２ ６ １０８

（注）１. 上場有価証券及び非上場有価証券のうち、時価相当額として価格の算定が可能なものについて、時価を付しております。
なお、株式については市場価格の月中平均としております。

２. １.以外については、帳簿価額を時価としております。

ーーーーー
ーーーーーー

ーーーーー

ーー

■元本補てん契約のある信託の貸出金に係るリスク管理債権残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
破綻先債権 １８ ３
延滞債権 ７９ ８２
３ヵ月以上延滞債権 ３ ８
貸出条件緩和債権 ２２９ ２２９
リスク管理債権合計 ３３１ ３２４

■元本補てん契約のある信託の受入・運用状況 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
受入状況 元　本 ５,９６３ ５,６９０

債権償却準備金 ８ ７
その他 ６ △３
期末受託残高計 ５,９７８ ５,６９３

運用状況 貸出金 ２,９１４ ２,２９３
有価証券 １,２６０ １,０２０
その他 １,８０３ ２,３８０
期末運用残高計 ５,９７８ ５,６９３

（注）１. 当社は、貸付信託を取り扱っておりません。
２. 信託財産運用のために再信託された信託を含み、その内訳は次のとおりであります。

（単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
受入状況 元　本 ７１０

期末受託残高計 ７１０
運用状況 有価証券 ７１０

その他 ０
期末運用残高計 ７１０ー

ー
ー
ー
ー
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■金銭信託等の受入状況 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
金銭信託 元　本 ７,０８０ ７,１３９

その他 １５ ３
期末受託残高 ７,０９６ ７,１４３

財産形成給付信託 元　本 ２４ ２１
その他 ０ ０
期末受託残高 ２４ ２１

合　計 元　本 ７,１０４ ７,１６１
その他 １５ ３
期末受託残高 ７,１２０ ７,１６４

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■金銭信託等の運用状況 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
金銭信託 貸出金 ３,２５９ ２,３５０

有価証券 １,２６８ １,０２０
計 ４,５２７ ３,３７０

財産形成給付信託 貸出金 ０ ０
有価証券
計 ０ ０

合　計 貸出金 ３,２６０ ２,３５０
有価証券 １,２６８ １,０２０
計 ４,５２８ ３,３７０

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

ーー

■金銭信託等の貸出金科目別期末残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
証書貸付 ３,０８４ ２,２８５
手形貸付 １７５ ６４
割引手形 ０ ０
合　計 ３,２６０ ２,３５０

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■金銭信託の信託期間別元本残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
１年未満
１年以上２年未満 ３３２ ３８
２年以上５年未満 １,１０６ １,９２４
５年以上 ４,２９２ ３,５４６
その他のもの １,３４９ １,６３０
合　計 ７,０８０ ７,１３９

（注）その他のものは、金銭信託（１ヵ月据置型）及び、金銭信託（新１年据置型）です。

ーー
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■ 金銭信託等の貸出金業種別内訳 （単位：億円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
製造業 ６６ （２.０３） ３７ （１.５９）
農　業 １５ （０.４８） １４ （０.６３）
林　業 （ー） （ー）
漁　業 ０ （０.０２） ０ （０.０２）
鉱　業 （ー） （ー）
建設業 ３６ （１.１１） ２６ （１.１４）
電気・ガス・熱供給・水道業 ０ （０.００） （ー）
情報通信業 ０ （０.０２） ０ （０.０３）
運輸業 １４ （０.４５） １ （０.０８）
卸売・小売業 ９２ （２.８２） ６１ （２.６１）
金融・保険業 ６３６ （１９.５１） ４２２ （１７.９９）
不動産業 ６４３ （１９.７４） ３６１ （１５.３６）
各種サービス業 １９７ （６.０７） ９６ （４.０９）
地方公共団体 （ー） （ー）
その他 １,５５６ （４７.７５） １,３２７ （５６.４６）
合　計 ３,２６０ （１００.００） ２,３５０ （１００.００）

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

ーー

ー

ーー
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■ 金銭信託等の貸出金使途別内訳 （単位：億円、％）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
設備資金 ２,０１８ （６１.９） １,６３９ （６９.７）
運転資金 １,２４２ （３８.１） ７１１ （３０.３）
合　計 ３,２６０ （１００.０） ２,３５０ （１００.０）

（注）１.（ ）内は、構成比です。
２. 金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■金銭信託等の中小企業等向け貸出 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
信託勘定 総貸出金残高 （Ａ） ３,２６０ ２,３５０

中小企業等貸出金残高 （Ｂ） ２,５０９ １,９０９
（Ｂ）／（Ａ） （％） ７６.９８ ８１.２４

（注）1. 中小企業等とは、資本金３億円（ただし、卸売業は１億円、小売業、サービス業は５千万円）以下の会社又は常用する従業員が３００人（ただし、卸売業は１００人、小売業は５０人、
サービス業は１００人）以下の会社及び個人であります。

２. 金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■金銭信託等の貸出金契約期間別期末残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
１年以下 １７２ ９８
１年超３年以下 １１ ４８
３年超５年以下 １５ １２８
５年超７年以下 ２３ １０６
７年超 ３,０３９ １,９６９
合　計 ３,２６０ ２,３５０

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。
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■ 金銭信託等の貸出金担保別内訳 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
有価証券 ７０ ０
債　権 ９２ ６８
土地建物 ８０５ ３１４
工　場 １ ０
財　団 １９ １０
計 ９８８ ３９４
保　証 １,８６６ １,４６７
信　用 ４０４ ４８７
合　計 ３,２６０ ２,３５０

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

■ 金銭信託等の有価証券期末残高 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
国　債 ０
地方債
社　債
株　式 ８０１ ６６０
その他の証券 ４６６ ３５９
合　計 １,２６８ １,０２０

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を取り扱っておりません。

ーー
ーー
ー

■公益信託 （単位：件）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
受託件数 ４０ ３９

〈公益信託の受託状況〉
受託総件数４０件のうち、当行が単独幹事あるいは主幹事をつとめるもの（平成１６年３月末日現在）

信託目的　交通遺児や地域の学生に対し、奨学資金を援助し、
人材の育成を図るもの

基金名称 ・呉松辰夫・かつ子記念奨学基金
・八尾ライオンズクラブ交通遺児育英基金
・鳥羽市二光奨学基金
・片山和夫社会福祉奨学基金
・江東信用組合奨学基金
・石狩・後志交通遺児育英基金
・金谷寿一税理士育成基金
・アフラックがん遺児奨学基金

■土地信託 （単位：件）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
受託件数 ８ ４

■信託代理店 （単位：店）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
信託代理店数 ３１ ３０

信託目的　学術・医学研究・芸術・文化・福祉・地域振興活動・
自然環境の整備などに対して助成を行うもの

基金名称 ・八尾青少年育成いちょう基金
・寝屋川ふれあい基金
・椎名廣司記念上尾市地場産業振興開発基金
・三宅祐治教育基金
・杉林きみ子記念教育振興基金
・丸茂救急医学研究振興基金
・今井きみ記念ストレス関連疾患研究助成基金
・むさしの緑の基金
・かんぎん愛の社会福祉基金
・香川銀行高齢者生涯学習振興基金
・高橋信三記念放送文化振興基金
・グリーンプログラム２１（みどり基金）
・区制５０周年記念生野ふれ愛基金
・江森啓友・まさ子高齢者福祉基金
・村石久二障害者福祉基金
・西梅田まちづくり基金
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■公共債及び証券投資信託窓口販売実績 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
公共債 国　債 １０１ ７３

地方債･政保債 １６８ １９
合　計 ２６９ ９２

証券投資信託 １,２４５ ３,３９８
（注）公共債は募集の取扱高を表示しています。

■不動産業務 （単位：億円、件）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
不動産売買の媒介 件　数 ４,１４１ ４,０３４

金　額 ３,７４８ ３,７５２

■国内コマーシャル・ペーパー（ＣＰ）発行取扱実績 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
発行取扱実績 ９,２７０ ２６,８４３

■公共債引受額 （単位：億円）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
国　債 １,２１６ １,７２８
地方債･政保債 １,０７４ ２,６３４
合　計 ２,２９０ ４,３６２

附帯業務に関する指標（単体情報）

■代理貸付の取扱高 （単位：億円、件）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
中小企業金融公庫 件　数 ３１５ ２１２

金　額 ６５ ４３
住宅金融公庫 件　数 １６７,３３８ １５９,９８１

金　額 ２６,６７３ ２５,２３２
年金資金運用基金 件　数 ９０,２０２ ７７,９７２

金　額 ６,１１３ ５,１０８
雇用・能力開発機構 件　数 １７６ １７５

金　額 ２２ ２２
環境再生保全機構 件　数 ６ ６
（旧環境事業団） 金　額 ９ ７
石油公団 件　数 ０ ０

金　額 ０ ０
日本政策投資銀行 件　数 ９ １

金　額 ５ ０
その他 件　数 ３,５９０ ５,９６７

金　額 １４９ １７８
合　計 件　数 ２６１,６３６ ２４４,３１４

金　額 ３３,０３９ ３０,５９１
（注）その他は、福祉医療機構（旧社会福祉･医療事業団）、国民生活金融公庫（教育貸付分、環衛貸付分）、労働者健康福祉機構（旧労働福祉事業団）、農林漁業金融公庫、中小企業総合

事業団、勤労者退職金共済機構（中小企業退職金共済事業本部分）の合計です。
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経営諸比率の状況（単体情報）

■利　鞘 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
資金運用利回り 国内業務部門 １.６６ １.６７

国際業務部門 ２.６５ ２.１４
計 １.７０ １.７２

資金調達利回り 国内業務部門 ０.１９ ０.１４
国際業務部門 ２.３８ ２.６４
計 ０.２７ ０.２４

資金粗利鞘 国内業務部門 １.４７ １.５３
国際業務部門 ０.２７ △０.５０
計 １.４３ １.４８

（注）１.「国内業務部門」とは本邦店の円建諸取引であります。
２.「外部負債」＝コールマネー＋売渡手形＋借用金
３. 当社は、信託併営のため、信託業務にかかる経費が原価に加わり、他行との比較が困難であるため、経費を含まない資金粗利鞘で表示しています。

■利益率 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
総資産経常利益率
総資産当期純利益率
資本経常利益率
資本当期純利益率

経常（当期純）利益（注）１.総資産経常（当期純）利益率＝ 総資産（除く支払承諾見返）平均残高×１００

経常（当期純）利益
２. 資本経常（当期純）利益率＝資本勘定平均残高 ×１００

３. 平成１５年３月期、平成１６年３月期ともに、経常損失、当期純損失となったため、経常利益率及び当期純利益率はいずれも記載していません。

ーー
ーー
ーー
ーー

■業務粗利益率 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
業務粗利益率 国内業務部門 １.９２ １.６７

国際業務部門 ２.８２ ２.４９
計 １.９７ １.７４

業務粗利益（注）業務粗利益率＝資金運用勘定平均残高×１００

■預貸率 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
期末残高 国内業務部門 ９４.３５ ８８.４３

国際業務部門 ４８.９０ ５０.１０
計 ９３.５３ ８７.７９

期中平均 国内業務部門 ８６.３２ ９６.０９
国際業務部門 ５２.８８ ２９.７６
計 ８５.６４ ９４.８３

（注）預貸率＝貸出金／預金（譲渡性預金を含む）

■預証率 （単位：％）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
期末残高 国内業務部門 ２２.８１ ２５.１９

国際業務部門 ３３.８５ ７１.６４
計 ２３.００ ２５.９７

期中平均 国内業務部門 ２３.３０ ２５.１８
国際業務部門 ２１.０２ ５９.１６
計 ２３.２６ ２５.８３

（注）預証率＝有価証券／預金（譲渡性預金を含む）
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■１店舗当たりの預金・貸出金・信託資金量 （単位：億円、ヵ店）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
１店舗当たりの預金額 国内店 ７１０ ６７６

海外店
１店舗当たりの貸出金 国内店 ６６４ ５９３

海外店
１店舗当たりの金額 信託資金量 ２２ ２２
（信託勘定） 信託貸出金 １０ ７
営業店舗数 国内店 ３２２ ３１３

海外店
（注）１. 預金額には譲渡性預金を含んでいます。

２. 店舗数には出張所を含んでいません。
３. 信託資金量及び信託貸出金は各々、金銭信託、年金信託並びに財産形成給付信託の信託財産及び貸出金の合計額です。
４. 信託業務は、国内で取り扱っていますので、１店舗当たりの金額は、国内店舗数（出張所を除く）で算出しています。

ーー

ーー

ーー

■従業員１人当たりの預金・貸出金・信託資金量 （単位：億円、人）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
従業員１人当たりの預金額 国内店 ２３ ２５

海外店
従業員１人当たりの貸出金 国内店 ２２ ２２

海外店
従業員１人当たりの金額 信託資金量 ０ ０
（信託勘定） 信託貸出金 ０ ０
従業員数 国内店 ９,６５３ ８,１８９

海外店 ４１ １２
（注）１. 預金額には譲渡性預金を含んでいます。

２. 従業員数には、専任執行役員を含み、受入出向者を含んでおりません。なお、国内店の従業員数には本部人員を含んでおります。
３. 信託資金量及び信託貸出金は各々、金銭信託、年金信託並びに財産形成給付信託の信託財産及び貸出金の合計額です。
４. 信託業務は、国内で取り扱っていますので、従業員１人当たりの金額は、国内店の人員（本部人員を含む）で算出しています。
５. 海外店には海外駐在員事務所を含む。
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資本の状況他（単体情報）

■発行済株式総数、資本金等の推移

年月日 発行済株式 発行済株式 資本金増減額 資本金残高 資本準備金 資本準備金
総数増減数 総数残高 増減額 残高
（千株） （千株） （千円） （千円） （千円） （千円）

平成１１年４月１日～
平成１２年３月３１日 １０１,６９７ ２,７３８,６４８ ４６５,１５８,７８９ ４０５,４１９,６８４
（注）１
平成１２年４月１日～
平成１３年３月３１日 ５,１８９ ２,７４３,８３７ ４６５,１５８,７８９ ４０５,４１９,６８４
（注）１
平成１４年３月１日

２,７４３,８３７ △２２,０００,０００ ４４３,１５８,７８９ △９６９,８４５ ４０４,４４９,８３８
（注）２
平成１４年６月２５日

２,７４３,８３７ ４４３,１５８,７８９ △４０４,４４９,８３８
（注）３
平成１４年１０月１日

２００ ２,７４４,０３７ ４４３,１５８,７８９ １１,３８８,０５４ １１,３８８,０５４
（注）４
平成１５年３月１日

３,１５２,０７５ ５,８９６,１１３ ４４３,１５８,７８９ １４２,９２８,８８７ １５４,３１６,９４１
（注）５
平成１５年６月２５日

５,８９６,１１３ ４４３,１５８,７８９ △１５４,３１６,９４１
（注）３
平成１５年７月１日

６３,７２０,６６７ ６９,６１６,７８０ ９８０,０００,０００ １,４２３,１５８,７８９ ９８０,０００,０００ ９８０,０００,０００
（注）６
平成１５年８月１２日

６９,６１６,７８０ △３７１,３５９,２２０ １,０５１,７９９,５６９ ９８０,０００,０００
（注）７
平成１６年３月２９日

６９,６１６,７８０ △７７１,８７１,０６０ ２７９,９２８,５０８ △７００,０７１,４９１ ２７９,９２８,５０８
（注）８
平成１５年４月１日～
平成１６年３月３１日 １７,１５８ ６９,６３３,９３９ ２７９,９２８,５０８ ２７９,９２８,５０８
（注）９
（注）１. 甲種第一回優先株式の普通株式への転換

２. 大和銀信託銀行株式会社への会社分割
３. 未処理損失への充当
４. あさひ信託銀行株式会社との合併
５. 株式会社あさひ銀行との合併
６. 公的資金の受入により以下のとおり新株式を発行したため、発行済株式総数が６３,７２０,６６７千株、資本金が９８０,０００,０００千円、資本準備金が９８０,０００,０００千円増加しております。

新株式の種類 発行形態 発行価格 資本組入額
普通株式 有償 第三者（預金保険機構）割当 １株につき１１円４４銭 １株につき５円７２銭
第１種第一回優先株式
第２種第一回優先株式 有償 同上 １株につき４４円 １株につき２２円
第３種第一回優先株式

７. 商法第３７５条第１項の規定に基づく資本金取崩しによる繰越損失のてん補
８. 商法第３７５条第１項、ならびに商法第２８９条第２項及び銀行法第１８条第２項の規定に基づき、資本金及び資本準備金を取崩し、その他資本剰余金に振り替えたものであります。
９. 甲種第一回及び丁種第一回優先株式の普通株式への転換
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戊種第一回優先株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス ２４０,０００千株 １００.００％

計 ２４０,０００千株 １００.００％

丁種第一回優先株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス １５６千株 １００.００％

計 １５６千株 １００.００％

己種第一回優先株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス ８０,０００千株 １００.００％

計 ８０,０００千株 １００.００％

甲種第一回優先株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス ５,９７０千株 １００.００％

計 ５,９７０千株 １００.００％

乙種第一回優先株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス ６８０,０００千株 １００.００％

計 ６８０,０００千株 １００.００％

■大株主の状況
普通株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス ３０,８１９,５９５千株 １００.００％

計 ３０,８１９,５９５千株 １００.００％
（注）平成１５年７月１日、公的資金の受入に伴う新株式の発行により預金保険機構が主要株

主になりましたが、平成１５年８月７日、株式交換により株式会社りそなホールディング
スが主要株主になっております。

第１種第一回優先株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス １２,５００,０００千株 １００.００％

計 １２,５００,０００千株 １００.００％
（注）平成１５年７月１日、公的資金の受入に伴う新株式の発行により預金保険機構が主要株

主になりましたが、平成１５年８月７日、株式交換により株式会社りそなホールディング
スが主要株主になっております。

第３種第一回優先株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス １２,５００,０００千株 １００.００％

計 １２,５００,０００千株 １００.００％
（注）平成１５年７月１日、公的資金の受入に伴う新株式の発行により預金保険機構が主要株

主になりましたが、平成１５年８月７日、株式交換により株式会社りそなホールディング
スが主要株主になっております。

第２種第一回優先株式 （平成１６年３月３１日現在）

発行済株式総数
氏名又は名称 所有株式数 に対する所有

株式数の割合
株式会社りそなホールディングス １２,８０８,２１７千株 １００.００％

計 １２,８０８,２１７千株 １００.００％
（注）平成１５年７月１日、公的資金の受入に伴う新株式の発行により預金保険機構が主要株

主になりましたが、平成１５年８月７日、株式交換により株式会社りそなホールディング
スが主要株主になっております。

■店舗数 （単位：カ所）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
国　内 本支店 ３２２ ３１３

出張所 ５０ ４２
無人店舗（店外ＡＴＭ設置ヵ所） ５３６ ５２３
計 ９０８ ８７８

海　外 支　店
出張所
駐在員事務所 ６ ４
計 ６ ４
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自己資本比率の状況
自己資本比率は、銀行法第１４条の２の規定に基づく大蔵省告示に定められた算式に基づき、単体ベースと連結ベースの双方について算出しております。

■連結自己資本比率 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
（国内基準） （国内基準）

基本的項目 資本金 ４,４３１ ２,７９９
うち非累積的永久優先株 （注１）
新株式払込金
資本剰余金 ５２２ ４,０４４
利益剰余金 △４,４７０ △３９２
連結子会社の少数株主持分 ２,４５４ ２,７４７
うち海外特別目的会社の発行する優先出資証券 ２,１３９ ２,４９２
その他有価証券の評価差損（△） ３５７
自己株式払込金
自己株式（△）
為替換算調整勘定 △９５ △２０
営業権相当額（△）
連結調整勘定相当額（△） ２９
計 （Ａ） ２,４５５ ９,１７７
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （注２） ７０６ ７０６

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額 ６２１ ４９９
一般貸倒引当金 １,４３９ １,１７４
負債性資本調達手段等 ５,９３１ ５,６７９
うち永久劣後債務 （注３） ４,１１０ ３,８９３

期限付劣後債務及び期限付優先株 （注４） １,８２１ １,７８５
計 ７,９９２ ７,３５３
うち自己資本への算入額 （Ｂ） ２,４５５ ７,３５３

控除項目 （Ｃ）（注５） １３５ ３,１０４
自己資本額 計（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） ４,７７６ １３,４２５
リスク・アセット等 資産（オン･バランス）項目　 ２０３,３０２ １６４,１４５

オフ･バランス取引項目 ２７,０８８ ２３,８４８
計 （Ｅ） ２３０,３９１ １８７,９９４

連結自己資本比率＝（Ｄ）／（E）×１００ ２.０７％ ７.１４％
（注）１. 当社の資本金は株式種類毎に分別できないため、非累積的永久優先株の金額は記載しておりません。

２. 告示第２３条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ･アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む｡）
であります。

３. 告示第２４条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
(１) 無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
(２) 一定の場合を除き、償還されないものであること
(３) 業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
(４) 利払い義務の延期が認められるものであること

４. 告示第２４条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
５. 告示第２５条第１項第１号に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額、及び第２号に規定するものに対する投資に相当する額であります。

当社は、金融庁による「金融再生プログラム」の趣旨に則り、連結自己資本比率及び単体自己資本比率の算定に関し、新日本監査法人による外部監査を受けております。なお、本
外部監査は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律並びに証券取引法第１９３条の２の規定に基づく会計監査の一部ではありません。本外部監査は、当社及び監査法
人の間で合意された手順に基づき、自己資本比率の算定に係る当社の内部統制について、監査法人が調査の上、当社が報告を受けたもので、自己資本比率そのものについて意
見を表明されたものではありません。

ー
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■自動化機器設置台数 （単位：台）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
ＣＤ ４７ ６
ＡＴＭ ３,１２６ ２,９５３
合　計 ３,１７３ ２,９５９

（注）店舗外ＡＴＭは共同設置分を除いています。

■ご来店客数 （単位：千人）

平成１５年３月期 平成１６年３月期
ご来店客数 ５９５ ４５６

（注）期末月（３月）の１日平均です。
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■ 単体自己資本比率 （単位：億円）

平成１５年３月末 平成１６年３月末
（国内基準） （国内基準）

基本的項目 資本金 ４,４３１ ２,７９９
うち非累積的永久優先株 （注１）
新株式払込金
資本準備金 ２,７９９
その他資本剰余金 ７２２
利益準備金
任意積立金
次期繰越利益 △３,６８４ １０６
その他 ２,１６９ ２,４９１
その他有価証券の評価差損（△） ３５８
自己株式払込金
自己株式（△）
営業権相当額（△）
計 （Ａ） ２,５５８ ８,９１９
うちステップ・アップ金利条項付の優先出資証券 （注２） ７０６ ７０６

補完的項目 土地の再評価額と再評価の直前の帳簿価額の差額の４５％相当額 ６２１ ４９９
一般貸倒引当金 １,３２７ １,０６３
負債性資本調達手段等 ５,９３１ ５,６７９
うち永久劣後債務 （注３） ４,１１０ ３,８９３

期限付劣後債務及び期限付優先株 （注４） １,８２１ １,７８５
計 ７,８７９ ７,２４２
うち自己資本への算入額 （Ｂ） ２,５５８ ７,２４２

控除項目 （Ｃ）（注５） ２８０ ３,２７３
自己資本額 計（Ａ）＋（Ｂ）－（Ｃ） （Ｄ） ４,８３６ １２,８８７
リスク・アセット等 資産（オン･バランス）項目 １９８,７４４ １６０,６６８

オフ･バランス取引項目 １３,６３１ ９,４７９
計 （Ｅ） ２１２,３７６ １７０,１４８

単体自己資本比率＝（Ｄ）／（E）×１００ ２.２７％ ７.５７％
（注）１. 当社の資本金は株式種類毎に分別できないため、非累積的永久優先株の金額は記載しておりません。

２. 告示第３０条第２項に掲げるもの、すなわち、ステップ･アップ金利等の特約を付すなど償還を行う蓋然性を有する株式等（海外特別目的会社の発行する優先出資証券を含む｡）
であります。
３. 告示第３１条第１項第３号に掲げる負債性資本調達手段で次に掲げる性質のすべてを有するものであります。
（１）無担保で、かつ、他の債務に劣後する払込済のものであること
（２）一定の場合を除き、償還されないものであること
（３）業務を継続しながら損失の補てんに充当されるものであること
（４）利払い義務の延期が認められるものであること
４. 告示第３１条第１項第４号及び第５号に掲げるものであります。ただし、期限付劣後債務は契約時における償還期間が５年を超えるものに限られております。
５. 告示第３２条第１項に掲げる他の金融機関の資本調達手段の意図的な保有相当額であります。

当社は、金融庁による「金融再生プログラム」の趣旨に則り、連結自己資本比率及び単体自己資本比率の算定に関し、新日本監査法人による外部監査を受けております。なお、本
外部監査は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律並びに証券取引法第１９３条の２の規定に基づく会計監査の一部ではありません。本外部監査は、当社及び監査法
人の間で合意された手順に基づき、自己資本比率の算定に係る当社の内部統制について、監査法人が調査の上、当社が報告を受けたもので、自己資本比率そのものについて意
見を表明されたものではありません。

ーー
ーー
ーー
ー

ーー
ーー

ー
ー

ーー
ーー
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■優先出資証券の概要
当社では、「海外特別目的会社の発行する優先出資証券」を以下のとおり発行し、連結自己資本比率（国内基準）及び単体自己資本比率（国内基準）における自己資本の「基本的項目」に計上してお

ります。

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ(Ｃａｙｍａｎ)３Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２５年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ６８１億５,０００万円
払　　　　　込　　　　　日 平成１４年９月２７日
配　　　　　当　　　　　率 平成２５年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・

アップなし。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券

に対して満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書（注）１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書（注）２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式（注）３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配

当は、可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）３Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２４年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ７１８億８,０００万円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年２月２０日
配　　　　　当　　　　　率 平成２４年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。ステップ・

アップあり。
配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券

に対して満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書（注）１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書（注）２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式（注）３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益（注）４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配

当は、可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位
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発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＣａｐｉｔａｌ（Ｃａｙｍａｎ）６Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２０年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ＳｅｒｉｅｓＡ ３３０億円

ＳｅｒｉｅｓＢ ２０２億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年３月２８日
配　　　　　当　　　　　率 ＳｅｒｉｅｓＡ 平成２０年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。

ステップ・アップなし。
ＳｅｒｉｅｓＢ 変動配当率。ステップ・アップなし。

配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券

に対して満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書(注)１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書(注)２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式(注)３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益(注)４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配

当は、可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

発　　　　　行　　　　　体 ＲｅｓｏｎａＰｒｅｆｅｒｒｅｄＳｅｃｕｒｉｔｉｅｓ（Ｃａｙｍａｎ）６Ｌｉｍｉｔｅｄ
発　行　証　券　の　種　類 配当非累積型永久優先出資証券（以下「本優先出資証券」）
償　　　還　　　期　　　日 定めなし
任　　　意　　　償　　　還 平成２０年７月以降の各配当支払日に任意償還可能（ただし、金融庁の事前承認が必要）
発　　　行　　　総　　　額 ＳｅｒｉｅｓＡ ３２６億円

ＳｅｒｉｅｓＢ ２４９億円
払　　　　　込　　　　　日 平成１５年３月２８日
配　　　　　当　　　　　率 Ｓｅｒｉｅｓ Ａ 平成２０年７月の配当支払日までの各配当期間については固定配当率。それ以降の配当期間については変動配当率が適用される。

ステップ・アップなし。
ＳｅｒｉｅｓＢ 変動配当率。ステップ・アップなし。

配　 当　 支　 払　 日 毎年７月５日。ただし当該日が営業日でない場合は翌営業日とする。
強 制 配 当 条 項 ある会計年度について当社普通株式に対する配当を行った場合、その会計年度終了直後の配当支払日（強制配当支払日）に、本優先出資証券

に対して満額の配当を行わなければならない。ただし、以下の条件による制約を受ける。
（１）損失吸収事由証明書(注)１が交付されていないという条件
（２）優先株式配当制限が生じていないという条件（生じた場合には適用された限度まで配当が制限される）
（３）配当可能利益制限証明書(注)２が交付されていないという条件（交付された場合には適用された限度まで配当が制限される）

優 先 株 式 配 当 制 限 当社優先株式(注)３への配当が減額された場合には本優先出資証券への配当は、同じ割合となる金額まで制限される。
配 当 可 能 利 益 制 限 可処分配当可能利益(注)４不足（可処分配当可能利益の額が配当金総額を下回る場合）が発生した場合は、本優先出資証券に対して支払われる配

当は、可処分配当可能利益に制限される。
配 当 停 止 条 件 以下のいずれかの事由が発生した場合、本優先出資証券への配当の支払は停止され、停止された配当は翌期以降に累積しない。

（１）当社が損失吸収事由証明書を交付した場合
（２）当社優先株式に対する配当を支払わなかった場合
（３）当社の可処分配当可能利益がない場合
（４）配当支払日が強制配当日でなく、かつ当社が当該配当支払日に一切配当を支払わないことを指示する旨の配当制限通知書を交付した場合

残　余　財　産　請　求　権 当社優先株式と実質的に同順位

（注）１. 損失吸収事由証明書
当社に財政危機または潜在的な財政危機に伴う一定の事由（損失吸収事由）が発生し継続している場合に当社が発行体に交付する証明書。（ただし、損失吸収事由が以下の④
の場合には、その交付は当社の裁量による。）損失吸収事由とは、当社につき、以下の事由が発生する場合をいう。
①清算事由の発生（清算手続の開始、破産宣告、清算的更生計画作成許可、清算的再生計画提出）
②会社更生法に基づく会社更生手続の開始決定、商法に基づく会社整理手続の開始決定、民事再生法に基づく民事再生手続の開始決定がなされた場合、または、破産法に基
づく強制和議のための債権者集会開催通知が当社の債権者に送付された場合
③監督当局が、当社が支払不能または債務超過の状態にあること、もしくは当社を公的管理下におくことまたは第三者に譲渡することを宣言した場合
④連結自己資本比率または基本的項目の比率が、銀行規制により要求される最低水準を下回っているか、または当該配当により下回ることとなる場合
⑤債務不履行またはその恐れのある場合、または当該配当により債務不履行またはその恐れのある場合
⑥債務超過であるか、当該配当により債務超過となる場合

２. 配当可能利益制限証明書
当社のある会計年度の可処分配当可能利益が当該会計年度中に到来する本優先出資証券の配当支払日における配当金総額を下回る場合に当社が発行体に交付する、当該会
計年度の可処分配当可能利益を記載した証明書。

３. 当社優先株式
当社により直接発行され、配当支払に関して最も優先順位の高い優先株式。

４. 可処分配当可能利益
可処分配当可能利益とは、ある会計年度の直前の会計年度に係る当社の配当可能利益から、当該会計年度中に当社優先株式に対して既に支払われた配当額と今後支払われ
る予定配当額（ただし、当該会計年度に当社優先株式に支払われる中間配当は可処分配当可能利益の計算上は考慮しない。）の合計額を控除したもの。ただし、当社の子会社
によって発行され、配当請求権、議決権、及び清算時における権利が当社の財務状況及び経営業績によって決定され、本優先出資証券が発行体に対して有する劣後関係と同
様の関係を有する証券が存在する場合には、可処分配当可能利益の調整を行う。
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貸借対照表の「有価証券」のほか、「現金預け金」中の譲渡性預け金、「買入金銭債権」中のコマーシャル・ペーパー、並びに「特定取引資産」中の商品有価証券、短期社債、譲渡性預け金
及びコマーシャル・ペーパーを含めて記載しております。

■満期保有目的の債券で時価のあるもの（単体・連結）

平成１５年３月末 （単位：億円）

単　体 連結（参考）

国　債
地方債
社　債
その他
合　計

（注）１. 時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

平成１６年３月末 （単位：億円）

単　体 連結（参考）

国　債
地方債
社　債
その他
合　計

（注）１. 時価は、期末日における市場価格等に基づいております。
２.「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

貸借対照表
計上額

ー
ー
ー
ー
ー

時　価

ー
ー
ー
ー
ー

差　額

ー
ー
ー
ー
ー

うち益

ー
ー
ー
ー
ー

うち損

ー
ー
ー
ー
ー

連結貸借
対照表計上額

０

０

ー
ー
ー

時　価

０

０

ー
ー
ー

差　額

０

０

ー
ー
ー

うち益

０

０

ー
ー
ー

うち損

ー
ー
ー
ー
ー

■売買目的有価証券（単体・連結） （単位：億円）

単体 連結（参考）

平成１５年３月末
平成１６年３月末

当期の損益に
含まれた評価差額

１
△０

貸借対照表計上額

４,４２３
４,８７７

連結貸借対照表計上額

４,５０１
４,９６４

当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

２
０

貸借対照表
計上額

ー
ー
ー
ー
ー

時　価

ー
ー
ー
ー
ー

差　額

ー
ー
ー
ー
ー

うち益

ー
ー
ー
ー
ー

うち損

ー
ー
ー
ー
ー

連結貸借
対照表計上額

０

０
ー
ー
ー

時　価

０

０
ー
ー
ー

差　額

△０

△０
ー
ー
ー

うち益

ー

ー
ー
ー
ー

うち損

０

０
ー
ー
ー

有価証券の時価等情報

■子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（単体） （単位：億円）

単　体

子会社株式
関連会社株式
合　計
子会社株式
関連会社株式
合　計

貸借対照表
計上額

３１３

３１３
３１３

３１３

ー

ー

時　価

１５８

１５８
７２９

７２９

ー

ー

差　額

△１５４

△１５４
４１５

４１５

ー

ー

うち益

４１５

４１５

ー

ー
ー
ー

うち損

１５４

１５４

ー
ー
ー

ー
３
月
末

平
成
15
年

３
月
末

平
成
16
年
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（単位：億円）

単　体 連結（参考）

株　式
債　券
国　債
地方債
社　債

その他
合　計

（注）時価は、株式については期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に、また、それ以外については期末日における市場価格等に、それぞれ基づいております。

■その他有価証券で時価のあるもの（単体・連結） （単位：億円）

単　体 連結（参考）

株　式
債　券
国　債
地方債
社　債

その他
合　計

（注）時価は、株式については期末前１ヵ月の市場価格の平均に基づいて算定された額に、また、それ以外については期末日における市場価格等に、それぞれ基づいております。

取得原価

５,１８３
３８,２３２
３２,１３７
１,６３５
４,４５８
２,８３６
４６,２５２

貸借対照表
計上額

７,１１８
３８,２１９
３２,１１５
１,６３７
４,４６６
２,９４６
４８,２８５

評価差額

１,９３５
△１２
△２２
１
８

１１０
２,０３３

うち益

２,０１１
８９
６１
１５
１２
１２１
２,２２３

うち損

７６
１０２
８３
１３
４
１１
１９０

取得原価

５,２１５
３８,２３２
３２,１３７
１,６３５
４,４５８
２,８３７
４６,２８５

連結貸借
対照表計上額

７,１８９
３８,２１９
３２,１１５
１,６３７
４,４６６
２,９４７
４８,３５７

評価差額

１,９７３
△１２
△２２
１
８

１１０
２,０７１

うち益

２,０５１
８９
６１
１５
１２
１２１
２,２６２

うち損

７７
１０２
８３
１３
４
１１
１９０

取得原価

１１,６７２
３３,８２５
３０,６３１
９８５
２,２０９
１,４５２
４６,９５０

貸借対照表
計上額

１１,１５７
３３,９７０
３０,７３８
１,００７
２,２２４
１,４６４
４６,５９２

評価差額

△５１５
１４４
１０６
２２
１５
１１

△３５８

うち益

４４２
１４７
１０７
２３
１５
３１
６２１

うち損

９５７
２
０
１
０
１９
９７９

取得原価

１１,８２５
３３,８４６
３０,６５２
９８５
２,２０９
１,４６９
４７,１４２

連結貸借
対照表計上額

１１,３２０
３３,９９１
３０,７５９
１,００７
２,２２４
１,４８１
４６,７９３

評価差額

△５０５
１４４
１０６
２２
１５
１１

△３４８

うち益

４６２
１４７
１０７
２３
１５
３１
６４１

うち損

９６８
２
０
１
０
１９
９９０

平成１６年３月末

平成１５年３月末

■時価のない有価証券の主な内容及び貸借対照表計上額（単体・連結） （単位：億円）

単　体 連結（参考）
満期保有目的の債券 譲渡性預け金

買入金銭債権
子会社株式及び 子会社株式
関連会社株式 関連会社株式
その他有価証券 非上場内国債券

非上場株式（店頭売買株式を除く）
非上場外国証券

満期保有目的の債券 譲渡性預け金
買入金銭債権

子会社株式及び 子会社株式
関連会社株式 関連会社株式
その他有価証券 非上場内国債券

非上場株式（店頭売買株式を除く）
非上場外国証券

１,６５２
１８０
２,２８２
１,３９４
２０３

７７６
１７０
３,１７７
２,０３７
２０１

ー
ー

ー
ー ４６

９９
６

１９８
２,３０４
１,５８１
２０５
４５

０
１７７
３,１９３
２,２１３
２０２

ー

平
成
15
年
３
月
末

平
成
16
年
３
月
末
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■満期があるその他有価証券及び満期保有目的の債券の償還予定額（単体・連結） （単位：億円）

単　体 連結（参考）

債　券
国　債
地方債
社　債

その他
合　計
債　券
国　債
地方債
社　債

その他
合　計

１年以内

９,２９３
８,６８２
１７
５９３
８５７

１０,１５１
５,４７７
４,２６９
２０

１,１８８
５

５,４８２

１年超
５年以内

２４,０５３
１９,７２４
６２５
３,７０３
１４５

２４,１９８
３２,１６２
２４,６４６
１,３５３
６,１６２
２,２１６
３４,３７８

５年超
１０年以内

２,８９６
２,３３０
３６４
２０１
２９

２,９２６
１,３５２
８９６
２６３
１９３
４

１,３５６

１０年超

７

７
１２２
１２９
２,４０４
２,３０４

１００
２１１
２,６１６

ー

ー
ー

１年以内

９,３２２
８,７０４
１７
６００
１,００４
１０,３２６
５,４８３
４,２６９
２０

１,１９３
５０

５,５３３

１年超
５年以内

２４,０６６
１９,７２４
６２５
３,７１６
１４５

２４,２１１
３２,１７２
２４,６４６
１,３５３
６,１７１
２,２１６
３４,３８８

５年超
１０年以内

２,８９９
２,３３０
３６４
２０３
２９

２,９２８
１,３５３
８９６
２６３
１９４
４

１,３５７

１０年超

７

７
１２２
１２９
２,４０４
２,３０４

１００
２１１
２,６１６

ー

ー
ー

平
成
15
年
３
月
末

平
成
16
年
３
月
末

■金銭の信託関係（単体・連結） （単位：億円）

単　体 連結（参考）

平成１５年３月末　運用目的の金銭の信託
平成１６年３月末　運用目的の金銭の信託

当期の損益に
含まれた評価差額

ー
ー

貸借対照表計上額

７０４
ー

連結貸借対照表計上額

７０４
ー

当連結会計年度の損益
に含まれた評価差額

ー
ー

（注）１. 満期保有目的の金銭の信託はありません。
２. 時価のあるその他の金銭の信託はありません。
なお、時価のないその他の金銭の信託（平成１５年３月末２７百万円、平成１６年３月末７０,５００百万円）については、貸借対照表上、取得原価で計上しております。
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デリバティブ取引情報

■金利関連取引（単体・連結）

（注）１. 上記取引については、時価評価を行い、評価損益を（連結）損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引は、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等の最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

売　建
買　建
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動
売　建
買　建
売　建
買　建
売　建
買　建

売　建
買　建
受取固定・支払変動
受取変動・支払固定
受取変動・支払変動
売　建
買　建
売　建
買　建
売　建
買　建

契約額等
うち1年超

評価損益 契約額等
うち1年超

評価損益

取引所

店　頭

合　計
取引所

店　頭

合　計

金利先物

金利スワップ

キャップ

フロアー

スワップション

金利先物

金利スワップ

キャップ

フロアー

スワップション

単　体 連結（参考）

（単位：億円）

１,１５７
２,２５０
１８,２７８
１９,３２３
３,０９５
３,４８１
２,９３９
１２０
１６８
０

１,５８４
１,０９３
４２,４６６
４２,６７８
８,２３３
２,７９４
２,１６０
１００
１５４
５１
５０

／

／
ー

１３８
１２４

１４,６３７
１３,７４５
２,６３３
１,１８６
９７４
１２０
１６６
０

２８７
１７０

２９,７９１
２８,７１１
６,０７８
１,７５１
１,３８５
１００
１５２
５１
５０

／

／
ー

時　価

△０
０

４８９
△３１６
０
２６
１４
４
６
０

１６２
０
△０
６５９
△４５７
△２
８
７
３
４
1
1

２００

ー

△０
０

４８９
△３１６
０
２１
△６
△４
５
△０

１８９
０
△０
１０９
１７０
△２
１５
△１
△２
２
０
０

２９３

ー

１,１５７
２,２５０
１８,２７８
１９,３２３
３,０９５
３,４８１
２,９３９
１２０
１６８
０

１,５８４
１,０９３
４２,４６６
４２,６７８
８,２３３
２,７９４
２,１６０
１００
１５４
５１
５０

／

／
ー

１３８
１２４

１４,６３７
１３,７４５
２,６３３
１,１８６
９７４
１２０
１６６
０

２８７
１７０

２９,７９１
２８,７１１
６,０７８
１,７５１
１,３８５
１００
１５２
５１
５０

／

／
ー

時　価

△０
０

４８９
△３１６
０
２６
１４
４
６
０

１６２
０
△０
６５９
△４５７
△２
８
７
３
４
１
１

２００

ー

△０
０

４８９
△３１６
０
２１
△６
△４
５
△０

１８９
０
△０
１０９
１７０
△２
１５
△１
△２
２
０
０

２９３

ー

平
成
15
年
３
月
末

平
成
16
年
３
月
末

■通貨関連取引（単体・連結）

（注）１. 上記取引については時価会計を行い、評価損益を（連結）損益計算書に計上しております。
なお、「平成１６年３月末」については、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引及び外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照
表表示に反映されているもの、又は当該外貨建金銭債権債務等が連結手続上消去されたものについては、上記記載から除いております。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京金融先物取引所等の最終の価格によっております。店頭取引については、割引現在価値やオプション価格計算モデル等により算定しております。

３.「平成１５年３月末」については、「銀行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号）に規定する
経過措置に基づき、期間損益計算を行っている通貨スワップ取引については、上記記載から除いております。
期間損益計算を行っている通貨スワップ取引の契約額等は、下記のとおりであります。

店　頭 通貨スワップ
為替予約

合　計
店　頭 通貨スワップ

為替予約

通貨オプション

合　計

契約額等

単　体 連結（参考）

（単位：億円）

９,２７０

９,１５１
２,７４１
３,７１６
１５,２８６
１５,４９０

／

／
／
／

６,９８３

７,７２５
１６４
７７２
２,８４０
２,８０２

／

／
／
／

時　価

６

６
△３０
５３
△６７
４４０
４８９
４

／
／

評価損益

６

６
７６
５３
△６７
△２１
１４８
１８９

／
／

契約額等

９,２７０
１
８

９,１５１
２,７５３
３,７２９
１５,２８６
１５,４９０

／

／

うち１年超

６,９８３

７,７２５
１６４
７７２
２,８４０
２,８０２

／

／
ー
ー

時　価

６
△０
△０
６

△３０
５３
△６７
４４０
４８９
４

評価損益

６
△０
△０
６
７６
５３
△６７
△２１
１４８
１８９

平
成
15
年
３
月
末

平
成
16
年
３
月
末

売　建
買　建

売　建
買　建
売　建
買　建

また、同様に、先物為替予約、通貨オプション等については、期末日に引直しを行い、その損益を（連結）損益計算書に計上していますので、上記記載から除いております。
引直しを行っている通貨関連のデリバティブ取引の契約額等は、下記のとおりであります。
なお、外貨建金銭債権債務等に付されたもので当該外貨建金銭債権債務等の連結貸借対照表表示に反映されているもの、又は、当該外貨建債権債務等が連結手続上消去された
ものについては、連結の記載から除外しております。

平成１５年３月末　通貨スワップ ８４１
契約額等

５
時　価

５
評価損益

８４１
契約額等

５
時　価

５
評価損益

単　体 連結（参考）

（単位：億円）

うち１年超
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店　頭 為替予約

通貨オプション

売　建
買　建
売　建
買　建

契約額等 契約額等
単　体 連結（参考）

（単位：億円）

３,２２３
３,９０３
１１,４６３
１２,５１８

３,２５５
３,９０３
１１,４６３
１２,５１８

平
成
15
年
３
月
末

■株式関連取引（単体・連結）

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を（連結）損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。

取引所　 株式指数先物

合　計
取引所　 株式指数先物

株式指数オプション

合　計

契約額等
うち１年超

単　体 連結（参考）

（単位：億円）

／
ー
ー
ー
ー
／
ー
ー

／
ー
ー
ー
ー
／
ー
ー

時　価

／
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

評価損益

／
ー
ー
ー
ー
ー
ー
ー

契約額等

０

７

１

／

ー
ー

／
ー

うち１年超

／
ー
ー
ー
ー
／
ー
ー

時　価

０

０
△０

０
△０

ー
ー

ー

評価損益

０

０
△０

△０
△０

ー
ー

ー
３
月
末

平
成
15
年

３
月
末

平
成
16
年

売　建
買　建

売　建
買　建
売　建
買　建

■債券関連取引（単体・連結）

（注）１. 上記取引については時価評価を行い、評価損益を（連結）損益計算書に計上しております。
なお、ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。

２. 時価の算定
取引所取引については、東京証券取引所等における最終の価格によっております。

取引所　債券先物

債券先物オプション

合　計
取引所　債券先物

債券先物オプション

合　計

契約額等
うち１年超

単　体 連結（参考）

（単位：億円）

２

５
１３

／
ー
ー

／
ー
ー
ー

／
ー
ー
ー
ー
／
ー
ー
ー
ー

時　価

△０

△０
０
△０

△０
ー
ー

ー
ー
ー

評価損益

△０

△０
０
△０

△０
ー
ー

ー
ー
ー

契約額等

９

２７
３３

１３

／

ー

／
ー
ー
ー

うち１年超

／
ー
ー
ー
ー
／
ー
ー
ー
ー

時　価

△０

△０
０
△０

０
△０

ー

ー
ー
ー

評価損益

△０

△０
０
△０

０
△０

ー

ー
ー
ー

平
成
15
年
３
月
末

平
成
16
年
３
月
末

売　建
買　建
売　建
買　建

売　建
買　建
売　建
買　建

■商品関連取引／クレジットデリバティブ取引（単体・連結）

平成１５年３月末　該当ありません。

平成１６年３月末　該当ありません。

■トレーディング取引のVaR実績値
最大値 最小値 平均値

５
５
５

１
２
０

２
３
２

（注）ＶａＲの範囲、前提等
１. 対象範囲：（平成１５年３月期）

当社及びコスモ証券株式会社のトレーディング取引
（ただし、コスモ証券株式会社のオプション性リスク、株式関連リスクを除く）
（平成１６年３月期）
当社のトレーディング取引

２. 対象期間：（平成１５年３月期）
平成１４年４月１日から平成１５年２月２８日まで（合併前）
平成１５年３月１日から平成１５年３月３１日まで（合併後）
（平成１６年３月期）
平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日まで

３. 信頼水準：片側９９％
４. 保有期間：１０日

（単位：億円）

平成１５年３月期　　 合併前
合併後

平成１６年３月期　　
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主要な業務の内容

（Ａ）預金業務
(ａ)預　金 当座預金、普通預金、貯蓄預金、通知預金、定期預金、定期積金、別段預金、納税準備預金、非居

住者円預金、外貨預金等を取り扱っております。
(ｂ)譲渡性預金 譲渡可能な定期預金を取り扱っております。

（Ｂ）貸出業務
(ａ)貸　付　 手形貸付、証書貸付および当座貸越を取り扱っております。
(ｂ)手形の割引 銀行引受手形、商業手形および荷付為替手形の割引を取り扱っております。

（Ｃ）商品有価証券売買業務 国債等公共債の売買業務を行っております。
（Ｄ）有価証券投資業務 預金の支払準備および資金運用のため国債、地方債、社債、株式、その他の証券に投資しており

ます。
（Ｅ）内国為替業務 送金為替、当座振込および代金取立等を取り扱っております。
（Ｆ）外国為替業務 輸出、輸入および外国送金その他外国為替に関する各種業務を行っております。
（Ｇ）社債受託および登録業務 担保附社債信託法による社債の受託業務、公社債の募集受託および登録に関する業務を行って

おります。
（Ｈ）金融先物取引等の受託等業務 金融先物・オプション取引、証券先物・オプション取引の受託および金利先渡取引・為替先渡取引

業務を行っております。

（Ｉ）信託業務
（ａ）金銭信託

信託引受の際に信託財産として金銭を受け入れ、これを貸
付金、有価証券等に運用し、信託終了の際は金銭をもって
受益者に交付する信託です。

◯指定金銭信託
金銭信託のうち、信託財産たる金銭の運用方法を貸付あ
るいは公社債への投資等契約により委託者が指定するも
のです。

（ｂ）財産形成給付信託
財産形成給付金信託契約に基づき、企業より拠出される
掛金を信託財産として受け入れ、これを契約により委託者
があらかじめ指定するものに運用することによって従業員
等に給付金を支給する信託（財産形成給付金信託）と、財
産形成基金信託契約に基づき、勤労者財産形成基金より
拠出される掛金を信託財産として受け入れ、これを契約に
より委託者があらかじめ指定するものに運用することに
よって基金の加入員等に給付金を支給する信託（財産形
成基金信託）です。
財産形成給付金信託および財産形成基金信託で受託した信
託金の効率的な運用を図るため財産形成投資基金信託に
再信託し、貸付、公社債等に投資運用することもあります。

（ｃ）金銭債権の信託
金銭債権の管理、処分および資金調達等を目的とする信
託であり、現在では銀行の保有する貸付債権の信託、企
業が保有する売掛債権やリース債権等の信託がこの形態
で利用されています。

（ｄ）土地およびその定着物の信託
不動産信託ともいわれ、土地、建物等の管理または処分
を目的とする信託です。

（ｅ）地上権の信託
地上権の保全活用を目的とする信託です。

（ｆ）土地の賃借権の信託
土地の賃借権の保全活用を目的とする信託です。

（ｇ）包括信託
信託引受の際に信託財産として、財産の種類（金銭、有価
証券、金銭債権など）を異にする２つ以上の財産を一信託
契約により受け入れる信託です。

（ｈ）信託代理店業務
りそな信託銀行の信託代理店として取り扱う業務です。
・年金信託
・特定金銭信託
・単独運用指定金銭信託等

（Ｊ）附帯業務
（ａ）代理業務

◯日本銀行代理店、日本銀行歳入代理店および国債代
理店業務
◯地方公共団体の公金取扱業務
◯中小企業退職金共済事業団等の代理店業務
◯中小企業金融公庫等の代理貸付業務
◯株式払込金の受入代理業務および株式配当金、公社
債元利金の支払代理業務

（ｂ）保護預りおよび貸金庫業務
（ｃ）有価証券の貸付
（ｄ）債務の保証（支払承諾）
（ｅ）金の売買
（ｆ）公共債の引受
（ｇ）国債等公共債および証券投資信託の窓口販売
（ｈ）損害保険および生命保険の窓口販売

（ｉ）コマーシャル・ペーパー等の取り扱い
（ｊ）不動産売買の媒介
（ｋ）不動産貸借の媒介
（ｌ）不動産の鑑定評価
（ｍ）金銭貸借の媒介
（ｎ）財産に関する遺言の執行
（ｏ）次の事項に関する代理業務

◯財産の取得、管理、処分または貸借
◯財産の整理または清算
◯債権の取立
◯債務の履行

（ｐ）スポーツ振興投票業務
スポーツ振興投票業務の受託金融機関として、受託業務
全般の管理・監督や資金の管理・運用などを行っています。
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組　織
■組織図（平成１６年６月３０日現在）

お

客

さ

ま

お

客

さ

ま

監
査
委
員
会

地

域

・

独

立

店

・

営

業

部

・

公

務

部

・

不

動

産

部

地

域

・

独

立

店

・

営

業

部

・

公

務

部

・

不

動

産

部

東京営業サポート部

東京お客さまサービス室

東京カスタマーセンター

東京個人ソリューション室

東京法人ソリューション室

大阪お客さまサービス室

大阪カスタマーセンター

大阪個人ソリューション室

大阪法人ソリューション室

大阪営業サポート部

コーポレート事業部

ローン事業部

市場トレーディング室

国際業務室

東京・大阪ローン推進室

住宅金融業務センター

クレジットセンター 不動産事業部

融資企画部

大阪融資第一部

東京融資第一部

大阪融資第二部

東京融資第二部

融資管理部

事業再生統括室

企業調査室

大阪企業融資室

東京企業融資室

マーケティング戦略部スポーツ振興投票室

金融基礎研究所

eビジネス室

内部監査部

リスク統括部

コンプライアンス統括部

企画部

競争力向上室

統合推進室

人材サービス部

業務サービス部

システム部

市場業務管理室

管財室

研修室

人材開発室

事務センター

クイックロビー運営センター

外国事務センター

大阪融資事務センター

事務エリアセンター

コ
ー
ポ
レ
ー
ト
ガ
バ
ナ
ン
ス
事
務
局

取

締

役

会

代

表

執

行

役

経
営
会
議

監
査
委
員
会
事
務
局

指
名
委
員
会

報
酬
委
員
会

営業推進本部

総合資金部

信託業務部信託運用室

投資運用室



り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

89

■取締役 （平成１６年６月２４日現在）

役職名 氏名 兼職
取締役兼代表執行役会長 細谷　英二 (株)りそなホールディングス取締役
指名委員会委員 兼代表執行役会長
報酬委員会委員

取締役兼代表執行役社長 野村　正朗

取締役兼代表執行役副社長 西島　康二

取締役兼代表執行役 川田　憲治 （株）りそなホールディングス取締役
兼代表執行役社長

取締役 井関　博文
監査委員会委員

取締役（社外） 荒川　洋二 弁護士
監査委員会委員 (株)りそなホールディングス取締役（社外）

取締役（社外） 井上　輝一 トヨタ自動車(株)顧問
監査委員会委員 豊田合成（株）監査役

(株)りそなホールディングス取締役（社外）

取締役（社外） 小池　俊二 (株)サンリット産業代表取締役社長
報酬委員会委員長 (株)りそなホールディングス取締役（社外）

取締役（社外） 箭内　　昇 アローコンサルティング事務所代表
監査委員会委員長 (株)りそなホールディングス取締役（社外）

取締役（社外） 林野　　宏 (株)クレディセゾン代表取締役社長
指名委員会委員長 (株)りそなホールディングス取締役（社外）

取締役（社外） 渡邉　正太郎 社団法人経済同友会副代表幹事･専務理事
指名委員会委員 (株)りそなホールディングス取締役（社外）
報酬委員会委員

■執行役 （平成１６年６月２４日現在）

役職名 氏名 担当委嘱等
常務執行役 岡村　　裕 大阪営業サポート部担当

常務執行役 石村　　等 大阪融資第二部担当兼東京融資第二部担当
兼融資管理部担当兼再生勘定担当

常務執行役 桔梗　芳人 東京営業サポート部担当

執行役 吉武　宣彦 東京営業部長兼大手町営業部長

梶田　邦治※ 内部監査部担当

檜垣　誠司 大阪融資第一部担当兼東京融資第一部担当

中村　重治 総合資金部担当

田浦　義明 キャピトルみなと地域CEO兼虎ノ門支店長

山口　伸淑 コーポレート事業部担当

渡辺　真也 東海地域CEO兼名古屋支店長
兼名古屋中央支店長兼名古屋駅前支店長

田中　　卓※ システム部長

石井　　進※ 業務サービス部担当
兼システム部（アウトソーシング事業）担当

沼田　郁男 東京中央地域CEO兼東京中央支店長
兼八重洲口支店長

小谷　　明 九州地域CEO兼福岡支店長兼福岡中央支店長

深井　　慎※ 企画部担当

下川　　信 不動産事業部担当

広冨　靖以 大阪営業部長兼大阪中央営業部長

喜沢　弘幸 ローン事業部担当

山岡　和馬※ 人材サービス部長兼人材サービス部研修室長

田村　泰博 融資企画部長

東　　和浩※ 企画部（財務）担当

長尾　隆義 新宿新都心地域CEO兼新都心営業部長
兼新宿新都心支店長

大原　　秀 信託業務部担当

南場　賢一郎 京滋地域CEO兼京都支店長兼京都中央支店長
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従業員数（人） １０,７０９　
［７,４６７］

銀行信託業務 

7３１　
［１２０］

証券業務 

４８４　
［２２６］

金融関連業務 

１１,９２４　
［７,８１３］

合計 

従業員数は、海外の現地採用者を含み、嘱託及び臨時従業員８,４７０人を含んでおりません。
臨時従業員数は、［　］内に年間の平均人員を外書きで記載しております。 

当連結会計年度における従業員数の減少は、連結子会社の整理再編等によるものです。 

（注）1.
2.
3.

■従業員の状況
連結会社における従業員数 平成１６年３月３１日現在

８,４８１人
［５,５３７］

従 業 員 数  平均年間給与 

　　歳　　月
36　　５　

平 均 年 齢  

　　年　　月
14　　１　

　　　　　　千円
５,２２８ 

平均勤続年数 

従業員数は、受入出向者及び海外の現地採用者を含み、出向者、嘱託及び臨時従業員を含んでおりません。なお、嘱託及び臨時従業員は 

５,８４１人であります。また、取締役を兼務しない執行役員３２名も含んでおりません。

臨時従業員数は、［　］内に年間の平均人員を外書きで記載しております。

平均年齢、平均勤続年数、平均年間給与には、受入出向者及び海外の現地採用者を含んでおりません。

平均年間給与は、基準外賃金を含んでおります。

当事業年度における従業員数の減少は、希望退職制度の実施等によるものです。 

当社の従業員組合は、りそな銀行従業員組合と称し、組合員数は８,５０６人（出向者を含む）であります。労使間においては特記すべき事項は

ありません。 

 

（注）1.

2.
3.
4.
5.
6.

当社の従業員数 平成１６年３月３１日現在

■執行役 （平成１６年６月２４日現在）

役職名 氏名 担当委嘱等

執行役 藤原　利往 兵庫地域CEO兼神戸支店長兼三宮支店長

磯野　　薫※ リスク統括部担当兼コンプライアンス統括部担当

木村　謙一 東京東地域CEO兼秋葉原支店長

岩田　直樹 マーケティング戦略部担当

佐藤　尚文※ 企画部統合推進室長

山元　文明 融資管理部副担当兼融資管理部長

池田　一義※ コーポレートガバナンス事務局担当

※ りそなホールディングス執行役兼務
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株式会社　りそな銀行 

〈銀行・信託業務〉 

株式会社　埼玉りそな銀行 

〈銀行業務〉 

株式会社　近畿大阪銀行 

〈銀行業務〉 

株式会社　奈良銀行 

〈銀行業務〉 

りそな信託銀行株式会社 

〈銀行・信託業務〉 

他9社 

●主要な子会社及び関連会社 

＜銀行・信託業務＞ 

・ りそな総合研究所株式会社 

・ 大和ギャランティ株式会社 

・ あさひ銀保証株式会社 

・ 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 

・ P.T. Bank Resona Perdania 

 

＜証券業務＞ 

・ コスモ証券株式会社 

 

＜金融関連業務＞ 

・ あさひカード株式会社 

・ 株式会社大和銀カード 

・ りそなキャピタル株式会社 

 

■りそな銀行グループの事業の内容
当社、株式会社埼玉りそな銀行、株式会社近畿大阪銀行、株式会社奈良銀行及びりそな信託銀行株式会社は、５社の親会社である株式会
社りそなホールディングスとともに、りそなグループを構成しております。
当社は、平成１５年６月に公的資金の注入を受け、子会社・関連会社についてリスクファクターの徹底的な排除、ならびに本来的業務及び銀
行業務に絞り込むという観点から、抜本的な見直しを行い整理・再編を行いました。
この結果、当社グループは、国内連結子会社２２社（平成１５年３月末比△１２社）、海外連結子会社１２社（同△１社）及び持分法適用関連会社
２社（同△１社）となりました。

■当社グループの事業系統図（平成１６年３月末現在）

グループの状況

（注）１. コスモ証券株式会社は、平成１６年４月２２日に同社株式の一部を譲渡したため、当社の関係会社ではなくなりました。
２. あさひ銀保証株式会社は、平成１６年４月１日にりそな保証株式会社に名称を変更いたしました。
３. あさひカード株式会社、株式会社大和銀カード、株式会社大阪カードサービスは平成１６年７月１日に合併し、りそなカード株式会社となりました。
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○札幌支店
札幌市中央区北一条西４-１-２
０１１（２２１）５１５１

□札幌中央支店
札幌市中央区北一条西４-１-２
（札幌支店店舗内）
０１１（２６１）２３７１

○仙台支店
仙台市青葉区一番町２-４-１
０２２（２６２）１１６１

○土浦支店
土浦市大和町１-１
０２９（８２２）６７２１

○つくば出張所
ＪＲ荒川沖駅バス３０分・西武百貨店筑波店２階
土浦支店 ０２９（８２２）６７２１

○宇都宮支店
宇都宮市大通り１-３-１５
０２８（６２２）５２８１

○宇都宮駅東口出張所
ＪＲ宇都宮駅（東口）徒歩１分・鬼怒通り
宇都宮支店 ０２８（６２２）５２８１

○福田屋百貨店鹿沼店出張所
福田屋百貨店鹿沼店駐車場内
宇都宮支店 ０２８（６２２）５２８１

○栃木出張所
ＪＲ・東武日光線栃木駅（南口）徒歩３分
宇都宮支店 ０２８（６２２）５２８１

○前橋支店
前橋市本町１-２-１６
０２７（２３１）６２４１

○浦和支店
さいたま市浦和区高砂２-６-５
０４８（８２５）１６３２

□朝霞台支店
朝霞市東弁財１-３-１１
０４８（４７４）１１３１

□王子中央支店　久喜駅前出張所
久喜市中央１-１-２０
０４８０（２２）２１５１

○ライフ新座店出張所
県道保谷一志木駅沿い
スーパーライフ新座店敷地内
ひばりヶ丘支店 ０４２４（２２）５１１１

□柏支店
柏市旭町１-５-１
０４（７１４５）７１２１

□柏支店　江戸川台出張所
流山市江戸川台東３-３-１
０４（７１５５）４７３１

□船橋支店
船橋市本町７-７-１
０４７（４２３）４７０１

□船橋支店　成田出張所
成田市花崎町８１６
０４７６（２２）５７２１

□行徳支店
市川市行徳駅前１-２３-１-１０１
０４７（３５７）６１６１

○浦安支店
浦安市北栄１-１６-１
０４７（３５３）５５１１

○茂原支店
茂原市千代田町１-４-１
０４７５（２３）６２１１

○北習志野支店
船橋市習志野台２-４９-１
０４７（４６５）７３１１

○北小金支店
松戸市小金４９-３
０４７（３４２）１１７１

○千葉支店
千葉市中央区中央１-１-３
０４３（２２５）１１３３

□千葉中央支店
千葉市中央区中央１-１-３
（千葉支店店舗内）
０４３（２２７）３４５１

○市川支店
市川市八幡２-６-１３
０４７（３３４）０１８５

○津田沼支店
習志野市津田沼１-２-１
０４７（４７５）２１５１

○東京営業部　成田空港出張所
新東京国際空港
第１旅客ターミナルビル１階入国階
０４７６（３３）００９１

□大手町営業部　成田空港第２出張所
新東京国際空港第２旅客ターミナルビル３階出国階
０４７６（３３）０９７１

□千葉駅前出張所
ＪＲ千葉駅前
千葉中央支店
０４３（２２７）３４５１

□中央学院大学出張所
中央学院大学内
柏支店 ０４（７１４５）７１２１

□エステシティ船橋出張所
エステ・シティ船橋コミュニティセン
ター内
船橋支店 ０４７（４２３）４７０１

□野菊野出張所
野菊野団地内郵便局隣り
柏支店 ０４（７１４５）７１２１

□松戸ニッセイエデンの園出張所
松戸ニッセイエデンの園別館１階
柏支店 ０４（７１４５）７１２１

○アスモ出張所
ＪＲ茂原駅バス１５分・
アスモショッピングセンター内
茂原支店 ０４７５（２３）６２１１

○小仲台出張所
ＪＲ稲毛駅徒歩１０分・マルエツ稲毛店そば
千葉支店 ０４３（２２５）１１３３

○ちばコープ松が丘店出張所
新京成高根木戸駅徒歩１５分・
ちばコープ松が丘店入口
北習志野支店 ０４７（４６５）７３１１

○西習志野出張所
新京成東葉高速鉄道北習志野駅
徒歩３分・新西友隣
北習志野支店 ０４７（４６５）７３１１

○ヨークマート習志野台店出張所
新京成東葉高速鉄道北習志野駅
徒歩１０分・ヨークマート内
北習志野支店 ０４７（４６５）７３１１

○新松戸駅前出張所
ＪＲ新松戸駅徒歩２分・サンクス隣
北小金支店 ０４７（３４２）１１７１

○稲毛出張所
ＪＲ稲毛駅（東口）駅前
千葉支店 ０４３（２２５）１１３３

□馬橋出張所
ＪＲ常磐線馬橋駅西口前
柏支店 ０４（７１４５）７１２１

千代田区

○東京営業部
千代田区大手町１-１-２
０３（３２８７）２１１１

□大手町営業部
千代田区大手町１-１-２
（東京営業部店舗内）
０３（３２８７）２１４１

□東京不動産部
千代田区大手町１-１-２
０３（５２２３）１２１５

○九段支店
千代田区九段南１-５-６
０３（３２６１）１１８５

○秋葉原支店
千代田区神田和泉町１-２７７
０３（３８６６）１１７１

○神田支店
千代田区神田須田町１-１-４
０３（３２５１）７２３１

□神田駅前支店
千代田区神田須田町１-１-４
（神田支店店舗内）
０３（３２５１）７２４６

□衆議院支店
千代田区永田町１-７-１
０３（３５８１）３７５４/（３５８１）２５５９

□参議院支店
千代田区永田町２-１-１
０３（３５８１）０２５１～２
院内内線６１６１/６１６２

○市ヶ谷支店
千代田区九段南４-８-２６
０３（３２６２）７６１１

□国立国会図書館出張所
国立国会図書館内
参議院支店 ０３（３５８１）０２５１～２
院内内線６１６１/６１６２

○飯田橋駅東口出張所
地下鉄飯田橋駅（A-５出口）徒歩1分・
目白通り沿い
九段支店 ０３（３２６１）１１８５

○岩本町出張所
都営新宿線岩本町駅（A-５出口）前
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

○昭和通り出張所
秋葉原支店隣り
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

○お茶の水出張所
JR御茶ノ水駅（御茶ノ水橋口）駅前
神田支店 ０３（３２５１）７２３１

○神田駅西口出張所
JR神田駅（西口）駅前
神田支店 ０３（３２５１）７２３１

○外神田出張所
地下鉄末広町駅（出口４）徒歩２分
上野中央支店 ０３（３８３１）１１６１

○有楽町出張所
ＪＲ有楽町駅（日比谷口）徒歩１分・
有楽町ビル内
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

○M町出張所
地下鉄有楽町線L町駅（出口１）徒歩３分・
地下鉄半蔵門駅（出口２）徒歩５分
市ヶ谷支店 ０３（３２６２）７６１１

中央区

○銀座支店
中央区銀座６-１０-１
０３（３５７１）３１０１

□日本橋支店
中央区日本橋１-１１-１
０３（３２７８）１２８１

○茅場町支店
中央区日本橋１-１１-１
（日本橋支店店舗内）
０３（３２７８）１２７７

□浅草橋支店
中央区日本橋馬喰町２-１-２
０３（３６６１）９７７１

○東京中央支店
中央区京橋１-３-１
０３（３２７６）６６１１

□八重洲口支店
中央区京橋１-３-１
（東京中央支店店舗内）
０３（３２８１）６２５１

○室町支店
中央区日本橋室町３-２-１５
０３（３２７９）４４１１

○水天宮出張所
藤和日本橋人形町コープ・
地下鉄水天宮駅（出口８）徒歩１分
茅場町支店 ０３（３２７８）１２７７

□銀座２丁目出張所
銀座マロニエ通り沿い大成ビル
八重洲口支店 ０３（３２８１）６２５１

○京橋出張所
地下鉄京橋駅（出口６）・阪神第２グリーンビル内
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

○新富町出張所
地下鉄新富町駅（出口５）前
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

○築地出張所
地下鉄日比谷線築地駅徒歩1分・
日刊スポーツ新聞社本社角
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

○月島出張所
地下鉄有楽町線月島駅（出口７）
徒歩３分・月島西仲通り商店街
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

○日本橋室町出張所
地下鉄三越前駅徒歩1分・三越本店新館前
室町支店 ０３（３２７９）４４１１

港区

○芝支店
港区芝大門１-１４-６
０３（３４３１）１１２１

○新橋支店
港区新橋１-１６-４
０３（３５９５）２１１１

○赤坂支店
港区赤坂２-３-６
０３（３５８２）３２７１

○青山支店
港区南青山２-１１-１７
０３（３４０３）２１３１

○田町支店
港区芝５-３４-２
０３（３４５２）１７１１

□東京公務部
港区西新橋１-６-２１
０３（３５０２）３１０１

□虎ノ門支店
港区西新橋１-６-２１
０３（３５０２）３７５１

○麻布支店
港区麻布十番１-１１-８
０３（３５８４）０９６１

○神谷町出張所
地下鉄神谷町駅徒歩１分・
神谷町交差点角
赤坂支店 ０３（３５８２）３２７１

○魚籃坂出張所
都営浅草線泉岳寺駅徒歩１０分・
魚籃坂下交差点そば
田町支店 ０３（３４５２）１７１１

□新橋駅前出張所
ＪＲ・地下鉄新橋駅銀座口前
虎ノ門支店 ０３（３５０２）３７５１

□六本木出張所
地下鉄千代田線乃木坂駅南・
外苑東通り沿い
渋谷西支店 ０３（３４９８）６８０１

○品川駅前出張所
JR品川駅（西口）徒歩３分・
第一京浜ホテルパシフィック前
五反田支店 ０３（３４９２）３９５７

○済生会中央病院出張所
都バス赤羽橋バス停・済生会中央病院内
麻布支店 ０３（３５８４）０９６１

新宿区

○新都心営業部
新宿区西新宿６-１２-１
０３（５３２３）３３５１

□新宿新都心支店
新宿区西新宿６-１２-１
（新都心営業部店舗内）
０３（３３４８）７８１１

○新宿支店
新宿区新宿３-２-１
０３（３３５６）３２３１

○神楽坂支店
新宿区神楽坂６-７０
０３（３２６９）０１６１

○早稲田支店
新宿区西早稲田１-１６-４
０３（３２０３）０１３１

□西早稲田支店
新宿区西早稲田１-１６-４
（早稲田支店店舗内）
０３（３２０５）６９０１

○新宿西口支店
新宿区西新宿１-１０-１
０３（３３４２）８３６１

○曙橋出張所
都営新宿線曙橋駅（A１出口）徒歩1分
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

○大久保出張所
明治通り・大久保通り交差点１００ｍ・新宿寄り
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

○新宿駅新南口出張所
JR新宿駅（新南口）徒歩３分
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

○四谷出張所
地下鉄四谷三丁目駅・新宿通り沿
い新宿方面へ徒歩３分
地下鉄新宿御苑前駅・新宿通り沿
い四谷方面へ徒歩５分
新宿支店 ０３（３３５６）３２３１

○飯田橋駅前出張所
地下鉄有楽町線飯田橋駅前
神楽坂支店 ０３（３２６９）０１６１

○若松町出張所
地下鉄早稲田駅徒歩１０分・大久保通り沿い
神楽坂支店 ０３（３２６９）０１６１

○早大正門前出張所
早稲田大学正門大隈講堂前
早稲田支店 ０３（３２０３）０１３１

□早稲田通り出張所
早稲田通り・明治通り交差点東１５０ｍ
西早稲田支店 ０３（３２０５）６９０１

○北新宿出張所
小滝橋通り北新宿百人町交差点を
新宿駅方面へ１００m
新宿西口支店 ０３（３３４２）８３６１

○東京オペラシティ出張所
京王新線初台駅（東口）徒歩２分・
オペラシティ内
新宿西口支店 ０３（３３４２）８３６１

□新宿野村ビル出張所
新宿野村ビル
新宿新都心支店 ０３（３３４８）７８１１

文京区

○本郷支店
文京区本郷２-２７-２０
０３（３８１２）１２５１

○茗荷谷支店
文京区小石川５-５-５
０３（３９４４）２１３１

東京都

千葉県

埼玉県

群馬県

栃木県

茨城県

宮城県

北海道

（注）１. 平成１６年６月末現在で作成しましたので、平成１６年７月１日以降、表示内容等が変更となる場合がございます。なお、
当社ホームページで最新の情報がご覧いただけます。（URL: http://www.resona-gr.co.jp/resonabank）

２. 企業内、学校内などに設置している出張所（店舗外ATM）については、記載していない場合がございます。
３.東京エイティエム支店、振込集中第一支店、サンライズ支店、イーバンク支店、大阪エイティエム支店、ローン
サポート支店については記載しておりません。これらの支店では窓口・ATM業務は行っておりません。また、
これら６支店に加え、外貨両替専門店、コンサルティングプラザ、住宅ローンセンターおよび共同設置の無人
店舗は上記（ ）内の合計に含めておりません。

外国為替取扱店

外貨両替一般店

外貨預金取扱店

不動産外為

外貨

外預

不動産業務取扱店

外貨両替専門店

店舗外ATMATM

ATM

ATM ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外為

外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産

外為

外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

両替所

CD

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

外為

外為外為

外為

外為

外為

外為

外為

外為

外為

外為

国内ネットワーク □：旧大和店舗　　○：旧あさひ店舗
（平成１６年６月末現在：本支店２９７、出張所４５、特別出張所1、店舗外現金自動設備５２６、合計８６９拠点)

外預

外預

外預

外為

不動産外為

外為

ATM

両替所

外為

外為

外為

両替所

ATM

ATM

ATM

ATM

ATM

不動産

外為

外為

外為

外為

不動産外為

不動産外為

外為

不動産外為

不動産外為

不動産外為

ATM

ATM

ATM



り
そ
な
銀
行

財
務
・
コ
ー
ポ
レ
ー
ト
デ
ー
タ

93

○東大赤門前出張所
地下鉄本郷三丁目駅徒歩４分・
本郷通り東大赤門手前
本郷支店 ０３（３８１２）１２５１

○小石川四丁目出張所
小石川郵便局徒歩２分・
ベルスクエア小石川ビル１階
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

○千川通り出張所
千川通り白山三丁目交差点徒歩１分・am.pm.隣
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

○茗荷谷駅前出張所
地下鉄茗荷谷駅前（拓殖大学側）・日進書房隣
茗荷谷支店 ０３（３９４４）２１３１

○白山出張所
都営三田線白山駅（A-３出口）徒歩３分
南北線本駒込駅（出口１）徒歩３分
本郷支店 ０３（３８１２）１２５１

台東区

□上野支店
台東区上野５-２５-１１
０３（３８３１）１２３１

○上野中央支店
台東区上野５-２５-１１
（上野支店店舗内）
０３（３８３１）１１６１

○浅草支店
台東区駒形１-４-１８
０３（３８４４）４１８１

○浅草橋駅前出張所
JR浅草橋駅（東口）徒歩２分
秋葉原支店 ０３（３８６６）１１７１

○鶯谷出張所
JR鴬谷駅（南口）徒歩５分・金杉通り沿い
日暮里支店　０３（３８９１）５１６１

○東武浅草駅前出張所
東武浅草駅（西口）徒歩１分
浅草支店 ０３（３８４４）４１８１

○元浅草出張所
春日通り元浅草三丁目交差点角
浅草支店 ０３（３８４４）４１８１

墨田区

○本所支店
墨田区緑１-１６-１
０３（３６３４）１１９１

□錦糸町支店
墨田区江東橋２-１２-６
０３（３６３２）１２１１

□向島出張所
東武伊勢崎線東向島駅・
東向島広小路角
錦糸町支店 ０３（３６３２）１２１１

江東区

○亀戸支店
江東区亀戸２-２７-８
０３（３６８３）５５１１

□日本橋支店　東陽町出張所
江東区東陽４-１-１３
０３（３６１５）８２１１

○イースト２１出張所
地下鉄東陽町駅（西口１番出口）
徒歩７分・東京イースト２１内
本所支店 ０３（３６３４）１１９１

○サンストリート亀戸出張所
JR亀戸駅（東口）徒歩1分・京葉道路沿い
亀戸支店 ０３（３６８３）５５１１

○ヴィーナスフォート出張所
ゆりかもめ青海駅徒歩１分・
ヴィーナスフォート内
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

○豊洲出張所
地下鉄豊洲駅（１ａ出口）徒歩１分・
豊洲センタービル１階
東京中央支店 ０３（３２７６）６６１１

品川区

□品川支店
品川区南品川５-６-６
０３（３４７４）０５１１

○目黒駅前支店
品川区上大崎３-２-１
０３（３４４３）６６５１

○五反田支店
品川区西五反田１-２３-９
０３（３４９２）３９５７

□五反田駅前支店
品川区西五反田１-２３-９
（五反田支店店舗内）
０３（３４９２）２８１１

□八潮パークタウン出張所
品川八潮パークタウン内
品川支店 ０３（３４７４）０５１１

○大井町出張所
ＪＲ大井町駅（西口）徒歩１５分・
大井第一小学校バス停前
大森支店 ０３（３７６３）３３１１

○大井町駅前出張所
ＪＲ大井町駅（西口）駅前交番並び
大森支店 ０３（３７６３）３３１１

○小山出張所
東急目黒線武蔵小山駅徒歩１分
目黒駅前支店 ０３（３４４３）６６５１

○ゲートシティ大崎出張所
ＪＲ大崎駅（東口）徒歩３分・
ゲートシティ大崎３階
五反田支店 ０３（３４９２）３９５７

目黒区

○中目黒支店
目黒区上目黒３-２-３
０３（３７１３）２１１１

○学芸大学駅前支店
目黒区鷹番３-３-２０
０３（３７１２）３１３１

○等々力支店 自由が丘出張所
（りそなパーソナルステーション自由が丘）
目黒区自由が丘１-２６-４
０３（３７２３）１７４１

○大鳥出張所
ＪＲ目黒駅（西口）徒歩１０分・大鳥神社前
目黒駅前支店 ０３（３４４３）６６５１

大田区

○大森支店
大田区大森北１-３０-３
０３（３７６３）３３１１

□大森西支店
大田区大森北１-３０-３
（大森支店店舗内）
０３（３７６５）３０１１

○蒲田支店
大田区西蒲田５-２７-１０
０３（３７３１）０１０１

□五反田駅前支店　雪ヶ谷出張所
大田区東雪谷２-５-１
０３（３７２６）０４１１

□平和島駅出張所
京浜急行本線平和島駅西・
環七通り沿い
大森西支店 ０３（３７６５）３０１１

世田谷区

□世田谷支店
世田谷区三軒茶屋２-１６-１１
０３（３４１０）１２３１

○渋谷支店
三軒茶屋特別出張所
世田谷区三軒茶屋２-１６-１１
（世田谷支店店舗内）
０３（３４２１）８１３１

○豪徳寺支店
世田谷区豪徳寺１-２４-８
０３（３４２０）６１５１

○祖師谷支店
世田谷区祖師谷３-１-２１
０３（３４８２）３１２１

○等々力支店
世田谷区等々力３-１２-５
０３（３７０２）０１８１

○駒沢通り下馬出張所
東急東横線学芸大学駅（西口）徒歩１０分・
駒沢通り沿い
学芸大学駅前支店 ０３（３７１２）３１３１

○梅丘出張所
小田急線梅丘駅（南口）・
駅前通り商店街西方向３０ｍ
豪徳寺支店 ０３（３４２０）６１５１

○成城学園駅前出張所
小田急線成城学園駅（南口）徒歩１分
祖師谷支店 ０３（３４８２）３１２１

渋谷区

○渋谷支店
渋谷区渋谷２-２０-１１
０３（３４９８）３２１１

□渋谷西支店
渋谷区渋谷２-２０-１１
（渋谷支店店舗内）
０３（３４９８）６８０１

□渋谷駅前出張所
ＪＲ山手線渋谷駅ハチ公前
渋谷西支店 ０３（３４９８）６８０１

□渋谷インフォスタワー出張所
渋谷インフォスタワー内１階
渋谷西支店 ０３（３４９８）６８０１

○恵比寿プライムスクエア出張所
ＪＲ恵比寿駅（東口）徒歩５分・
恵比寿プライムスクエア内
渋谷支店 ０３（３４９８）３２１１

○代官山アドレス出張所
東急東横線代官山駅前・代官山アドレス内
渋谷支店 ０３（３４９８）３２１１

○原宿出張所
地下鉄明治神宮前駅徒歩３分・
ワイエムスクエア原宿内
渋谷支店 ０３（３４９８）３２１１

○代々木駅前出張所
ＪＲ代々木駅（西口）駅前
新都心営業部 ０３（５３２３）３３５１

中野区

○中野支店
中野区中野２-３０-４
０３（３３８１）７２６６

□井荻支店　新井薬師出張所
中野区中野２-３０-４
（中野支店店舗内）
０３（３３８１）３８６３

□新井出張所
西武新宿線新井薬師前駅前
新井薬師出張所
０３（３３８１）３８６３

杉並区

○荻窪支店
杉並区天沼３-５-４
０３（３３９１）２２８１

□井荻支店
杉並区下井草５-１８-１２
０３（３３９４）６８１１

○中野支店　高円寺出張所
（りそなパーソナルステーション高円寺）
杉並区高円寺北２-１１-７
０３（３３３７）１１４１

○中野支店　新高円寺出張所
（りそなパーソナルステーション新高円寺）
杉並区高円寺南３-２０-１４
０３（３３１７）４８０１

○中野支店　南阿佐谷出張所
（りそなパーソナルステーション南阿佐谷）
杉並区成田東１-３８-９
０３（５３０６）３０３１

○西荻窪駅前出張所
ＪＲ西荻窪駅（北口）徒歩１分・青梅街道方向右側
荻窪支店 ０３（３３９１）２２８１

□浜田山出張所
京王井の頭線浜田山駅北側
渋谷西支店 ０３（３４９８）６８０１

豊島区

○大塚支店
豊島区南大塚２-４１-３
０３（３９４１）１１９５

○池袋支店
豊島区南池袋１-２１-５
０３（３９８７）３１１１

□東池袋支店
豊島区南池袋１-２１-５
（池袋支店店舗内）
０３（３９７１）６１２６

○池袋支店　目白出張所
豊島区目白３-１３-９
０３（３９５３）１２７１

○池袋副都心出張所
ＪＲ池袋駅（東口）徒歩２分・池袋三越南口前
池袋支店 ０３（３９８７）３１１１

○東武ホープセンター出張所
ＪＲ池袋駅（西口）地下・東武ホープセンター内
池袋支店 ０３（３９８７）３１１１

北区

□王子中央支店
北区王子１-１６-１
０３（３９１３）３１２１

○王子支店
北区王子１-１６-１
（王子中央支店店舗内）
０３（３９１１）０１３１

○尾久駅前出張所
ＪＲ尾久駅前
王子支店 ０３（３９１１）０１３１

○東十条駅南口出張所
ＪＲ東十条駅（南口）徒歩２分
王子支店 ０３（３９１１）０１３１

○東十条出張所
ＪＲ東十条駅（北口）徒歩４分
東十条商店街環七寄り
王子支店 ０３（３９１１）０１３１

荒川区

○日暮里支店
荒川区西日暮里２-２９-３
０３（３８９１）５１６１

□三河島支店
荒川区西日暮里２-２９-３
（日暮里支店店舗内）
０３（３８９１）７１０１

□新三河島駅前出張所
京成本線新三河島駅前
三河島支店 ０３（３８９１）７１０１

○アクロシティ出張所
ＪＲ・地下鉄南千住駅徒歩１５分・アクロシティ内
千住支店 ０３（３８８２）５１１１

○南千住出張所
ＪＲ・地下鉄南千住駅徒歩１分
千住支店 ０３（３８８２）５１１１

板橋区

○板橋支店
板橋区板橋３-１-４
０３（３９６２）１１３１

○常盤台支店
板橋区常盤台２-６-６
０３（３９６０）６１０１

○成増支店
板橋区成増２-２１-６
０３（３９３０）３１８１

○上板橋駅南口出張所
東武東上線上板橋駅（南口）駅前
常盤台支店 ０３（３９６０）６１０１

○東武ストア前野町店出張所
東武東上線ときわ台駅徒歩１０分
常盤台支店 ０３（３９６０）６１０１

練馬区

○練馬支店
練馬区豊玉北６-１-１０
０３（３９９１）１１３６

□東池袋支店　練馬駅前出張所
練馬区豊玉北６-１-１０
（練馬支店店舗内）
０３（３９９４）１６１１

○石神井支店
練馬区石神井町３-２５-１５
０３（３９９６）０６４１

□ヨークマート石神井店出張所
ヨークマート石神井店入口横
井荻支店 ０３（３３９４）６８１１

○練馬中村橋出張所
千川通り・中杉通り交差点
クラルテ中村橋１階
練馬支店 ０３（３９９１）１１３６

○大泉学園駅前出張所
西武池袋線大泉学園駅２階改札横
石神井支店 ０３（３９９６）０６４１

足立区

○千住支店
足立区千住２-５５
０３（３８８２）５１１１

○竹ノ塚支店
足立区竹の塚１-３９-１４-１０２
０３（３８８４）０６１１

○西新井支店
足立区梅島２-３-１２
０３（３８８７）７８１１

○北千住駅南出張所
東武伊勢崎線北千住駅構内南側・
千代田線連絡口
千住支店 ０３（３８８２）５１１１

○竹ノ塚駅西口出張所
竹ノ塚駅（西口）駅前
竹ノ塚支店 ０３（３８８４）０６１１

○竹の塚五丁目出張所
竹ノ塚ＪＯＹプラザ１階
竹ノ塚支店 ０３（３８８４）０６１１

○花畑団地出張所
東武伊勢崎線竹ノ塚駅（東口）
バス１５分・東武ストア斜め前
竹ノ塚支店 ０３（３８８４）０６１１

○足立出張所
東武伊勢崎線梅島駅（南口）
南へ徒歩３分・旧日光街道沿い
西新井支店 ０３（３８８７）７８１１

B飾区

○金町支店
L飾区金町２-２９-１０
０３（３６０７）３１０１

□金町中央支店
L飾区金町２-２９-１０
（金町支店店舗内）
０３（３６０７）４１８１

○堀切支店
L飾区堀切４-９-５
０３（３６９７）２１９１

○青戸支店
L飾区青戸３-３２-１６
０３（３６０２）５１４１

○堀切一番街出張所
京成堀切菖蒲園駅徒歩３分・一番街
堀切支店 ０３（３６９７）２１９１

○サンロード出張所
京成青砥駅（北口）徒歩３分・
サンロード商店街・青戸支店横
青戸支店 ０３（３６０２）５１４１

○東京慈恵会医科大学附属
青戸病院出張所
東京慈恵会医科大学附属青戸病院別館入口横
青戸支店 ０３（３６０２）５１４１

江戸川区

□江戸川南支店
江戸川区一之江６-１９-７
０３（３６５４）３２１１

○小松川支店
江戸川区松江１-８-４
０３（３６５１）０１５１

○小岩支店
江戸川区南小岩６-３１-１２
０３（３６５７）１１３１

□西M西支店
江戸川区西L西５-５-１
０３（３６８６）７５１１

○平井駅北口出張所
ＪＲ平井駅（北口）駅前
亀戸支店 ０３（３６８３）５５１１

○篠崎出張所
都営新宿線篠崎駅（南口）徒歩２分
小岩支店 ０３（３６５７）１１３１

２３区以外

○あきる野支店
あきる野市秋川２-１８-３
０４２（５５８）２６１１

□国立支店
国立市東１-４-１３
０４２（５７２）８１８１
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□町田支店
町田市中町１-１-１６
０４２（７２１）８４３１

○町田中央支店
町田市中町１-１-１６
（町田支店店舗内）
０４２（７２０）７２１１

○吉祥寺支店
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
０４２２（２２）３６０１

□吉祥寺中央支店
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
（吉祥寺支店店舗内）
０４２２（２２）３７２１

○立川支店
立川市柴崎町３-１０-１
０４２（５２２）４１６１

○八王子支店
八王子市横山町１９-１
０４２６（４２）０２１１

○久米川支店
東村山市栄町２-８-２０
０４２（３９３）２１１１

○府中中河原支店
府中市住吉町４-１０-１１
０４２（３６６）３１２１

○成瀬支店
町田市南成瀬１-１-１
０４２（７２８）５２１１

○田無支店
西東京市田無町４-１-２
０４２４（６１）１４１１

○東村山支店
東村山市野口町１-３-１
０４２（３９３）１１０１

○ひばりケ丘支店
西東京市谷戸町３-２７-２０
０４２４（２２）５１１１

○小平支店
小平市学園東町１-３-１３
０４２（３４１）２５１１

○調布支店
調布市小島町１-１０-２
０４２４（８６）５１５１

○青梅支店
青梅市仲町２９５
０４２８（２２）１１０１

○東青梅支店
青梅市東青梅２-１７-４
０４２８（２２）２１２１

○福生支店
福生市福生１０４８
０４２（５５１）１０２１

○あきる野支店　五日市出張所
あきる野市五日市８４０-１
０４２（５９６）１３１１

○村山支店
武蔵村山市本町４-８-３
０４２（５６１）１２１１

○東久留米支店
東久留米市本町１-４-１
０４２４（７１）３２０１

○昭島支店
昭島市昭和町５-４-１５
０４２（５４５）１２３４

○清瀬支店
清瀬市元町１-２-１１
０４２４（９１）３５１５

○東府中支店
府中市若松町１-３-４
０４２（３６３）６１１１

○東久留米滝山支店
東久留米市滝山４-１-２６
０４２４（７１）７６１１

○東大和支店
東大和市中央３-８５３-２
０４２（５６５）５３１１

○河辺支店
青梅市河辺町１０-２-９
０４２８（２４）２４０１

□井荻支店　花小金井出張所
小平市花小金井１-１-８
０４２４（６７）６６１１

○あきる野市役所出張所
ＪＲ秋川駅徒歩７分・あきる野市役所内１階
あきる野支店 ０４２（５５８）２６１１

○あきる野とうきゅう出張所
ＪＲ秋川駅徒歩３分・あきる野とうきゅう１階
あきる野支店 ０４２（５５８）２６１１

○公立阿伎留病院出張所
ＪＲ武蔵引田駅徒歩７分・公立阿伎留病院内
あきる野支店 ０４２（５５８）２６１１

○三鷹駅南口出張所
ＪＲ三鷹駅（南口）徒歩２分
吉祥寺支店 ０４２２（２２）３６０１

○三鷹台出張所
京王井の頭線三鷹台駅徒歩１５分・三鷹台団地際
吉祥寺支店 ０４２２（２２）３６０１

○八幡町出張所
関東バス停八幡町下車徒歩５分・
クラルテ武蔵野前
吉祥寺支店 ０４２２（２２）３６０１

○立川駅南口グランデュオ６階出張所
ＪＲ立川駅（南口）グランデュオ６階
立川支店 ０４２（５２２）４１６１

○立川駅南口サザン1階出張所
ＪＲ立川駅（南口）サザン１階
立川支店 ０４２（５２２）４１６１

○立川北口出張所
ＪＲ立川駅（北口）徒歩５分
立川支店 ０４２（５２２）４１６１

○豊田出張所
ＪＲ豊田駅（南口）前
八王子支店 ０４２６（４２）０２１１

○いなげや狛江東野川店出張所
京王線仙川駅バス５分・
いなげや狛江東野川店横
祖師谷支店 ０３（３４８２）３１２１

○ブリヂストン小平生活協同
組合出張所
西武国分寺線小川駅徒歩５分・
ブリヂストン小平生協内
久米川支店 ０４２（３９３）２１１１

○いなげや成瀬台店出張所
ＪＲ成瀬駅（北口）成瀬台行きバス５分・
ポプラが丘バス停徒歩１分いなげや横
成瀬支店 ０４２（７２８）５２１１

○成瀬駅南口出張所
ＪＲ成瀬駅（南口）駅前徒歩１分
成瀬支店 ０４２（７２８）５２１１

○本町田出張所
小田急線町田駅（西口）バス２０分・
藤の台団地バス停上
町田中央支店 ０４２（７２０）７２１１

○ヨドバシカメラ町田駅前店出張所
ＪＲ町田駅（南口）徒歩１分・
ヨドバシカメラ町田駅前店前
町田中央支店 ０４２（７２０）７２１１

○新秋津駅前出張所
ＪＲ武蔵野線新秋津駅徒歩１分
東村山支店 ０４２（３９３）１１０１

○多摩緑成会病院出張所
西武国分寺線小川駅（西口）徒歩３分・
多摩緑成会病院内
東村山支店 ０４２（３９３）１１０１

○東村山市役所出張所
西武新宿線東村山駅（東口）徒歩１０分・
東村山市役所庁舎内
東村山支店 ０４２（３９３）１１０１

○本町出張所
西武新宿線東村山駅（東口）徒歩３分・
イトーヨーカドー東村山店前
東村山支店 ０４２（３９３）１１０１

○ひばりヶ丘駅北口出張所
西武池袋線ひばりヶ丘駅（北口）徒歩１分
ひばりヶ丘支店 ０４２４（２２）５１１１

○イトーヨーカドー恋ケ窪店出張所
西武国分寺線恋ヶ窪駅徒歩１０分
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

○小平駅前出張所
西武新宿線小平駅（南口）駅前
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

○小平市役所出張所
西武多摩湖線青梅街道駅徒歩５分
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

○小平東出張所
ＪＲ武蔵小金井駅小平団地行きバス１５分・
クィーンズ伊勢丹前
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

○新小平駅前出張所
ＪＲ新小平駅前
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

○花小金井駅南口出張所
西武新宿線花小金井駅（南口）駅前
小平支店 ０４２（３４１）２５１１

○青梅市役所出張所
青梅市役所内
東青梅支店 ０４２８（２２）２１２１

○奥多摩出張所
ＪＲ奥多摩駅前
東青梅支店 ０４２８（２２）２１２１

○バリュー新町店出張所
青梅街道新町桜株交差点より北へ３００ｍ
東青梅支店 ０４２８（２２）２１２１

○東青梅駅北口出張所
ＪＲ東青梅駅（北口）駅前
東青梅支店 ０４２８（２２）２１２１

○小作駅前出張所
ＪＲ小作駅（東口）徒歩１分・ＵＴＡビル１階
福生支店 ０４２（５５１）１０２１

○拝島駅前出張所
ＪＲ拝島駅（南口）駅前通り右手青梅方面３０ｍ
福生支店 ０４２（５５１）１０２１

○羽村出張所
ＪＲ羽村駅（東口）徒歩２分
福生支店 ０４２（５５１）１０２１

○福生市役所出張所
ＪＲ福生駅（西口）徒歩１０分
福生支店 ０４２（５５１）１０２１

○日の出町役場出張所
日の出町役場内
あきる野支店 ０４２（５５８）２６１１

○武蔵五日市駅前出張所
ＪＲ武蔵五日市駅前バスターミナル側
あきる野支店 ０４２（５５８）２６１１

○武蔵村山市役所出張所
武蔵村山市役所内
村山支店 ０４２（５６１）１２１１

○イトーヨーカドー東久留米店
出張所
西武池袋線東久留米駅徒歩５分
東久留米支店 ０４２４（７１）３２０１

○東久留米駅東口出張所
西武池袋線東久留米駅（東口）階段下
東久留米支店 ０４２４（７１）３２０１

○東久留米団地出張所
西武池袋線東久留米駅（東口）バス１０分・
東久留米団地入口
東久留米支店 ０４２４（７１）３２０１

○いなげや秋津駅前店出張所
いなげや秋津駅前店駐車場内
清瀬支店 ０４２４（９１）３５１５

○清瀬市役所出張所
清瀬市役所駐車場内
清瀬支店 ０４２４（９１）３５１５

○東府中駅南口出張所
京王線東府中駅（南口）徒歩１分
東府中支店 ０４２（３６３）６１１１

○府中北出張所
ＪＲ国分寺駅（南口）バス１０分・
京王ストア栄町店バス停前
東府中支店 ０４２（３６３）６１１１

○いなげや立川若葉町店出張所
ＪＲ立川駅（北口）バス１５分・砂川九番
バス停より五日市街道新宿方面
東大和支店 ０４２（５６５）５３１１

○東大和市駅前出張所
西武拝島線東大和市駅（北口）駅前
東大和支店 ０４２（５６５）５３１１

○東大和市役所出張所
東大和市役所内
東大和支店 ０４２（５６５）５３１１

○河辺駅南口出張所
ＪＲ河辺駅（南口）徒歩２分
河辺支店 ０４２８（２４）２４０１

○イトーヨーカドー八王子店出張所
イトーヨーカドー八王子店内
八王子支店 ０４２６（４２）０２１１

横浜市

□戸塚支店
横浜市戸塚区吉田町４２-１
０４５（８７１）４０４１

○横浜西口支店　戸部出張所
横浜市西区浜松町１-１８
０４５（２３１）３１３１

○磯子支店
横浜市磯子区中浜町１４-１６
０４５（７５１）３１４１

○弘明寺支店
横浜市南区通町２-３５
０４５（７３１）５７４１

○上大岡支店
横浜市港南区上大岡西１-１４-７
０４５（８４２）３６４１

○綱島支店
横浜市港北区綱島西１-７-４
０４５（５４１）５４１１

○三ツ境支店
横浜市瀬谷区三ツ境１０５-１
０４５（３６２）５１１１

○たまプラーザ支店
横浜市青葉区美しが丘１-９-１７
０４５（９０１）７３１１

○新横浜支店
横浜市港北区新横浜３-８-１２
０４５（４７５）２５６１

○新横浜支店　妙蓮寺出張所
（りそなパーソナルステーション妙蓮寺）
横浜市港北区菊名１-７-２３
０４５（４３３）１２２１

○横浜西口支店
横浜市西区北幸１-１１-７
０４５（３２３）６５１１

○港北ニュータウン支店
横浜市都筑区茅ヶ崎中央３-１
０４５（９４５）１５５１

○横浜支店
横浜市中区常盤町４-５４
０４５（６６１）１１１１

□横浜中央支店
横浜市中区常盤町４-５４
（横浜支店店舗内）
０４５（６８１）６７４１

○横浜支店　金沢文庫出張所
横浜市金沢区泥亀２-１３-１
０４５（７０１）１３３１

○鶴見支店
横浜市鶴見区鶴見中央４-２７-１
０４５（５０３）２２１１

□根岸駅前出張所
ＪＲ根岸線根岸駅前
横浜中央支店 ０４５（６８１）６７４１

○井土ケ谷出張所
京浜急行井土ヶ谷駅前
弘明寺支店 ０４５（７３１）５７４１

○いなげや横浜綱島店出張所
東急東横線綱島駅（西口）徒歩２０分
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

○大倉山駅前出張所
東急東横線大倉山駅徒歩１分
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

○かながわ生協綱島店出張所
東急東横線綱島駅（西口）徒歩２０分
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

○菊名駅前出張所
東急東横線菊名駅（東口）綱島街道沿い徒歩３分
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

○日吉出張所
東急東横線日吉駅徒歩１０分・
綱島街道ユニーサンテラス日吉前
綱島支店 ０４５（５４１）５４１１

○長崎屋二俣川店出張所
相模鉄道二俣川駅徒歩１分・長崎屋二俣川店内
三ツ境支店 ０４５（３６２）５１１１

○南万騎が原駅前出張所
相模鉄道南万騎が原駅前
三ツ境支店 ０４５（３６２）５１１１

○中山出張所
ＪＲ横浜線中山駅北口西５０ｍ
新横浜支店 ０４５（４７５）２５６１

○大口通商店街出張所
ＪＲ大口駅徒歩５分・大口通り商店街内
横浜西口支店 ０４５（３２３）６５１１

○子安駅前出張所
京浜急行子安駅徒歩１分・京浜第１国道沿い
横浜西口支店 ０４５（３２３）６５１１

○和田町出張所
相模鉄道和田町駅前
横浜西口支店 ０４５（３２３）６５１１

○昭和大学横浜市北部病院出張所
横浜市営地下鉄センター南駅下車・
昭和大学横浜市北部病院中央棟１階
港北ニュータウン支店 ０４５（９４５）１５５１

○センター北駅出張所
横浜市営地下鉄センター北駅改札出てすぐ
港北ニュータウン支店 ０４５（９４５）１５５１

○仲町台駅前出張所
横浜市営地下鉄仲町台駅徒歩１分
港北ニュータウン支店 ０４５（９４５）１５５１

○金沢文庫駅前出張所
京浜急行金沢文庫駅東口
横浜支店 ０４５（６６１）１１１１

○日本大通出張所
ＪＲ関内駅（南口）徒歩７分・
大桟橋通り朝日生命日本大通ビル
横浜支店 ０４５（６６１）１１１１

○イトーヨーカドー鶴見店出張所
ＪＲ鶴見駅（東口）徒歩１５分・
イトーヨーカドー鶴見店内
鶴見支店 ０４５（５０３）２２１１

○鶴見駅西口出張所
ＪＲ鶴見駅（西口）徒歩３分・豊岡通り
鶴見支店 ０４５（５０３）２２１１

○保土ヶ谷駅ビル出張所
ＪＲ保土ヶ谷駅（西口）駅ビル３階
エスカレーター隣接
横浜西口支店 ０４５（３２３）６５１１

横浜市以外

○海老名支店
海老名市中央１-４-１
０４６（２３３）６５１１

○鶴間支店
大和市西鶴間１-３-５
０４６（２７４）５１５１

□厚木支店
厚木市旭町１-２５-３
０４６（２２８）１８１１

□厚木支店　愛川出張所
愛甲郡愛川町中津４０６１-２０
０４６（２８５）５２０１

○長後支店
藤沢市下土棚５１０-１３
０４６６（４３）１２３１

○川崎支店
川崎市川崎区砂子２-５-１１
０４４（２４５）２１１１

□川崎中央支店
川崎市川崎区砂子２-５-１１
（川崎支店店舗内）
０４４（２２２）３５１１

○横須賀支店
横須賀市若松町３-１４-８
０４６（８２３）１６００

○小田原支店
小田原市栄町２-９-１
０４６５（２２）１３２１

○藤沢支店
藤沢市藤沢５５５
０４６６（２３）３１１１

□戸塚支店　藤沢中央出張所
藤沢市藤沢５５５
（藤沢支店店舗内）
０４６６（２７）３１２１

○大船支店
鎌倉市大船１-２３-１
０４６７（４６）２１１１

○大船支店　西鎌倉出張所
（りそなパーソナルステーション西鎌倉）
鎌倉市西鎌倉１-１-５
０４６７（３１）０１２３

神奈川県
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○橋本支店
相模原市橋本３-３０-３
０４２（７７２）７３４５

○相模大野支店
相模原市相模大野３-２-１４
０４２（７４４）６３１１

○伊勢原支店
伊勢原市伊勢原１-３-６
０４６３（９２）１５１１

○新百合ヶ丘支店
川崎市麻生区上麻生１-５-１
０４４（９５４）５１１１

○かしわ台出張所
相模鉄道かしわ台駅（西口）徒歩５分
海老名支店 ０４６（２３３）６５１１

○鶴間二丁目出張所
小田急線鶴間駅徒歩１３分
すえひろスーパー隣
鶴間支店 ０４６（２７４）５１５１

○南林間東口出張所
小田急線南林間駅（東口）徒歩２分
鶴間支店 ０４６（２７４）５１５１

□相模原出張所
小田急小田原線小田急相模原駅北口前
町田支店 ０４２（７２１）８４３１

○綾瀬市役所出張所
綾瀬市役所バス停前
長後支店 ０４６６（４３）１２３１

○上土棚出張所
マルエツ綾瀬店より南へ２０ｍ
長後支店 ０４６６（４３）１２３１

○長後駅東口出張所
小田急線長後駅（東口）徒歩１分
長後支店 ０４６６（４３）１２３１

○貝塚一丁目出張所
ＪＲ川崎駅（東口）徒歩１０分・新川通りＳＮＴビル内
川崎支店 ０４４（２４５）２１１１

○かながわサイエンスパーク出張所
ＪＲ武蔵溝ノ口駅徒歩１５分・
かながわサイエンスパーク西棟１階
川崎支店 ０４４（２４５）２１１１

○川崎ＢＥ出張所
ＪＲ川崎駅（東口）川崎ＢＥ（駅ビル）１階
川崎支店 ０４４（２４５）２１１１

○神奈川歯科大学附属病院出張所
神奈川歯科大学附属病院１階
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○北久里浜出張所
京浜急行北久里浜駅徒歩１分
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○久里浜出張所
京浜急行久里浜駅徒歩１分・駅前本通り入り口
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○佐原出張所
富士シティオ佐原店前
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○汐入駅前出張所
京浜急行汐入駅前横須賀ＡＰＴ１階
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○湘南ハイランド出張所
京浜急行京急久里浜駅バス１０分・
ハイランドバス停横
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○テックランド横須賀店出張所
テックランド横須賀店１階
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○横須賀市役所出張所
京浜急行横須賀中央駅徒歩５分
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○三浦出張所
京浜急行三崎口駅バス２０分
横須賀支店 ０４６（８２３）１６００

○藤沢駅南口出張所
ＪＲ藤沢駅（南口）徒歩１分（南口本通り）
藤沢支店 ０４６６（２３）３１１１

○湘南鎌倉病院出張所
湘南モノレール富士見町駅徒歩５分・
湘南鎌倉病院内
大船支店 ０４６７（４６）２１１１

○本郷台駅前出張所
ＪＲ本郷台駅前マツザカヤストア内
大船支店 ０４６７（４６）２１１１

○いなげや相模原下九沢店出張所
ＪＲ・京王線橋本駅バス１５分・
いなげや相模原下九沢店前
橋本支店 ０４２（７７２）７３４５

○コピオ城山出張所
ＪＲ・京王線橋本駅バス１５分・
スーパーアルプスコピオ城山店前
橋本支店 ０４２（７７２）７３４５

○橋本駅南口出張所
ＪＲ・京王線橋本駅（南口）徒歩１分
橋本支店 ０４２（７７２）７３４５

○伊勢原工業団地出張所
小田急線伊勢原駅（北口）バス２０分
伊勢原支店 ０４６３（９２）１５１１

○古淵出張所
ＪＲ古淵駅前
町田中央支店 ０４２（７２０）７２１１

○長岡支店
長岡市大手通２-４-１０
０２５８（３６）４０９０

○甲府支店
甲府市丸の内２-３０-１
０５５（２２２）５１５５

○松本支店
松本市中央２-５-６
０２６３（３２）３４５６

○（学）松本歯科大学出張所
ＪＲ塩尻駅徒歩２５分・松本歯科大学内
松本支店 ０２６３（３２）３４５６

□静岡支店
静岡市御幸町８-１
０５４（２５４）６１０１

○富士支店
富士市中央町３-１２-６
０５４５（５２）４４００

○浜松支店
浜松市田町２２４-３１
０５３（４５３）０１５６

□浜松中央支店
浜松市田町２２４-３１
（浜松支店店舗内）
０５３（４５４）６３３１

□聖隷浜松病院共同出張所
聖隷浜松病院内
浜松中央支店 ０５３（４５４）６３３１

○グランドホテル浜松出張所
ＪＲ浜松駅徒歩２０分・グランドホテル浜松内
浜松支店 ０５３（４５３）０１５６

○聖隷三方原病院出張所
ＪＲ浜松駅バス４０分・三方原聖隷前
聖隷三方原病院内
浜松支店 ０５３（４５３）０１５６

名古屋市

□名古屋中央支店
名古屋市中村区名駅３-２８-１２
０５２（５７１）１５７１

○名古屋駅前支店
名古屋市中村区名駅３-２８-１２
（名古屋中央支店店舗内）
０５２（５４１）２２６６

○名古屋支店
名古屋市中区錦２-１５-２２
０５２（２０１）８５１１

○赤門通支店
名古屋市中区大須３-３０-１７
０５２（２４１）４１０１

○今池支店
名古屋市千種区今池５-１-５
０５２（７３２）５３１１

□栄出張所
商工中金名古屋支店向い
名古屋中央支店 ０５２（５７１）１５７１

○本笠寺駅前出張所
名鉄本笠寺駅構内
赤門通支店 ０５２（２４１）４１０１

○滝子出張所
ＪＲ・名鉄金山駅バス１０分・
滝子通２丁目バス停・滝子交差点西側
赤門通支店 ０５２（２４１）４１０１

○熱田出張所
地下鉄伝馬町駅（出口４）徒歩１分・
熱田伝馬町角
赤門通支店 ０５２（２４１）４１０１

○下一色出張所
地下鉄高畑駅バス１５分・一色大橋
バス停下車徒歩５分・下一色商店街内
名古屋駅前支店 ０５２（５４１）２２６６

○浄心出張所
地下鉄鶴舞線浄心駅徒歩２分
名古屋駅前支店 ０５２（５４１）２２６６

○名鉄百貨店本館出張所
名鉄新名古屋駅徒歩２分
名古屋駅前支店 ０５２（５４１）２２６６

○大曽根出張所
名鉄大曽根駅構内
今池支店 ０５２（７３２）５３１１

○新栄町出張所
地下鉄東山線新栄町駅前
今池支店 ０５２（７３２）５３１１

名古屋市以外

□一宮出張所
ＪＲ東海道本線尾張一宮駅北西３００ｍ
名古屋中央支店 ０５２（５７１）１５７１

○犬山駅前出張所
名鉄犬山線犬山駅（西口）徒歩１分
名古屋支店 ０５２（２０１）８５１１

○尾張一宮駅前出張所
ＪＲ尾張一宮駅前
名古屋支店 ０５２（２０１）８５１１

○津島駅前出張所
名鉄津島線津島駅構内
名古屋支店 ０５２（２０１）８５１１

○岡崎出張所
名鉄東岡崎駅徒歩１５分・
康生町交差点そば
名古屋支店 ０５２（２０１）８５１１

○春日井出張所
ＪＲ春日井駅バス５分・鳥居松バス停前
今池支店 ０５２（７３２）５３１１

□四日市支店
四日市市浜田町５-２８
０５９３（５１）３２３１

○津支店
津市東丸之内２０-１２
０５９（２２６）５１０６

○彦根支店
彦根市中央町６-１８
０７４９（２２）２１２１

□ＪＲ大津駅出張所
ＪＲ東海道本線大津駅改札口横
京都支店 ０７５（２２１）１１４１

□大津出張所
京阪京津線・石山坂本線浜大津駅前・
京阪大津ビル
京都支店 ０７５（２２１）１１４１

○ブリヂストン彦根生活協同組合出張所
ＪＲ南彦根駅バス８分・
ブリヂストン彦根工場前下車徒歩３分
彦根支店 ０７４９（２２）２１２１

○松下電工前（岡町）出張所
ＪＲ南彦根駅徒歩８分
彦根支店 ０７４９（２２）２１２１

□京都支店
京都市中京区烏丸通四条上ル笋町６９１
（京都中央支店店舗内）
０７５（２２１）１１４１

○京都中央支店
京都市中京区烏丸通四条上ル筝町６９１
０７５（２２１）３１６１

□四条大宮支店
京都市中京区大宮通錦小路下ル
錦大宮町１２４-２
０７５（８４１）５３７１

□長岡天神支店
長岡京市長岡２-３０-１９
０７５（９５１）６３６６

○千本支店
京都市中京区聚楽廻東町３-３
０７５（８４１）５３２５

□男山団地出張所
関西医大男山病院南門横
くずは支店 ０７２（８５５）２８１１

□山科出張所
ＪＲ山科駅南２００ｍ山科駅前交差点西
京都支店 ０７５（２２１）１１４１

□朱雀出張所
七条千本バス停前
四条大宮支店 ０７５（８４１）５３７１

□向日出張所
阪急京都線東向日駅前
長岡天神支店 ０７５（９５１）６３６６

○下鴨出張所
京都市バス洛北高校前徒歩３分・
北大路通洛北交差点北側
京都中央支店 ０７５（２２１）３１６１

○東山出張所
京阪七条駅徒歩１分七条通り本町西入る
京都中央支店 ０７５（２２１）３１６１

○龍谷大学出張所
京阪線深草駅徒歩５分・龍谷大学内正門前（南門）
京都中央支店 ０７５（２２１）３１６１

○祗園出張所
京阪四条駅（出口６）徒歩１分・四条縄手角
京都中央支店 ０７５（２２１）３１６１

○下立売出張所
地下鉄丸太町駅徒歩１０分・堀川下立売上る西角
千本支店 ０７５（８４１）５３２５

○西陣出張所
地下鉄北大路駅バス１０分・千本鞍馬口南へ徒歩１分
千本支店 ０７５（８４１）５３２５

中央区

□大阪営業部
中央区備後町２-２-１
０６（６２７１）１２２１

○大阪中央営業部
中央区備後町２-２-１
（大阪営業部店舗内）
０６（６２６８）７６００

□大阪公務部
中央区備後町２-２-１
０６（６２７１）１２２１

□大阪不動産部
中央区備後町２-２-１
０６（６２７１）１２２１

□船場支店
中央区南船場４-４-２１
０６（６２５１）０１３１

○心斎橋支店
中央区南船場４-４-２１
（船場支店店舗内）
０６（６２５１）７７８１

□北浜支店
中央区北浜２-２-２２
０６（６２２２）３５５１

□御堂筋支店
中央区平野町４-１-２
０６（６２０２）５５３１

□大手支店
中央区大手前２-１-２２
０６（６９４２）５０５５

□難波支店
中央区難波３-６-１１
０６（６６３２）５０３１

○難波駅前支店
中央区難波３-６-１１
（難波支店店舗内）
０６（６６３３）６５０１

○玉造支店
中央区玉造１-７-４
０６（６７６２）５０７１

□イケマン堺筋ビル出張所
池萬堺筋ビル内
大阪営業部 ０６（６２７１）１２２１

□第二野村ビル出張所
りそな本店ビル北側
大阪営業部 ０６（６２７１）１２２１

□久太郎町出張所
三休橋筋・船場センタービル６号館南
船場支店 ０６（６２５１）０１３１

□クリスタ長堀出張所
地下鉄堺筋線・長堀鶴見緑地線
長堀橋駅改札側クリスタ長堀・
グルメタウン内
船場支店 ０６（６２５１）０１３１

□船場センタービル出張所
船場センタービル９号館地下２階
（地下鉄御堂筋線本町駅側）
船場支店 ０６（６２５１）０１３１

□ファッションスクウェア江綿出張所
江綿(株)第２ビル内
船場支店 ０６（６２５１）０１３１

□玉造駅前出張所
ＪＲ環状線玉造駅西側
（玉造交差点北東側）
鶴橋支店 ０６（６９７１）０３３１

□松屋町出張所
地下鉄長堀鶴見緑地線松屋町駅南
東急ドエルアルス松屋町内
上六支店 ０６（６７７２）１１５１

□地下鉄本町駅出張所
地下鉄御堂筋線本町駅北側改札口前
御堂筋支店 ０６（６２０２）５５３１

□大阪府庁別館出張所
大阪府庁別館内
大手支店 ０６（６９４２）５０５５

□地下鉄なんば駅出張所
地下鉄御堂筋線なんば駅南側改札口横
難波支店 ０６（６６３２）５０３１

□日本橋駅前出張所
地下鉄堺筋線日本橋駅・近鉄線
近鉄日本橋駅前・日本一交差点南西角
難波支店 ０６（６６３２）５０３１

□天満橋駅前出張所
地下鉄谷町線・京阪本線天満橋駅前
（天満橋交差点南東側）
北浜支店 ０６（６２２２）３５５１

○堺筋出張所
りそな本店ビル北側（地下鉄堺筋線・
中央線堺筋本町駅北・堺筋沿い）
大阪中央営業部 ０６（６２６８）７６００

□谷町出張所
谷町筋大手通交差点南西方面徒歩１分
北浜支店 ０６（６２２２）３５５１

○大阪ビジネスパーク出張所
地下鉄大阪ビジネスパーク駅
徒歩３分・ツイン２１・ＭＩＤビル２階
玉造支店 ０６（６７６２）５０７１

都島区

□京阪京橋支店
都島区東野田町２-１-３８
０６（６３５３）２１２１

□都島支店
都島区都島本通３-２２-１１
０６（６９２１）７７３１

福島区

□野田支店
福島区大開１-１-１６
０６（６４６２）５３３１

○西野田支店
福島区大開１-１-１６
（野田支店店舗内）
０６（６４６２）７４７１

大阪府（大阪市内）
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○福島支店
福島区福島３-１４-２１
０６（６４５１）１８３１

□福島駅前出張所
阪神本線福島駅前（国道２号線沿
い、浄正橋交差点南西角）
野田支店 ０６（６４６２）５３３１

此花区

□ユニバーサル・スタジオ・ジャパン出張所
ユニバーサル・スタジオ・ジャパン
正面ゲート右
大阪公務部 ０６（６２７１）１２２１

□高見フローラルタウン出張所
ジャスコ高見店南隣り
野田支店 ０６（６４６２）５３３１

西区

□大阪西区支店
西区立売堀３-１-１４
０６（６５３１）８１３１

□四ツ橋駅前出張所
地下鉄四つ橋線四ツ橋駅前東側
船場支店 ０６（６２５１）０１３１

□ナインモール九条出張所
地下鉄中央線九条駅南側・
ナインモール九条商店街内
大阪西区支店 ０６（６５３１）８１３１

□なにわ筋出張所
地下鉄長堀鶴見緑地線西大橋駅
前（西大橋交差点北東角 ）
大阪西区支店 ０６（６５３１）８１３１

□信濃橋出張所
靭公園南・四つ橋筋沿い
御堂筋支店 ０６（６２０２）５５３１

□ドームシティガスビル出張所
大阪ドーム横・ドームシティガス
ビル４階出入口横
桜川支店 ０６（６５６１）７８３１

□西長堀駅前出張所
地下鉄千日前線・長堀鶴見緑地線
西長堀駅前東側新なにわ筋沿い
桜川支店 ０６（６５６１）７８３１

港区

□市岡支店
港区磯路１-３-３
０６（６５７２）８８８１

□朝潮橋駅前出張所
地下鉄中央線朝潮橋駅前
みなと通沿い
市岡支店 ０６（６５７２）８８８１

□大阪港駅前出張所
地下鉄中央線大阪港駅前（北側）
市岡支店 ０６（６５７２）８８８１

大正区

□大正支店
大正区千島２-５-１５
０６（６５５４）２２１１

□大正駅前出張所
ＪＲ環状線大正駅前（北側）
大正支店 ０６（６５５４）２２１１

天王寺区

□上六支店
天王寺区上本町６-５-２８
０６（６７７２）１１５１

□大阪赤十字病院出張所
大阪赤十字病院・新本館２階通路
鶴橋支店 ０６（６９７１）０３３１

□桃谷駅前出張所
ＪＲ環状線桃谷駅西側
鶴橋支店 ０６（６９７１）０３３１

□寺田町駅前出張所
ＪＲ環状線寺田町駅西側
阿倍野橋支店 ０６（６６３２）１０３１

□天王寺ミオ出張所
天王寺ミオ１階・ＪＲ専用改札口横
阿倍野橋支店 ０６（６６３２）１０３１

□天王寺ミオ・ＥＡＳＴ出張所
天王寺ミオ１階・ＪＲ天王寺駅東口
コンコース側
阿倍野橋支店 ０６（６６３２）１０３１

□上本町駅前出張所
近鉄線上本町駅北側
上六支店 ０６（６７７２）１１５１

□夕陽ヶ丘駅前出張所
谷町筋四天王寺交差点角
上六支店 ０６（６７７２）１１５１

浪速区

□桜川支店
浪速区幸町２-７-３
０６（６５６１）７８３１

○大阪恵美須支店
浪速区恵美須西１-２-１
０６（６６３２）５６０１

○大国町出張所
地下鉄大国町駅（出口５）徒歩１分
大阪恵美須支店 ０６（６６３２）５６０１

西淀川区

□歌島橋支店
西淀川区御幣島２-１-２
０６（６４７１）２２５１

□メラード大和田出張所
メラード大和田内
（関西スーパー大和田店）
歌島橋支店 ０６（６４７１）２２５１

東淀川区

□吹田支店　上新庄出張所
東淀川区瑞光１-１１-５
０６（６３２５）４５００

□相川駅前出張所
阪急京都線相川駅前（東側）
吹田支店 ０６（６３８１）１８３１

東成区

□鶴橋支店
東成区東小橋３-１９-５
０６（６９７１）０３３１

□布施口支店
東成区深江南３-２２-９
０６（６９７１）６４５１

□大阪府立成人病センター出張所
大阪府立成人病センター１階待合室
大阪公務部 ０６（６２７１）１２２１

生野区

□生野支店
生野区中川６-９-１８
０６（６７５１）１２５１

□北巽駅前出張所
地下鉄千日前線北巽駅南・
ライフ巽店駐車場横
生野支店 ０６（６７５１）１２５１

旭区

□京阪千林駅前出張所
千林商店街内
守口支店 ０６（６９９３）００２１

城東区

□城東支店
城東区今福西１-８-２
０６（６９３２）４３７１

□都島支店　野江出張所
城東区野江４-１-３
０６（６９３１）５１５１

□鴫野西出張所
鴫野会館斜め向い
京阪京橋支店 ０６（６３５３）２１２１

□京阪関目駅前出張所
京阪本線関目駅東側
城東支店 ０６（６９３２）４３７１

○鴫野出張所
ＪＲ鴨野駅南へ徒歩４分
玉造支店 ０６（６７６２）５０７１

阿倍野区

□阿倍野橋支店
阿倍野区阿倍野筋１-６-２
０６（６６３２）１０３１

□大阪鉄道病院出張所
大阪鉄道病院内
阿倍野橋支店 ０６（６６３２）１０３１

□西田辺駅前出張所
地下鉄御堂筋線西田辺駅北１００ｍ・
あびこ筋西側
阿倍野橋支店 ０６（６６３２）１０３１

住吉区

□我孫子支店
住吉区我孫子東２-６-４
０６（６６９２）２８２５

○住吉支店
住吉区長峡町２-７
０６（６６７３）１２３１

○住吉支店　我孫子道出張所
住吉区清水丘２-２９-８
０６（６６７３）１３０１

□大阪府立病院出張所
大阪府立病院１階連絡通路
阿倍野橋支店 ０６（６６３２）１０３１

□あびこ駅東出張所
地下鉄御堂筋線あびこ駅前
中央商店街内
我孫子支店 ０６（６６９２）２８２５

□ＪＲ我孫子町駅前出張所
ＪＲ阪和線我孫子町駅前（東側）
我孫子支店 ０６（６６９２）２８２５

□杉本町駅前出張所
ＪＲ阪和線杉本町駅前（西側）
我孫子支店 ０６（６６９２）２８２５

東住吉区

○田辺支店
東住吉区南田辺１-９-３８
０６（６６２２）２１７１

□東部市場出張所
大阪市中央卸売市場東部市場内
生野支店 ０６（６７５１）１２５１

□駒川中野駅前出張所
地下鉄谷町線駒川中野駅前
平野支店 ０６（６７０３）１８８１

西成区

□萩ノ茶屋支店
西成区鶴見橋１-３-１０
０６（６６４１）２６５１

○天下茶屋支店
大阪市西成区鶴見橋１-３-１０
（萩ノ茶屋支店店舗内）
０６（６６４１）２８６５

□南海天下茶屋駅出張所
南海本線天下茶屋駅・
ショップ南海２階
萩ノ茶屋支店 ０６（６６４１）２６５１

○天下茶屋駅東出張所
南海本線天下茶屋駅（東口）徒歩
３分・旧住吉街道天下茶屋商店街
天下茶屋支店 ０６（６６４１）２８６５

淀川区

□三国支店
淀川区西三国３-４-１２
０６（６３９１）１１２１

□新大阪駅前支店
淀川区西中島４-３-１４
０６（６３０５）１１７１

□神崎川駅前出張所
阪急神戸線神崎川駅東マルエー斜め向い
三国支店 ０６（６３９１）１１２１

□阪急三国駅出張所
阪急宝塚線三国駅２階改札口横
三国支店 ０６（６３９１）１１２１

□東三国駅前出張所
地下鉄御堂筋線東三国駅北口（西側）
三国支店 ０６（６３９１）１１２１

□ＪＲ新大阪駅出張所
ＪＲ新大阪駅中央出口正面
新大阪駅前支店 ０６（６３０５）１１７１

□新大阪駅北口出張所
新大阪駅北口メルパルクホール南２００ｍ
新大阪駅前支店 ０６（６３０５）１１７１

□西中島出張所
西中島５丁目バス停前
新大阪駅前支店 ０６（６３０５）１１７１

鶴見区

□今福鶴見駅前出張所
地下鉄長堀鶴見緑地線今福鶴見
駅前（鶴見交差点南東）
城東支店 ０６（６９３２）４３７１

□横堤駅前出張所
地下鉄長堀鶴見緑地線横堤駅北側
城東支店 ０６（６９３２）４３７１

住之江区

□平林支店
住之江区新北島３-８-２９
０６（６６８３）３８０１

□北加賀屋駅前出張所
南港通沿いスーパーマルエー横
萩ノ茶屋支店 ０６（６６４１）２６５１

□住之江ショッピングプラザ出張所
住之江ショッピングプラザ自転車置場横
平林支店 ０６（６６８３）３８０１

平野区

□平野支店
平野区平野西５-１-３
０６（６７０３）１８８１

□長吉支店
平野区長吉長原１-１-３
０６（６７９０）５５２１

□喜連瓜破駅前出張所
地下鉄谷町線喜連瓜破駅前（北側）
平野支店 ０６（６７０３）１８８１

北区

□堂島支店
北区堂島浜１-４-１６
０６（６３４１）６６５１

□梅田支店
北区曽根崎２-１６-１９
０６（６３１２）８５７１

□天六支店
北区天神橋７-１-１０
０６（６３５３）２２４１

○天六南支店
大阪市北区天神橋７-１-１０
（天六支店店舗内）
０６（６３５８）３０３１

□南森町支店
大阪市北区天神橋２-２-６
０６（６３５１）６２５１

○梅田北口支店
北区大深町１-１
０６（６３７７）８７１１

□大阪営業部 ＪＲ西日本出張所
北区芝田２-４-２４
０６（６３７２）０９６５

□ディアモール大阪出張所
ディアモール大阪内
堂島支店 ０６（６３４１）６６５１

□梅田北出張所
阪急線阪急梅田駅北・
新阪急ホテルアネックス北
梅田支店 ０６（６３１２）８５７１

□大阪駅ギャレ出張所
ＪＲ大阪駅・ギャレ大阪内
梅田支店 ０６（６３１２）８５７１

□地下鉄梅田駅出張所
地下鉄御堂筋線梅田駅北側改札口前
梅田支店 ０６（６３１２）８５７１

□地下鉄中津駅前出張所
地下鉄御堂筋線中津駅前（世界長ビル南）
梅田支店 ０６（６３１２）８５７１

□読売大阪ビル出張所
読売大阪ビル内
梅田支店 ０６（６３１２）８５７１

□長柄出張所
さざなみプラザ横
天六支店 ０６（６３５３）２２４１

○天神橋筋商店街出張所
地下鉄・阪急天神橋筋六丁目駅
（出口１２）駅前
天六南支店 ０６（６３５８）３０３１

堺市

□堺東支店
堺市北瓦町２-４-１８
０７２（２２１）９００１

○堺宿院支店
堺市北瓦町２-４-１８
（堺東支店店舗内）
０７２（２３８）１５４１

□堺東支店　初芝出張所
堺市日置荘西町１-２２-２８
０７２（２８７）２７４１

□堺支店
堺市東湊町１-８７-２
０７２（２４５）７１１１

□金岡支店
堺市北三国ヶ丘町８-８-１８
０７２（２３８）６７８５

□金岡支店　新金岡出張所
堺市新金岡町４-１-１２
０７２（２５５）４７１１

□泉北支店
堺市茶山台１-２
０７２（２９１）３００１

□泉北支店　泉北とが出張所
堺市原山台２-２-１
０７２（２９９）５３３１

□光明池支店
堺市鴨谷台２-２-２
０７２（２９８）０１５１

□深井支店
堺市深井沢町３２９０
０７２（２７９）２５２１

□北花田駅前出張所
地下鉄御堂筋線北花田駅西側
サークルＫ前
我孫子支店 ０６（６６９２）２８２５

□イズミヤ百舌鳥店出張所
イズミヤ百舌鳥店１階
堺東支店 ０７２（２２１）９００１

□大阪府立大学出張所
大阪府立大学学生会館前
堺東支店 ０７２（２２１）９００１

□堺市役所高層館出張所
堺市役所（高層館内１階）
堺東支店 ０７２（２２１）９００１

□南海中百舌鳥駅出張所
南海高野線中百舌鳥駅２階
堺東支店 ０７２（２２１）９００１

□鳳駅前出張所
ＪＲ阪和線鳳駅前東側
堺支店 ０７２（２４５）７１１１

□南海堺駅出張所
南海本線堺駅駅ビル２階売店横
堺支店 ０７２（２４５）７１１１

□蔵前出張所
Ｄ－ＭＡＲＴ金岡店横
金岡支店 ０７２（２３８）６７８５

□ＪＲ堺市駅東出張所
ＪＲ阪和線堺市駅東側
（堺市駅東商店街）
金岡支店 ０７２（２３８）６７８５

□庭代台出張所
ライフ庭代台店前
（堺市庭代台近隣センター）
泉北支店 ０７２（２９１）３００１

□深阪出張所
南海バス深阪バス停北３５０ｍ
泉北支店 ０７２（２９１）３００１

□ライフ城山台店出張所
ライフ城山台店隣り
光明池支店 ０７２（２９８）０１５１

大阪府（大阪市外）
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○近畿大学医学部堺病院出張所
泉北高速鉄道栂・美木多駅徒歩８分
河内千代田支店 ０７２１（５４）１２０１

岸和田市

□久米田支店
岸和田市大町４８４-１
０７２４（４３）６１０１

□東岸和田インストアプラザ
（久米田支店トーク東岸和田出張所）
岸和田市土生町２-３２-６
０７２４（３９）９７２０

豊中市

□豊中支店
豊中市本町１-６-７
０６（６８５４）１２２１

□千里中央支店
豊中市新千里東町１-２-１
０６（６８７２）１００１

○豊中服部支店
豊中市服部本町１-７-１
０６（６８６２）３０３１

□千里中央コンサルティングプラザ
豊中市新千里東町１-２-１
０６（６８７２）２０９１

□庄内駅前出張所
阪急宝塚線庄内駅東側
（国道１７６号線沿い）
三国支店 ０６（６３９１）１１２１

□大阪空港北ターミナルビル出張所
２階国内線出発ロビー横
豊中支店 ０６（６８５４）１２２１

□大阪空港南ターミナルビル出張所
３階国内線出発ロビー横
豊中支店 ０６（６８５４）１２２１

□岡町駅前出張所
阪急宝塚線岡町駅東側（岡町商店街内）
豊中支店 ０６（６８５４）１２２１

□豊中市役所出張所
豊中市役所内
豊中支店 ０６（６８５４）１２２１

□螢池駅前出張所
阪急宝塚線蛍池駅前（東側）
豊中支店 ０６（６８５４）１２２１

□千里中央駅前出張所
北大阪急行千里中央駅北側・
バスロータリー前
千里中央支店 ０６（６８７２）１００１

□パークヒルズ出張所
千里中央パークヒルズ内
（スーパーノダヤ前）
千里中央支店 ０６（６８７２）１００１

池田市

□池田合同庁舎出張所
大阪府・池田市合同庁舎内
豊中支店 ０６（６８５４）１２２１

吹田市

□吹田支店
吹田市朝日町３-１１６
０６（６３８１）１８３１

□千里支店
吹田市津雲台１-１
０６（６８７１）０１９１

□千里北支店
吹田市古江台４-２-D２-２０１
０６（６８７２）０６５１

□江坂支店
吹田市豊津町１-３０-１０１
０６（６３８０）０６４１

□吹田支店　岸辺出張所
（りそなパーソナルステーション岸辺）
吹田市岸部南１-１６-１-１
０６（４８６０）０８７１

□関西大学出張所
関西大学・千里山キャンパス内
天六支店 ０６（６３５３）２２４１

□関大前出張所
関西大学正門前（関大通り）
天六支店 ０６（６３５３）２２４１

□ＪＲ吹田駅北口出張所
メロード吹田２番館
吹田支店 ０６（６３８１）１８３１

□吹田市民病院出張所
吹田市民病院本館１階待合ホール
吹田支店 ０６（６３８１）１８３１

□吹田市役所出張所
吹田市役所内
吹田支店 ０６（６３８１）１８３１

□アザール桃山台出張所
北大阪急行桃山台駅前・アザール
桃山台１階
千里支店 ０６（６８７１）０１９１

□亥の子谷出張所
シーアイハイツ南千里・
スーパーウリボウ東隣り
千里支店 ０６（６８７１）０１９１

□ジャスコ南千里店出張所
ジャスコ南千里店１階
エスカレーター下
千里支店 ０６（６８７１）０１９１

□津雲台出張所
津雲台近隣センター内
千里支店 ０６（６８７１）０１９１

□山田出張所
スーパーいかりサンエフ駐車場横
千里支店 ０６（６８７１）０１９１

□北千里駅前出張所
阪急千里線北千里駅前
（dios北千里３番館）
千里北支店 ０６（６８７２）０６５１

□国立循環器病センター出張所
国立循環器病センター内
千里北支店 ０６（６８７２）０６５１

□万博記念公園出張所
万博公園総合案内所横・エキスポ
ランド入口前
千里北支店 ０６（６８７２）０６５１

□豊津駅前出張所
阪急千里線豊津駅前
江坂支店 ０６（６３８０）０６４１

泉大津市

□泉大津支店
泉大津市旭町２０-３
０７２５（３３）４０２１

○泉大津西支店
泉大津市旭町２０-３
（泉大津支店店舗内）
０７２５（３２）３９６１

□泉大津市役所出張所
泉大津市役所入口横
泉大津支店 ０７２５（３３）４０２１

□イズミヤ和泉府中店出張所
イズミヤ和泉府中店１階入口前
泉大津支店 ０７２５（３３）４０２１

□ポートサービスセンタービル出張所
きららタウン堺泉北港
ポートサービスセンタービル１階
泉大津支店 ０７２５（３３）４０２１

高槻市

□高槻支店
高槻市城北町２-１-１８
０７２（６７５）１２０１

□高槻インストアプラザ
（高槻支店ジャスコ高槻出張所）
高槻市萩之庄３-４７-２
０７２（６６９）３８１１

○高槻富田支店
高槻市富田町１-６-１１
０７２（６９３）６７１１

□関西大学・高槻キャンパス出張所
関西大学・高槻キャンパス管理・
研究棟１階
高槻支店 ０７２（６７５）１２０１

□ＪＲ高槻駅西出張所
ＪＲ東海道本線高槻駅西口バス・
ロータリー前
高槻支店 ０７２（６７５）１２０１

□摂津富田駅前出張所
ＪＲ東海道本線摂津富田駅南口正面
高槻支店 ０７２（６７５）１２０１

□大丸ピーコック塚原店出張所
大丸ピーコック塚原店入口横
高槻支店 ０７２（６７５）１２０１

□高槻市役所出張所
高槻市役所内
高槻支店 ０７２（６７５）１２０１

貝塚市

□貝塚支店
貝塚市近木１４４７
０７２４（３１）１６０１

□貝塚市役所共同出張所
貝塚市役所入口横
貝塚支店 ０７２４（３１）１６０１

□市立貝塚病院共同出張所
市立貝塚病院内
貝塚支店 ０７２４（３１）１６０１

守口市

□守口支店
守口市京阪本通１-３-２
０６（６９９３）００２１

○守口土居支店
守口市京阪本通１-３-２
（守口支店店舗内）
０６（６９９７）０７７７

□関西医科大学付属病院出張所
関西医科大学付属病院１階
守口支店 ０６（６９９３）００２１

□京阪守口市駅出張所
京阪本線守口市駅２階改札口前
守口支店 ０６（６９９３）００２１

□大日出張所
地下鉄谷町線大日駅６号出口西５０m
守口支店 ０６（６９９３）００２１

□松下記念病院出張所
松下記念病院１階受付横
守口支店 ０６（６９９３）００２１

□守口市役所出張所
守口市役所内
守口支店 ０６（６９９３）００２１

○土居駅前出張所
京阪本線土居駅前
守口土居支店 ０６（６９９７）０７７７

枚方市

□枚方支店
枚方市岡東町１２-１-１０１
０７２（８４６）２２２１

□枚方支店　香里出張所
枚方市香里ヶ丘３-１１-１
０７２（８５４）０３２５

□くずは支店
枚方市楠葉花園町１２-５
０７２（８５５）２８１１

□枚方公園駅前出張所
京阪本線枚方公園駅前（東側）
枚方支店 ０７２（８４６）２２２１

□枚方市民病院出張所
枚方市民病院内
枚方支店 ０７２（８４６）２２２１

□枚方市役所出張所
枚方市役所内
枚方支店 ０７２（８４６）２２２１

□枚方市役所別館出張所
枚方市庁舎別館内
枚方支店 ０７２（８４６）２２２１

□牧野駅前出張所
京阪本線牧野駅前（東側）
枚方支店 ０７２（８４６）２２２１

□大丸ピーコック香里店出張所
大丸ピーコック香里店正面入口西側
枚方支店 ０７２（８４６）２２２１

□トップワールド香里ヶ丘店出張所
トップワールド香里ヶ丘店入口横
枚方支店 ０７２（８４６）２２２１

□ニッショーくずは店出張所
ニッショーストアくずは店入口横
くずは支店 ０７２（８５５）２８１１

茨木市

□茨木支店
茨木市永代町７-１
０７２（６２４）１１２１

□茨木支店　南茨木出張所
（りそなパーソナルステーション南茨木）
茨木市沢良宜西１-４-５
０７２（６３８）９４６１

□茨木支店　市場出張所
茨木市宮島１-１-１
０７２（６３６）２０３１

□茨木西支店
茨木市西駅前町４-１０３
０７２（６２５）１５５１

□茨木市役所出張所
茨木市役所入口横
茨木支店 ０７２（６２４）１１２１

□ジャスコ新茨木店出張所
ジャスコ新茨木店１階
エスカレーター下
茨木支店 ０７２（６２４）１１２１

□平和堂真砂店出張所
平和堂真砂店入口横
茨木支店 ０７２（６２４）１１２１

八尾市

□八尾支店
八尾市光町２-１３
０７２９（９７）５２１１

□ＪＲ八尾駅前出張所
ＪＲ関西本線八尾駅前（北側）
八尾支店 ０７２９（９７）５２１１

□高安駅前出張所
近鉄大阪線高安駅前（西側）
八尾支店 ０７２９（９７）５２１１

□八尾市清掃庁舎出張所
八尾市清掃庁舎入口横
八尾支店 ０７２９（９７）５２１１

□八尾市役所出張所
八尾市役所内
八尾支店 ０７２９（９７）５２１１

□八尾市立病院出張所
八尾市立病院内
八尾支店 ０７２９（９７）５２１１

□八尾本町出張所
本町１丁目交差点西側
八尾支店 ０７２９（９７）５２１１

泉佐野市

□佐野支店
泉佐野市若宮町５-２１
０７２４（６２）３３０１

□大阪営業部 関西国際空港出張所
関西国際空港旅客ターミナルビル４階
国際線出発ロビー中央南側
０７２４（５６）７０３６

□りんくうタウン出張所
りんくうタウン・りんくうパピリオ内
佐野支店 ０７２４（６２）３３０１

□関空ターミナルビル出張所
関西国際空港旅客ターミナルビル４階
国際線出発ロビー
大阪営業部
関西国際空港出張所 ０７２４（５６）７０３６

富田林市

□富田林支店
富田林市本町１８-２４
０７２１（２４）１２８１

□喜志駅前出張所
近鉄長野線喜志駅東側
富田林支店 ０７２１（２４）１２８１

□金剛コロニー出張所
金剛コロニー内
富田林支店 ０７２１（２４）１２８１

□富田林市役所出張所
富田林市役所内
富田林支店 ０７２１（２４）１２８１

□富田林病院出張所
富田林病院内
富田林支店 ０７２１（２４）１２８１

□金剛東出張所
エコールロゼ・ジャスコ横
金剛支店 ０７２（３６５）３３５５

寝屋川市

□寝屋川支店
寝屋川市桜木町１-３
０７２（８２６）３３０１

□寝屋川支店 みいが丘出張所
寝屋川市三井が丘４-１２-６
０７２（８２４）７１１１

□萱島駅前出張所
京阪本線萱島駅東側
寝屋川支店 ０７２（８２６）３３０１

□ニッショー寝屋川店前出張所
ニッショーストア寝屋川店横
寝屋川支店 ０７２（８２６）３３０１

□寝屋川グリーンシティ出張所
寝屋川グリーンシティ正面入口横
寝屋川支店 ０７２（８２６）３３０１

□寝屋川市役所出張所
寝屋川市役所内
寝屋川支店 ０７２（８２６）３３０１

□香里園駅出張所
京阪本線香里園駅２階
枚方支店 ０７２（８４６）２２２１

河内長野市

○河内千代田支店
河内長野市楠町東１５８７-４
０７２１（５４）１２０１

□金剛支店　千代田出張所
河内長野市楠町東１５８７-４
（河内千代田支店店舗内）
０７２１（５２）３３１６

□イズミヤ河内長野店出張所
イズミヤ河内長野店１階食品フロア
金剛支店　０７２（３６５）３３５５

□河内長野駅前出張所
ノバティながの北館正面
金剛支店　０７２（３６５）３３５５

松原市

□河内松原支店
松原市上田２-２-２０
０７２（３３０）６４３５

□河内松原支店　天美出張所
松原市天美東７-８-４
０７２（３３３）２９２９

大東市

□住道支店
大東市住道２-２-１０２
０７２（８７４）１２２１

□住道駅北出張所
ＪＲ学研都市線住道駅前
バスロータリー横
住道支店 ０７２（８７４）１２２１

□大東市役所出張所
大東市役所内
住道支店 ０７２（８７４）１２２１

□野崎出張所
ＪＲ学研都市線野崎駅前
住道支店 ０７２（８７４）１２２１

□ポップタウン住道出張所
ポップタウン住道１番館
（ダイエー西入口前）
住道支店 ０７２（８７４）１２２１

和泉市

□光明池支店　和泉中央出張所
（りそなパーソナルステーション和泉中央）
和泉市いぶき野４-５-２
０７２５（５７）２９６１

□和泉中央駅出張所
泉北高速鉄道和泉中央駅２階
光明池支店 ０７２（２９８）０１５１

箕面市

○箕面駅前支店
箕面市箕面６-４-３３
０７２（７２２）７５０１

□箕面支店
箕面市箕面６-４-３３
（箕面駅前支店店舗内）
０７２（７２１）７８８１
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□桜井出張所
阪急箕面線桜井駅北側
桜井派出所東１５０ｍ
箕面支店 ０７２（７２１）７８８１

□箕面市役所前出張所
箕面市役所前
箕面支店 ０７２（７２１）７８８１

□アクティブライフ箕面出張所
アクティブライフ箕面内
千里北支店 ０６（６８７２）０６５１

□小野原出張所
関西スーパー小野原店横
千里北支店 ０６（６８７２）０６５１

□箕面船場出張所
新船場南橋交差点西側１００ｍ
シーモア千里１階
千里中央支店 ０６（６８７２）１００１

柏原市

□柏原支店
柏原市大正３-２-３１
０７２９（７２）１３４５

□柏原支店　国分出張所
柏原市国分西１-２-２６
０７２９（７７）２２０５

□柏原駅東出張所
ＪＲ関西本線・近鉄道明寺線
柏原駅東側
柏原支店 ０７２９（７２）１３４５

□柏原市役所出張所
柏原市役所内
柏原支店 ０７２９（７２）１３４５

羽曳野市

□羽曳野支店
羽曳野市白鳥２-１-１
０７２９（５７）１１２１

□近鉄プラザ古市店出張所
近鉄プラザ古市店内
（近鉄南大阪線・長野線古市駅前）
羽曳野支店 ０７２９（５７）１１２１

□羽曳野市役所出張所
羽曳野市役所入口横
羽曳野支店 ０７２９（５７）１１２１

□LICはびきの出張所
近鉄南大阪線・長野線古市駅
西１,０００ｍ（LICはびきの内）
羽曳野支店 ０７２９（５７）１１２１

門真市

□門真市駅前出張所
京阪本線門真市駅南（門真プラザ前）
守口支店 ０６（６９９３）００２１

摂津市

□吹田支店　千里丘出張所
摂津市千里丘東２-１０-１
０７２（６２２）７７８８

□摂津市役所出張所
摂津市役所入口横
千里丘出張所 ０７２（６２２）７７８８

藤井寺市

□藤井寺ダイヤモンドシティ前出張所
藤井寺ダイヤモンドシティ
（ジャスコ）向い
羽曳野支店 ０７２９（５７）１１２１

東大阪市

□東大阪支店
東大阪市荒本西１-１-１
０６（６７８８）２４３１

□小阪支店
東大阪市小阪本町１-４-３
（河内小阪支店店舗内）
０６（６７２２）２４９０

○河内小阪支店
東大阪市小阪本町１-４-３
０６（６７２２）２１２１

□瓢M山支店
東大阪市昭和町４-１
０７２９（８８）６８７１

○長瀬支店
東大阪市菱屋西１-１８-２
０６（６７２３）３０３１

□布施駅前出張所
ロンモール布施中館北側
布施口支店 ０６（６９７１）６４５１

□アメリアマンション出張所
アメリアマンション管理棟
住道支店 ０７２（８７４）１２２１

□荒本駅前出張所
近鉄東大阪線荒本駅前
東大阪支店 ０６（６７８８）２４３１

□東大阪市役所出張所
東大阪市役所１階ATMコーナー
東大阪支店 ０６（６７８８）２４３１

□東大阪市立総合病院出張所
東大阪市立総合病院１階
キャッシュコーナー
東大阪支店 ０６（６７８８）２４３１

□イズミヤ若江岩田店出張所
イズミヤ若江岩田店内１階
東大阪支店 ０６（６７８８）２４３１

□新石切駅前出張所
近鉄東大阪線新石切駅前（南側）
瓢L山支店 ０７２９（８８）６８７１

□東花園駅前出張所
近鉄奈良線東花園駅前・
近商ストア内
瓢L山支店 ０７２９（８８）６８７１

泉南市

□泉南市役所共同出張所
泉南市役所入口横
佐野支店 ０７２４（６２）３３０１

四條畷市

□四條畷支店
四條畷市楠公１-１５-１１
０７２（８７６）０７２１

□グリーンホール田原出張所
グリーンホール田原
（四條畷市田原支所）内
四條畷支店 ０７２（８７６）０７２１

□四條畷市役所出張所
四條畷市役所内
四條畷支店 ０７２（８７６）０７２１

交野市

□枚方支店　交野出張所
交野市私部西１-６-１０
０７２（８９１）３３２１

□交野市役所出張所
交野市役所内
交野出張所 ０７２（８９１）３３２１

□コモンシティ星田出張所
コモンシティ星田ふれあいプラザ内
四條畷支店 ０７２（８７６）０７２１

大阪狭山市

□金剛支店
大阪狭山市金剛１-１-１９
０７２（３６５）３３５５

□金剛支店　狭山ニュータウン出張所
大阪狭山市大野台２-１-５８
０７２（３６７）０３７０

□大阪狭山市駅前出張所
南海高野線大阪狭山市駅東１５０ｍ
金剛支店 ０７２（３６５）３３５５

□大阪狭山市役所出張所
大阪狭山市役所内
金剛支店 ０７２（３６５）３３５５

○近畿大学医学部付属病院出張所
近畿大学医学部付属病院内１階・エスカレーター前
河内千代田支店 ０７２１（５４）１２０１

三島郡

□島本支店
三島郡島本町江川２-１３-３
０７５（９６１）５３３１

□島本町役場出張所
島本町役場内
高槻支店 ０７２（６７５）１２０１

泉南郡

□熊取支店
熊取町大久保中１-１７-３
０７２４（５２）２７６１

南河内郡

□河南町役場出張所
河南町役場内
富田林支店　０７２１（２４）１２８１

□美原町役場出張所
美原町役場入口横
富田林支店　０７２１（２４）１２８１

○西宮北口支店
西宮市甲風園１-８-１４
０７９８（６４）０５００

○伊丹支店
伊丹市西台１-５-７
０７２（７７２）８２６５

□伊丹北支店
伊丹市西台１-５-７
（伊丹支店店舗内）
０７２（７７８）２４３１

○垂水支店
神戸市垂水区天ノ下町１-１-１０５
０７８（７０６）５６７１

□神戸支店
神戸市中央区栄町通２-５-１
０７８（３３１）７０８１

○三宮支店
神戸市中央区栄町通２-５-１
（神戸支店店舗内）
０７８（３９３）５２６０

□西神戸支店
神戸市兵庫区大開通１-１-１４
０７８（５７７）２５５１

□神戸岡本支店
神戸市東L区岡本１-４-２３
０７８（４４１）２００２

□北鈴蘭台支店
神戸市北区甲栄台１-１-１
０７８（５９３）１１８１

□北鈴蘭台支店　押部谷出張所
神戸市西区桜が丘中町３-２-５
０７８（９９５）０２２２

□塚口支店
尼崎市南塚口町２-１-２-１２８
０６（６４２７）６８５１

□尼崎北支店
尼崎市潮江１-１５-３
０６（６４９９）３５４５

□西宮支店
西宮市和上町２-７
０７９８（２２）３７８１

□西宮支店　仁川出張所
宝塚市仁川北３-７-９
０７９８（５３）２００１

□姫路支店
姫路市白銀町１
０７９２（２２）７１９１

○姫路駅前支店
姫路市白銀町１
（姫路支店店舗内）
０７９２（２３）３７４１

□川西支店
川西市栄町１１-１
０７２（７５８）１１１１

□明石支店
明石市本町１-２-２６
０７８（９１１）８９６１

□三田支店
三田市三輪１-７-１２
０７９（５６３）７３７１

□川西北支店
川西市緑台２-２-１２９
０７２（７９３）９４１１

□多田インストアプラザ
（川西北支店イズミヤ多田店出張所）
川西市多田桜木１-８-３
０７２（７９３）９４５１

○加古川支店
加古川市加古川町篠原町９-５
０７９４（２４）３１０１

○尼崎支店
尼崎市昭和通７-２３４
０６（６４１３）０５２１

○須磨出張所
ＪＲ・山陽電鉄須磨駅徒歩３分・国道２号線沿い
垂水支店 ０７８（７０６）５６７１

□三宮・花時計前駅西出張所
フラワーロード国際会館前交差点
西１５０ｍ・コスモ証券横
神戸支店 ０７８（３３１）７０８１

□長田出張所
アスタくにづか２番館南棟１階
西神戸支店 ０７８（５７７）２５５１

□M出張所
JR東海道本線六甲道駅南１５０m
神戸岡本支店 ０７８（４４１）２００２

□大池駅前出張所
神戸電鉄有馬線大池駅前
北鈴蘭台支店 ０７８（５９３）１１８１

□ジャスコつくしが丘店出張所
ジャスコつくしが丘店駐車場内
北鈴蘭台支店 ０７８（５９３）１１８１

□武庫之荘駅前出張所
阪急神戸線武庫之荘駅前北側
ロータリー
塚口支店 ０６（６４２７）６８５１

□ＪＲ尼崎駅前出張所
ＪＲ東海道本線尼崎駅前アミング潮江１階
尼崎北支店 ０６（６４９９）３５４５

□園田南出張所
JR福知山線塚口駅東６００m
若王寺バス停前
尼崎北支店 ０６（６４９９）３５４５

□立花出張所
ＪＲ東海道本線立花駅
フェスタ立花南館２階
尼崎北支店 ０６（６４９９）３５４５

□JR芦屋駅前出張所
JR東海道本線芦屋駅前（南側）
西宮支店 ０７９８（２２）３７８１

□ＪＲ甲子園口駅前出張所
ＪＲ東海道本線甲子園口駅南
西宮支店 ０７９８（２２）３７８１

□西宮マリナパークシティ出張所
西宮マリナパークシティ・コープ横
西宮支店 ０７９８（２２）３７８１

□コープ北口出張所
阪急神戸線・今津線西宮北口駅
北側・ＡＣＴＡ西宮東館２階
西宮支店 ０７９８（２２）３７８１

□阪急山本駅南出張所
阪急宝塚線山本駅前・
コープこうべ山本店前
川西支店 ０７２（７５８）１１１１

□マイカル明石出張所
ＪＲ山陽本線大久保駅前・
明石ビブレ１階
明石支店 ０７８（９１１）８９６１

□ウッディタウンサティ出張所
三田ウッディタウンサティ１階
三田支店 ０７９（５６３）７３７１

□フラワータウンフローラ88出張所
神戸電鉄公園都市線フラワー
タウン駅前・フローラ８８１階
三田支店 ０７９（５６３）７３７１

□北摂三田テクノパーク出張所
北摂三田テクノパーク内
三田支店 ０７９（５６３）７３７１

□ジャスコ猪名川店出張所
猪名川パークタウン・ジャスコ猪名
川店１階キャッシュコーナー
川西北支店 ０７２（７９２）８０１１

□清和台出張所
阪急オアシス清和台店前
川西北支店 ０７２（７９２）８０１１

□イズミヤ昆陽店出張所
イズミヤ昆陽店正面入口駐輪場横
伊丹北支店 ０７２（７７８）２４３１

□阪急伊丹駅出張所
阪急伊丹線伊丹駅ビル３階改札前
伊丹北支店 ０７２（７７８）２４３１

○奈良支店
奈良市上三条町２３-１
０７４２（２６）０２４１

□近鉄西大寺支店
奈良市西大寺東町２-１-３１
０７４２（３３）３１６１

□近鉄西大寺支店 やまと郡山出張所
大和郡山市高田町２-１
０７４３（５３）８９０１

□西やまと支店
北葛城郡上牧町片岡台２-６
０７４５（３２）２０３１

□香芝支店
香芝市瓦口２２４５
０７４５（７６）６３３１

□近鉄学園前支店
奈良市学園北１-９-１
０７４２（４５）９６０１

○橿原支店
橿原市内膳町５-２-２９
０７４４（２２）３５０１

□八木支店
橿原市内膳町５-２-２９
（橿原支店店舗内）
０７４４（２４）１５５１

□高の原駅前出張所
近鉄京都線高の原駅西・
サンタウンひまわり館内
近鉄西大寺支店 ０７４２（３３）３１６１

□王寺駅前出張所
ＪＲ関西本線・近鉄生駒線王寺駅前
西やまと支店 ０７４５（３２）２０３１

□上牧町役場出張所
上牧町役場内
西やまと支店 ０７４５（３２）２０３１

□奈良ニッセイエデンの園出張所
奈良ニッセイエデンの園
「プラザアーク」内
西やまと支店 ０７４５（３２）２０３１

□西大和ショッピングデパート出張所
西大和ショッピングデパート
西大和サティ前
西やまと支店 ０７４５（３２）２０３１

□エコール・マミ出張所
エコール・マミ北ブロック１階
香芝支店 ０７４５（７６）６３３１

□やまと高田出張所
近鉄大阪線大和高田駅前
香芝支店 ０７４５（７６）６３３１

□大丸ピーコック北大和真弓店出張所
大丸ピーコック北大和真弓店入口横
近鉄学園前支店 ０７４２（４５）９６０１

□東生駒駅前出張所
近鉄奈良線東生駒駅改札口横
近鉄学園前支店 ０７４２（４５）９６０１

○和歌山支店
和歌山市本町１-４０
０７３（４３３）２２１１

□広島支店
広島市中区立町２-２７
０８２（２４８）２２１１

○高知支店
高知市堺町２-２８
０８８（８７２）０１９１

○北九州支店
北九州市小倉北区魚町２-５-６
０９３（５２１）４６８１
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□福岡支店
福岡市中央区天神２-１４-８
０９２（７１２）６６１１

○福岡中央支店
福岡市中央区天神２-１４-８
（福岡支店店舗内）
０９２（７４１）２８３１

□久留米支店
久留米市日吉町２５-１
０９４２（３２）５２０１

□直方支店
直方市古町５-３２
０９４９（２２）１５００

○八幡出張所
ＪＲ黒崎駅徒歩５分・佐賀銀行八幡支店南側
北九州支店 ０９３（５２１）４６８１

□聖マリア病院出張所
聖マリア病院内
久留米支店 ０９４２（３２）５２０１

○長崎出張所
ＪＲ長崎駅下車路面電車５分・
西浜町電停前
福岡中央支店 ０９２（７４１）２８３１

□熊本支店
熊本市花畑町４-７
０９６（３５３）６３２１

りそな大手町ビジネス
ソリューションプラザ
千代田区大手町１-１-２
りそな銀行東京本社１階
０３（５２２３）５２４８

りそな御堂筋ビジネス
ソリューションプラザ
大阪市中央区平野町４-１-２
りそな銀行御堂筋支店内
０６（６２０２）１７５５

東京中央中小企業
サポートセンター
中央区京橋１-３-１
東京中央支店３階
０３（３２７６）６７００

八重洲中小企業
サポートセンター
中央区京橋１-３-１
東京中央支店３階
０３（３２７２）３９９６

新宿中小企業
サポートセンター
新宿区西新宿６-１２-１
新都心営業部２階
０３（５３２３）０５７１

上野中小企業
サポートセンター
台東区上野５-２５-１１
上野支店４階
０３（３８３１）２３９１

亀戸中小企業
サポートセンター
江東区亀戸２-２７-８
亀戸支店３階
０３（３６８３）９５４１

五反田中小企業
サポートセンター
品川区西五反田１-２３-９
五反田支店４階
０３（３７７９）８７６１

渋谷中小企業
サポートセンター
渋谷区渋谷２-２０-１１
渋谷支店３階
０３（３４９８）３２１５

池袋中小企業
サポートセンター
豊島区南池袋１-２１-５
池袋支店５階
０３（３９８７）２９４１

青戸中小企業
サポートセンター
葛飾区青戸３-３２-１６
青戸支店２階
０３（３６０２）９３０１

立川中小企業
サポートセンター
立川市柴崎町３-１０-１
立川支店２階
０４２（５２２）０８０１

久米川中小企業
サポートセンター
東村山市栄町２-８-２０
久米川支店２階
０４２（３９２）３７０１

難波中小企業
サポートセンター
大阪市中央区難波３-６-１１
積和ＭＡＳＴ難波ビル５階
０６（６６３２）６２５０

大阪南中小企業
サポートセンター
大阪市住吉区我孫子東２-６-４
我孫子支店内
０６（６６９２）３４２１

梅田中小企業
サポートセンター
大阪市北区曽根崎２-１６-１９
梅田支店２階
０６（６３１２）８６４５

堺東中小企業
サポートセンター
堺市北瓦町２-４-１８
堺東支店２階
０７２（２２６）０７５５

千里中央中小企業
サポートセンター
豊中市新千里東町１-２-１
千里中央センタービル内
０６（６８７２）３１０７

守口中小企業
サポートセンター
守口市京阪本通１-３-２
新近藤ビル３階
０６（６９９３）００１１

東大阪中小企業
サポートセンター
東大阪市荒本西１-１-１
東大阪支店２階
０６（６７８８）２３２１

大阪西区中小企業
サポートセンター
大阪市西区立売堀３-１-１４
大阪西区支店内
０６（６５３１）１２８１

○大手町住宅ローンセンター
千代田区大手町１-１-２
東京本社ビル１階
０３（５２２３）１１５６

○新橋住宅ローンセンター
港区新橋１-１６-４
新橋支店３階
０３（３５０３）５８１１

○青山住宅ローンセンター
港区南青山２-１１-１７
青山支店２階
０３（３４０３）２７２１

□新宿住宅ローンセンター
新宿区西新宿１-２６-２
新宿野村ビル９階
０３（３３４８）７６１１

○新宿西口住宅ローンセンター
新宿区西新宿１-１０-１
新宿西口支店内
０３（３３４８）２０５１

○五反田住宅ローンセンター
品川区西五反田１-２３-９
五反田支店内
０３（３７７９）２６３１

○蒲田住宅ローンセンター
大田区西蒲田５-２７-１０
蒲田支店内
０３（３７３１）８４５１

○三軒茶屋住宅ローンセンター
世田谷区三軒茶屋２-１６-１１
世田谷支店内
０３（３４１８）１１９１

○渋谷住宅ローンセンター
渋谷区渋谷２-２０-１１
渋谷支店内
０３（３４０７）２７８３

○自由が丘住宅ローンセンター
目黒区自由が丘１-２６-４
自由が丘出張所内
０３（５７２９）３０６１

○池袋東口住宅ローンセンター
豊島区東池袋１-９-３
池袋副都心出張所内
０３（３９７１）０４３５

○成増住宅ローンセンター
板橋区成増２-２１-６
成増支店内
０３（５３８３）２７７１

○千住住宅ローンセンター
足立区千住２-５４
千住支店隣
須川ビル内
０３（３８７０）８３９１

○吉祥寺住宅ローンセンター
武蔵野市吉祥寺本町１-８-１０
吉祥寺支店内
０４２２（２３）３５５１

○ひばりヶ丘住宅ローンセンター
西東京市谷戸町３-２７-２０
ひばりヶ丘支店内
０４２４（２５）５５１１

○調布住宅ローンセンター
調布市小島町１-１２-６
０４２４（８６）７５１１

○立川住宅ローンセンター
立川市柴崎町３-１０-１
立川支店内
０４２（５２２）９１２１

○河辺住宅ローンセンター
青梅市河辺町１０-２-９
河辺支店内
０４２８（２１）６４９１

○町田住宅ローンセンター
町田市中町１-１-１６
町田支店２階
０４２（７２１）６７５１

□船橋住宅ローンセンター
船橋市本町７-７-１
船橋支店内
０４７（４２６）１７９１

○柏住宅ローンセンター
柏市旭町１-５-１
柏支店内
０４（７１４１）９８７１

○横浜西口住宅ローンセンター
横浜市西区北幸１-１１-７
横浜西口支店内
０４５（３２２）８２７１

○上大岡住宅ローンセンター
横浜市港南区上大岡西１-１４-７
上大岡支店内
０４５（８４８）３６０１

○綱島住宅ローンセンター
横浜市港北区綱島西１-７-４
綱島支店内
０４５（５４３）７３０３

○たまプラーザ住宅ローンセンター
横浜市青葉区美しが丘１-９-１７
たまプラーザ支店内
０４５（９０４）０９９１

○横須賀住宅ローンセンター
横須賀市若松町３-１４-８
横須賀支店内
０４６（８２２）７９７７

○藤沢住宅ローンセンター
藤沢市藤沢５５５
藤沢支店内
０４６６（２７）８７０７

○相模大野住宅ローンセンター
相模原市相模大野３-２-１４
相模大野支店内
０４２（７４０）９０４１

○橋本住宅ローンセンター
相模原市橋本３-３０-３
橋本支店内
０４２（７７９）０１７７

○海老名住宅ローンセンター
海老名市中央１-４-１
海老名支店内
０４６（２３４）４８７１

○名古屋住宅ローンセンター
名古屋市中区錦２-１５-２２
名古屋支店内
０５２（２０１）８５８８

□本町住宅ローンセンター
中央区備後町１-４-９
備後町恒和ビル２階
０６（６２６８）６３８０

□梅田住宅ローンセンター
北区曽根崎２-１６-１９
りそな梅田ビル７階
０６（６３６１）３７４６

○梅田北口住宅ローンセンター
大阪市北区大深町１-１
梅田北口支店地下１階
０６（６３７７）８７２７

□難波住宅ローンセンター
中央区難波３-６-１１
難波支店５階
０６（６６３２）０９１１

□茨木住宅ローンセンター
茨木市西駅前町５-１０
大同生命茨木ビル２階
０７２（６２４）４８５０

□枚方住宅ローンセンター
枚方市岡東町１４-４４
雲川ビル４階
０７２（８４６）４１００

□堺東住宅ローンセンター
堺市南花田口町２-３-２０
住友生命堺東ビル北館８階
０７２(２３２)６２８０

○守口住宅ローンセンター
守口市京阪本通１-３-２
新近藤ビル３階
０６（６９９３）６４８８

○東大阪住宅ローンセンター
東大阪市小阪本町１-４-３
河内小阪支店内
０６（６７２２）９５３６

□神戸住宅ローンセンター
神戸市中央区栄町通２-５-１
神戸支店２階
０７８（３３１）７１６６

□川西住宅ローンセンター
川西市栄町１１-３-１６
パルティＫ２北ハイツ２階
０７２(７５８)４４０３

□学園前住宅ローンセンター
奈良市学園北１-９-１
近鉄学園前支店内
０７４２（４５）６４１１

□香芝住宅ローンセンター
香芝市瓦口２３１５
香芝木材壱番館２階
０７４５(７６)９５９１

○橿原住宅ローンセンター
橿原市内膳町５-２-２９
橿原支店内
０７４４（２２）９７６０

中国 上海駐在員事務所
（香港） 香港駐在員事務所
シンガポール シンガポール駐在員事務所
タイ バンコック駐在員事務所

海外ネットワーク
（平成１６年６月末現在：
駐在員事務所４、合計４拠点)

奈良県

兵庫県

大阪府

愛知県

神奈川県

千葉県

東京都

住宅ローン
センター

大阪府

東京都

中小企業
サポート
センター

法人向け
金融総合
相談コーナー

熊本県

長崎県

外為 不動産

外為

外為

外為

ATM

ATM

ATM

外為
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子会社等の状況

■連結子会社 （平成１６年３月末現在）

名称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

百万円大阪市中央区 証券 59.9 0.132,366 大正6年
12月18日

コスモ証券株式会社

百万円岡山県津山市 証券 － ７４.９ 535 昭和19年
8月15日

津山証券株式会社

百万円東京都豊島区 ファイナンス 100.0 － 10,200 昭和54年
7月5日

あさひ銀リテールファイナンス株式会社 

百万円大阪市中央区 信用保証

コンサルティング

100.0 － 20,680 昭和44年
7月23日 

大和ギャランティ株式会社 

百万円さいたま市浦和区 信用保証 100.0 － 72,800 昭和50年
5月8日

あさひ銀保証株式会社 

 

 

百万円 大阪市中央区 事務等受託 100.0 － 90 昭和55年
2月6日

大和銀総合管理株式会社 

百万円 さいたま市浦和区 事務等受託 100.0 － 80 昭和55年 
7月25日

あさひ銀ビジネスサービス株式会社 

百万円 大阪市中央区 事務等受託 100.0 －330 昭和56年
5月1日 

大和ビジネスサービス株式会社 

百万円 大阪市中央区 事務等受託 100.0 －30 平成5年
4月1日

大和銀オペレーションビジネス株式会社 

百万円東京都中央区 ファクタリング 100.0 － 5,200 昭和53年
10月25日

りそな決済サービス株式会社 

 

百万円東京都千代田区 債権管理回収 100.0 － 500 平成12年
10月25日

りそな債権回収株式会社 

 

百万円東京都中央区 抵当証券 ９９.８ － 9,900 昭和59年
2月9日

共同抵当証券株式会社 

 

百万円東京都中央区 クレジットカード 

信用保証 

２２.５ ２.５ 200 昭和58年
2月12日

あさひカード株式会社 

 

百万円大阪市中央区 クレジットカード 

信用保証 

３３.３ ３０.９ 200 昭和58年
4月1日 

株式会社大和銀カード 

 

百万円大阪市中央区 クレジットカード － 100.030 平成元年

4月1日
株式会社大阪カードサービス 

 

百万円東京都中央区 ベンチャーキャピタル 46.5 28.44,500 昭和63年
3月29日 

りそなキャピタル株式会社 

 

百万円大阪市中央区 ベンチャーキャピタル － 73.060 昭和62年
12月1日 

コスモエンタープライズ株式会社 

 

百万円大阪市中央区 コンサルティング 35.3 28.6930 昭和61年
10月1日

りそな総合研究所株式会社 

 

 

百万円大阪市中央区 人材派遣 

福利厚生 

71.2 － 60 昭和62年
10月2日 

りそな人事サポート株式会社 

百万円大阪市中央区 ビデオ作成 100.0 － 10 昭和55年
8月15日

りそなビデオ・カルチャー株式会社 

 

百万円東京都中央区 担保不動産の 

競落・管理 

95.0 － 300 平成7年
1月12日 

あさひ総合管理株式会社 

 

百万円東京都目黒区 ビル清掃・管理 100.0 － 10 昭和54年
9月20日

あさひ銀ビル管理株式会社 
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名称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

千米ドル 英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

ファイナンス 100.0 － 10 平成2年
12月28日

Daiwa International Finance 

(Cayman) Limited

千英ポンド 英国ロンドン市 証券 

投資顧問 

100.0 － 33,600 昭和55年
12月29日

Resona Bank 

(Capital Management) Plc 

 千米ドル 英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

ファイナンス 100.0 － 10 平成4年
9月11日 

Daiwa PB Limited

百万 
インドネシアルピア

インドネシア共和国 

ジャカルタ 

銀行 48.5 －240,000 昭和31年
2月15日

P.T.Bank Resona Perdania 

 

百万 
インドネシアルピア 

インドネシア共和国 

ジャカルタ 

リース 49.0 51.025,000 昭和59年
11月7日

P.T.Resona Indonesia Finance

千タイバーツ タイ王国 

バンコック 

5,000TD Consulting Co.,Limited 

 

投資・ 

コンサルティング 

49.0 －平成7年
1月12日 

千香港ドル 中国 

香港 

200Resona Overseas 

Servicing Co., Limited

清算手続中 100.0 －平成11年
10月27日

千米ドル 英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

10Asahi Finance (Cayman) Ltd. 

 

ファイナンス 100.0 － 平成6年
2月25日 

ファイナンス 百万円英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

68,250Resona Preferred Capital (Cayman) 

３ Limited

100.0 － 平成14年
8月30日 

百万円 英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

73,180

百万円 英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

53,300Resona Preferred Capital (Cayman) 

６ Limited

ファイナンス 100.0 － 平成15年
3月10日 

Resona Preferred Securities 

(Cayman) ３ Limited 

 

ファイナンス 100.0 － 平成15年
2月12日 

ファイナンス 100.0 － 平成15年
3月10日 

百万円 英国領西インド諸島 

グランドケイマン島 

57,600Resona Preferred Securities 

(Cayman) ６ Limited

■連結子会社

■持分法適用関連会社 （平成１６年３月末現在）

（注）１．あさひ銀保証株式会社は平成１６年４月に商号変更し、りそな保証株式会社となりました。
２．大和銀総合管理株式会社、あさひ銀ビジネスサービス株式会社、大和ビジネスサービス株式会社、大和銀オペレーションビジネス株式会社、及びりそなビデオ・カルチャー
株式会社は平成１６年４月に合併し、りそなビジネスサービス株式会社となりました。

３．コスモ証券株式会社、津山証券株式会社、及びコスモエンタープライズ株式会社は株式売却等により平成１６年４月に当社の関係会社ではなくなりました。
４．あさひ総合管理株式会社は平成１６年４月に商号変更し、りそなトータルメンテナンス株式会社となりました。
５．共同抵当証券株式会社は、平成１６年４月に東京都豊島区に移転いたしました。
６．あさひカード株式会社、株式会社大和銀カード、株式会社大阪カードサービスは平成１６年７月１日に合併し、りそなカード株式会社となりました。

名称 
 

資本金又は 
　出資金 
 

住所 
主要な事業 
　の内容 

設立年月日 
 

当社 
議決権比率 
（％） 

子会社等 
議決権比率 
（％） 

百万円 東京都中央区 信託 

銀行 

33.3 －51,000 平成12年
6月20日

日本トラスティ・サービス 

信託銀行株式会社 

百万円 東京都府中市 情報処理サービス 25.0 8.3300 昭和63年
11月1日

日本トラスティ情報システム株式会社 
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決算公告（写）

銀行法第２０条に基づいて、下記の決算公告を新聞紙に掲載しました。
なお、同法第２１条第１項および第２項の規定により、本決算公告を本誌に掲載しています。
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○経営の組織 ......................................................................１８～１９、８８
○大株主一覧 ......................................................................................７７
○取締役及び執行役一覧 .........................................................８９～９０
○店舗一覧 .................................................................................９２～９９

...............８７

○直近営業年度の営業の概況.................................................２６～２７
○直近５営業年度の主要な経営指標等の推移......................３４～３５
○直近２営業年度の業務の状況を示す指標
（１）主要な業務の状況を示す指標
・業務粗利益、業務粗利益率 ............................................５８、７４
・資金運用収支、役務取引等収支、特定取引収支、その他業務収支 ......................５９～６１
・資金運用勘定・資金調達勘定の平均残高、利息、利回り及び資金利鞘 .............５９、７４
・受取利息及び支払利息の増減 ..............................................６０
・総資産経常利益率、資本経常利益率 ...................................７４
・総資産当期純利益率、資本当期純利益率 ...........................７４

（２）預金に関する指標
・預金科目別平均残高...............................................................６２
・定期預金の残存期間別残高 ....................................................６２

（３）貸出金等に関する指標
・貸出金科目別平均残高...........................................................６３
・貸出金の残存期間別残高 ......................................................６３
・貸出金・支払承諾見返額の担保別内訳................................６３
・貸出金の使途別内訳...............................................................６４
・貸出金の業種別内訳...............................................................６４
・中小企業等向け貸出...............................................................６４
・特定海外債権残高 ...................................................................６５
・預貸率 .......................................................................................７４

（４）有価証券に関する指標
・商品有価証券平均残高...........................................................６６
・有価証券の残存期間別残高 ..................................................６７
・有価証券平均残高 ...................................................................６６
・預証率 .......................................................................................７４

○リスク管理体制 .....................................................................２０～２３
○法令遵守体制 ..................................................................................２４

○貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書又は損失処理計算書 ........５０～５７
○リスク管理債権残高 ......................................................................６５
○単体自己資本比率 .................................................................７９～８１
○有価証券・金銭の信託の時価等情報、
デリバティブ取引情報 ..............................................................８２～８６
○貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額 .................................６５
○貸出金償却額 ..................................................................................６６
○会計監査人の監査（商法の特例に関する法律）.........................５０
○監査法人の監査（証券取引法第１９３条の２）...............................５０
○単体自己資本比率の算定に関する外部監査 .............................７９

銀行の直近２営業年度の財産の状況に関する事項

銀行の業務の運営に関する事項

銀行の主要な業務に関する事項

銀行の主要な業務の内容

銀行の概況及び組織に関する事項

○りそな銀行グループの主要な事業の内容及び組織の構成 .........................９１
○子会社等に関する事項 .....................................................１００～１０１

○直近営業年度におけるりそな銀行グループの営業の概況 .........................２６
○直近５連結会計年度の主要な経営指標等の推移 .............３２～３３

○連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書 .....３６～３８、４０～４３
○リスク管理債権残高 ......................................................................４８
○連結自己資本比率..........................................................７８、８０～８１
○セグメント情報 ...............................................................................４４
○監査法人の監査（証券取引法第１９３条の２）...............................３６
○連結自己資本比率の算定に関する外部監査 .............................７８

...............８７

○直近５営業年度の信託業務の状況を示す指標 ..........................３４

○直近２営業年度の信託業務及び財産の状況を示す指標
（１）信託財産残高表 ....................................................................６８
（２）金銭信託等の受入状況........................................................７０
（３）元本補てん契約のある信託の受入状況 ...........................６９
（４）元本補てん契約のある信託のリスク管理債権残高 .......６９
（５）金銭信託の信託期間別元本残高 .......................................７０
（６）金銭信託等の運用状況........................................................７０
（７）金銭信託等の貸出金科目別期末残高 ...............................７０
（８）金銭信託等の貸出金契約期間別期末残高 .......................７１
（９）金銭信託等の貸出金担保別内訳 .......................................７２
（１０）金銭信託等の貸出金使途別内訳 .......................................７１
（１１）金銭信託等の貸出金業種別内訳 .......................................７１
（１２）金銭信託等の中小企業等向貸出 .......................................７１
（１３）金銭信託等の有価証券期末残高 .......................................７２

（注）金銭信託等とは、金銭信託、年金信託、財産形成給付信託及び貸付

信託のことです。なお、当社は、年金信託及び貸付信託を扱ってお

りません。
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......２８、３１、６５、６９

......２８、３１、６５、６９

......２８、３１、６５、６９正常債権

要管理債権

危険債権

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

信託業務に係る業務及び財産に関する事項

信託業務の内容

銀行及びその子会社等の直近２連結会計年度の財産の状況に関する事項

銀行及びその子会社等の主要な業務に関する事項

銀行及びその子会社等の概況に関する事項

銀行法施行規則等による開示項目（りそな銀行）

銀行法施行規則第１９条の２（単体情報） 銀行法施行規則第１９条の３（連結情報）

金融機能の再生のための緊急措置に関する法律施行規則第６条

金融機関の信託業務の兼営等に関する法律施行規則第１１条の２


